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第 1 節 問題の設定 
 1．研究の背景 
 現代社会において，スポーツは競技性の向上や健康増進といった側面にとどまらず，ス
ポーツを通じた交流による地域社会の活性化という側面でも重要視されている．スポーツ
基本法（文部科学省，2011）の前文には，スポーツは「人と人との交流及び地域との交流
を促進し，地域の一体感や活力を醸成するものであり，人間関係の希薄化等の問題を抱え
る地域社会の再生に寄与するものである」と述べられている．またスポーツ立国戦略（文
部科学省，2010）では，「住民同士が連携・協働することにより，スポーツを主体的に楽し
むことができる地域スポーツ環境の整備を進め」，「これまでの行政による無償の公共サー
ビスから脱却し，地域住民が出し合う会費や寄附により自主的に運営する NPO 型のコミ
ュニティスポーツクラブが主体となった『新しい公共』を形成することを進める」と記さ
れている．すなわち，地域住民が主体となって運営する地域スポーツクラブが，スポーツ
振興を通じて地域社会にコミュニティ形成を促すことと同時に，行政のみならず，地域住
民や多様な地域団体との協働・連携によって地域スポーツ振興の主体となることが期待さ
れている． 
表 1-1 は，地域スポーツ振興に関する政策・事業等の推移を示している．スポーツ振興
とコミュニティ形成との関係性が認識されるようになった契機として，「社会体育－考え
方・進め方－」（文部省，1960）があげられる．この中で「人々の生活構造が，限りなく『個
人中心』へと向かいつつある当時の都市的状況に対応して，こうした状況の中で新たな『中
間集団』への足がかりとして社会体育を位置づける理論」が提示され，初めて都市化とス
ポーツとの関係性が言及された（松村，1988）．1961 年には，わが国で初めて「スポーツ」
を冠した法律として，スポーツ振興法が施行された．その 3 年後には夏季オリンピック東
京大会の開催を控えており，川口・西田（1961）は，スポーツ関係者をはじめとした幅広
い関係者の全国的な盛り上がりを受け，スポーツ振興法の実現に向けて公的機関からの要
望や答申がなされたと述べている．同法については，後年，課題も多く指摘されるが，当
時のわが国における好調な経済状況を背景に，国，及び地方公共団体によるスポーツ施設
を中心としたスポーツ実施条件の整備に一定の成果を示した．スポーツ振興法が施行され，
夏季オリンピック東京大会が開催された 1960 年代は，わが国は高度経済成長期の真っ只
中であったが，1970 年代に入ると，都市化による社会問題が顕在化し始めた．鰺坂（2006）
は，地域住民組織・集団の類型化を行っており，1970 年代以降の地域社会の流動化・都市
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問題によって従来の町内会等の既成組織が弛緩し，地域スポーツ団体をはじめとした自主
的な市民活動団体が行政のパートナーとして位置づけられるようになったと述べている．
この流れを受けて，経済社会基本計画（経済企画庁，1973）において，「コミュニティ・ス
ポーツ」という用語が初めて登場した．経済社会基本計画が発表された 1970 年代当時，
わが国は国民総生産が世界第 2 位になるなど経済的・物質的には非常に豊かになった．一
方で，都市部への人口密集化，地方の人口減少による過疎化が加速し，都市・地方での社
会構造が大きく変化していく中で，地域社会における生活上の共同性や連帯性が脆弱化し
ていくことへの懸念が広がった．厨（1977）はこのような地域課題に対して，コミュニテ
ィ・スポーツを「地域性を契機として施設を共有するという条件下での自発的活動のなか
から醸成される“われわれ意識”が何らかの形で地域社会形成への意欲とその集団化を志
向する要素を含んでいる活動」であると捉え，スポーツ振興にとどまらずコミュニティ形
成を促す取り組みとして認識している．都市社会学においては，スポーツがコミュニティ
形成に寄与するという観点については議論が分かれており，例えば倉沢（2002）は，スポ
ーツとコミュニティの関係性を積極的に捉えており，「スポーツという比較的自由な，誰に
とっても楽しい活動を通してできる人間関係は，スポーツ以外の社会的活動にも発展しや
すく，スポーツを手がかりとするコミュニティ形成という戦略が生まれる」（倉沢，2002，
p．93）と主張している．一方で園部（1984）は，スポーツ活動が友情関係を形成するこ
とは認めながらも，日常生活に不可欠な課題を共同して解決する活動こそコミュニティ形
成に寄与することを主張している．都市社会学において，スポーツ振興がコミュニティ形
成に寄与するという主張に批判もあったが，「コミュニティ・スポーツ論」は，政策的な後
押しを受けながら積極的に展開されていった（伊藤・松村，2009）． 
 コミュニティ・スポーツ論が全国に浸透していくとともに，1970 年代以降，地方公共団
体による具体的な地域スポーツ振興施策が進められ，山口（2006）は「三鷹方式」と「京
都府立体育館方式」の事例を報告している．「三鷹方式」は，東京都三鷹市において公共の
スポーツ施設で行われていた，バレーボール，卓球，バドミントン等のスポーツ教室事業
の受講生を対象として，地域スポーツクラブ化するという方式である．また，「京都府立体
育館方式」では「三鷹方式」をさらに発展させ，スポーツ教室受講者によって立ち上がっ
たクラブを府立体育館の登録クラブとした．登録クラブのリーダーたちを対象に「スポー
ツリーダー講習会」の受講を義務付け，リーダーたちを集めた「クラブ連絡協議会」の運
営や，登録クラブの大会開催などの公共的な取り組みを，府立体育館のスタッフと協働し
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て進めるという先進的な事例となった．「三鷹方式」に代表される地域スポーツクラブ化の
波が全国に広がり，単一種目型のスポーツクラブが数多く立ち上げられたが，同時に，新
規会員確保の難しさ，それに伴う会員の高齢化等によってクラブ存続が困難になるケース
が相次いだ．  
 1995 年には，文部省がそれまでの単一種目型スポーツクラブの弱点を補うべく「総合型
地域スポーツクラブ（以下，「総合型クラブ」）と略す）育成モデル事業」を開始した．総
合型クラブは，住民の主体的な運営のもとに多種目・多世代・多志向の活動をベースとし
ており，単一種目型の地域スポーツクラブの課題を克服することが期待された．山口（2006）
によると，文部省による育成モデル事業が開始された後も，1998 年には神戸市，2000 年
には兵庫県，さらに，青森県，福島県，岐阜県，静岡県，香川県，山口県，佐賀県，熊本
県などの地方自治体が独自に育成モデル事業を展開してきた．2000 年には，スポーツ振興
基本計画（文部省，2000）の「生涯スポーツ社会実現に向けた，地域におけるスポーツ環
境の整備充実方策」において，「地域の連帯感の高揚，世代間交流等の地域社会の活性化や
再生にも寄与する」と住民主体で運営される総合型クラブの必要性を位置づけ，「2010 年
までに全国の各市区町村において少なくとも 1 つは総合型クラブを育成する」という到達
目標を掲げた．すなわち総合型クラブとは，地域住民の主体的な組織として地域スポーツ
振興の中心に位置づけられると同時に，その運営を地域住民が自主的に担うという「新し
い公共」のあり方を模索しながら，スポーツを契機としてコミュニティ形成を促す触媒と
しての役割も見込まれている．2002 年には，総合型クラブをはじめとした地域スポーツ環
境の整備を主目的として，スポーツ振興くじ助成が開始された．総合型クラブが直接助成
の対象となるのは，グラウンドの芝生化，スポーツ施設やクラブハウスの整備を目的とし
た「地域スポーツ施設整備事業」，総合型クラブの創設や活動支援，クラブマネジャーの設
置を目的とした「総合型クラブ活動助成」であり，いずれにおいてもクラブ自体が法人格
を有していることが条件となっている．  
 スポーツ振興基本計画が終了した後のスポーツ立国戦略の策定，スポーツ基本法の成立，
スポーツ基本計画の策定においても，総合型クラブの位置づけは重要なものであった．ス
ポーツ振興基本計画が終了した 2010 年には，スポーツ立国戦略（文部科学省，2010）が
策定された．この中で 5 つの重点戦略があげられているが，そのうち「スポーツ界の連携・
協働による『好循環』の創出」と「社会全体でスポーツをささえる基盤の整備」という戦
略事業において，総合型クラブがその拠点として位置づけられている．すなわち総合型ク
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ラブは，トップスポーツと地域スポーツの好循環を創出する拠点クラブとして，そして，
地域スポーツ振興や地域の課題を視野に入れて地域住民が主体的に活動に取り組み，行政
と協働するという「新しい公共」（内閣府，2010）を担う存在として位置づけられている．
スポーツ立国戦略を踏まえて，2011 年にはスポーツ基本法が施行，2012 年にはスポーツ
基本計画が策定された．スポーツ基本計画においては，今後 10 年間を見通したスポーツ
推進体制の基本方針と，今後 5 年間に総合的かつ計画的に取り組むべき 7 つの施策が示さ
れている．その 7 つの施策のうち，総合型クラブを対象とした内容としては「住民が主体
的に参画する地域スポーツ環境の整備」（文部科学省，2012a）が掲げられている．具体的
には，クラブの育成支援体制の強化，指導者確保・養成，施設利用の効率化，企業・大学
との連携推進が示されており，総合型クラブの充実を図っている．以上，地域スポーツ振
興に関する政策・事業等の推移を概観すると，まず，1960 年代までの社会体育の一部とし
ての位置づけから，スポーツ振興法の施行により国，及び地方公共団体によって地域スポ
ーツ環境の整備が進んだ．1970 年代には，都市化による社会的課題を背景に「コミュニテ
ィ・スポーツ」という概念が生まれ，地方公共団体も地域スポーツ政策を打ち出すように
なっていく．その後，スポーツ振興基本計画やスポーツ立国戦略といった国レベルでのス
ポーツ振興のプランを打ち出し，スポーツ基本法・スポーツ基本計画によって，地域住民
が主体となりながら行政と協働するという「新しい公共」を地域スポーツ振興において具
現化した存在として，総合型クラブが位置づけられるようになった．  
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地域住民が公共サービスの一端を担う，「新しい公共」という概念が浸透するうえで，
1998 年に施行された特定非営利活動促進法の意義は大きい．同法成立の契機といわれる
のが 1995 年の阪神・淡路大震災における災害ボランティアに注目が集まった，いわゆる
「ボランティア元年」である．齋藤（2000）は，1990 年代の公共事業の見直しやボランテ
ィア団体の登場によって「公共性」という用語が肯定的な意味合いを持つようになったと
述べている．さらに長谷川（2002）は，国家＝公という「古い公共性」に対して，「新しい
公共」という概念は、地域住民といった規定を外した広い意味での市民に開かれた点に意
義を見出している．ボランティアという形態で継続的に公共性に貢献することの意義が社
会的に認められ，ボランティア団体の基盤を強化するべく 1998 年に特定非営利活動促進
法，いわゆる NPO 法が施行された．この法律により認められる法人格である，特定非営
利活動法人（以下，「NPO 法人」とする）は保健・医療・福祉分野で設立が進んだが，特
定非営利活動法人促進法の第 2 条別表に「学術、文化、芸術又はスポーツ振興を図る活動」
と示されているように，スポーツ振興を担う公益的な団体にも設立の機運が広がっていっ
た．1995 年から開始された「総合型クラブ育成モデル事業」とも時期が重なり，この事業
で最初に設立された成岩スポーツクラブは NPO 法人を取得し，モデルクラブとして全国
に広がっていった．その後も総合型クラブによる NPO 法人格取得は増加し，文部科学省
年 政策・事業等 概要
1960 　社会体育－考え方・進め方－（文部省） 　主に都市部における「中間集団」への足がかりとして社会体育を位置づける
1961 　スポーツ振興法
　わが国で初めて「スポーツ」を冠した法律で、スポーツに対する基本的理念を示している
  国、及び地方公共団体がスポーツに関する施策の実施、スポーツ施設を中心とした国民のスポーツ実施
　条件の整備に努めることが明記される
1973 　経済社会基本計画（経済企画庁） 　「コミュニティ・スポーツ」という用語が登場し、スポーツ振興を通じてコミュニティ形成を促すと認識
 1970年代
　「三鷹方式」、「京都府立体育館方式」等の
　地方公共団体による地域スポーツ振興施策
　公共スポーツ施設のスポーツ教室事業を核とした地域スポーツクラブ化
1995 　総合型地域スポーツクラブ育成モデル事業（～2003年）
　全国5か所の市町が、総合型地域スポーツクラブの育成モデル事業の指定を受ける
　2004年からは、文部科学省からに日本体育協会へ総合型地域スポーツクラブ育成推進事業を委託
1998 　スポーツ振興投票法 　スポーツ振興くじ（toto）を実施するための法的根拠
2000 　スポーツ振興基本計画（文部省）
　子どもの体力向上、地域スポーツの環境の整備、国際競技力向上に関して具体的な政策目標を掲げる
　地域スポーツの環境整備において、「2010年までに全国の各市区町村において少なくとも1つは総合型
　地域スポーツクラブを育成する」という数値目標
　2010年までの計画が示されており、2006年に計画を改定
2002 　スポーツ振興くじ助成　開始
　2001年より開始されたスポーツ振興くじ（toto）の収益から、地域スポーツ振興、指導者育成、競技力
　向上等へ助成
　総合型地域スポーツクラブを対象として、法人格を有するクラブに対して「地域スポーツ施設整備助成」、
　「総合型クラブ活動助成」を行っている．
2010 　スポーツ立国戦略（文部科学省）
　スポーツ基本計画の検討を視野に入れ、わが国の新たなスポーツ文化の確立を目指し、人（する人、
　観る人、支える人）の重視、連携・協働の推進を進めるべく、5つの重点戦略を掲げる
　そのうち「スポーツ界の連携・協働による『好循環』の創出」と「社会全体でスポーツをささえる基盤の整備」
　という戦略事業において、総合型地域スポーツクラブが拠点として位置づけられている
2011 　スポーツ基本法
　スポーツ振興法が50年ぶりに改訂されて成立
　「スポーツを通じて幸福で豊かな生活を営むことが人々の権利」であることが明記され、青少年のスポーツ
　のスポーツ振興、地域スポーツ振興、国際競技力の向上に加え、障害者スポーツの振興、スポーツ・ガバ
　ナンスの充実といった基本理念が示される
2012 　スポーツ基本計画（文部科学省）
　スポーツ基本法の成立を受け、今後10年間を見通したスポーツ推進体制の基本方針、今後5年間に総合
　的かつ計画的に取り組むべき7つの施策が示される
　7つの施策のうち、「住民が主体的に参画する地域のスポーツ環境の整備」において、地域スポーツクラブ
　をコミュニティの中心と位置づけ、指導者、施設、企業・大学等との連携など地域スポーツ環境の充実を
　図っている
表1-1．地域スポーツ振興に関する政策・事業等の推移
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（2014b）によれば，全国で 519 の総合型クラブが NPO 法人格を取得していることが報
告されている．総合型クラブが NPO 法人格を取得することのメリットとして，権利義務
の主体となること（内藤，2006），社会的信頼が向上すること（行實・清水，2003；内藤，
2006；山口，2008），財政基盤が強化されること（行實・清水，2003；内藤，2006），社会
的認知度が向上すること（菊池・権田，2005；内藤，2006），運営が円滑になること（菊
池・権田，2005），外部との連携により多様な資源が活用できること（藤田，2012）が先
行研究によって示されている．スポーツ基本計画（文部科学省，2012）によって総合型ク
ラブの NPO 法人格取得が推奨されていることから，今後も，総合型クラブの育成におい
て NPO 法人化は重要な観点であるといえる．  
 内閣府（2003）は，わが国の特に都市部におけるコミュニティの崩壊，それに伴う教育
力の低下，治安の悪化を指摘しており，このような社会的背景からソーシャル・キャピタ
ルという人と人の結びつきを示す概念に注目している．ソーシャル・キャピタルという概
念は Coleman（1988）や Putnam（1993）の知見が代表的とされ，多様な定義がありコン
センサスがないが，地域社会を活性化する市民の非営利活動を促進する要因（内閣府，2003）
として捉えられることが多い．そのため，ボランティアや市民活動，NPO 法人の活動に焦
点を当てて社会学・政治学を中心に論じられ，サラモン（1999）は NPO をはじめとした
非営利セクターがソーシャル・キャピタルを創造し，維持するために重要な役割を果たし
ていると述べている．近年，スポーツ分野においても知見の蓄積が進んでおり（e.g.，飯
田・飯田，2015；長積ら，2009a；Nicholson et al.，2013；Okayasu et al.，2010），ソー
シャル・キャピタルの概念がもつ公益性の側面から，特に地域スポーツにおける事象を対
象としている知見が多い．したがって，地域スポーツ振興の中心的存在である総合型クラ
ブの事象において，ソーシャル・キャピタルとの関連性を検証することは意義があるとい
える． 
 このように，1960 年代における社会体育の推進，1970 年代におけるコミュニティ・ス
ポーツ論，それらを踏まえて 1995 年に総合型クラブ育成事業が開始され，地域スポーツ
振興にとどまらず，スポーツを通じてのコミュニティ形成という公共性の確保への住民の
参画が進められてきた．その中で，市民が主体性をもって参画する事象をソーシャル・キ
ャピタルという比較的新しい概念を用いて検証することにより，総合型クラブの育成・支
援においても実践的で有益な知見が得られると考えた．  
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2．研究の意義  
 政策的に進められてきた総合型クラブの設立・育成は，文部省による 1995 年の総合型
クラブ育成モデル事業の開始から 20 年余りが経過し，育成クラブ数は順調に増加したが，  
課題も指摘されている．文部科学省（2015）は，60%を超えるクラブが現在の課題として
「会員の確保（増大）」，「財源の確保」，「指導者の確保（養成）」を報告しており，「カネ」
と「ヒト」が運営上の課題の中心といえる．  
「カネ」の側面からは，文部科学省（2015）がクラブの年間予算の現状を報告しており，
100 万円未満のクラブが全体の 31.9%である一方，1,000 万円以上のクラブが 16.1%存在
している．また，自己財源率（会費・事業費・委託費による収入を自己財源とし，これが
全体収入に占める割合）では 50%以下となっているクラブが全体の 48.9%を占めており，
財源規模と自己財源率において二極化が進んでいる．山口（2006）は，財政基盤が確立し
ないために，自治体からの補助金終了後に消滅したクラブも存在し，指導者・運営スタッ
フの後継者確保が進まないことを指摘した．同様に，曾根・折本（2007）もいわゆる行政
主導型による方法で設立された総合型クラブの一部には，行政依存から脱却できないため
に，補助金終了後に消滅，もしくは教育委員会にクラブ事務局が置かれたままという事例
を示している．前述のように，スポーツ基本計画（文部科学省，2012a）において総合型ク
ラブの育成・支援の具体的な施策として NPO 法人格の取得を推進しているのも，多くの
クラブの財政基盤が脆弱であることを背景としている．山口（2008）は，NPO 法人格を取
得することによるクラブの財政面におけるメリットとして，公益性のある団体としての社
会的信頼が増加し，また団体名による契約や登記が可能となることを通じて，行政からの
事業委託を受けやすくなること，スポーツ振興くじ助成（2002 年より開始）を受ける資格
を得ることを示している．一方で，認可機関への事業計画・報告，決算書の提出などの事
務作業が煩雑になることもあげているが，クラブにとっての財政的なメリットは大きく，
財政的な基盤を強化するべく NPO 法人格を取得するクラブが増加していることを指摘し
ている．したがって，総合型クラブが NPO 法人格を取得することにより，行政からの委
託事業をはじめとしたクラブ事業の拡大，社会的信頼の増加による寄付等の財政的支援な
ど，「カネ」の側面における現状の課題解決に一定の成果をもたらすことができるといえる． 
 「ヒト」の側面からは，山口（2006）が人的資源や情報などがスポーツ団体間に限らず，
自治会や PTA，青少年育成団体といった地域団体との間で共有されることで，新たな協働
が生まれると強調した．また長積（2008）は，総合型クラブが地域スポーツ振興という公
9 
 
共性の高い事業を行ううえで，総合型クラブと多様な団体との関係構築を目指したソーシ
ャル・キャピタルの形成が，情報や人材の活用につながり，より充実した活動や新規事業
の創出につながると述べている．さらに西原（2012）は，クラブマネジャーがクラブ運営
を実践する中で，クラブ外部との協力の必要性に気づき，他者との関係構築という学びの
過程を経ていることを指摘した．これは，クラブマネジャーの役割がクラブ内部のみに向
いているのではなく，実際の地域社会との関係性の中でクラブの機能や役割の重要性を示
している．また，スポーツ基本計画（2012a）が推進する総合型クラブの NPO 法人格取得
により，社会的信頼が向上すること（行實・清水，2003；内藤，2006；山口，2008）で幅
広いクラブ外部の組織や団体と連携・協働しやすくなり，人的資源を中心とした多様な資
源を活用できるようになる（藤田，2012）とも考えられる．そして松橋・金子（2012）は，
法人格を取得した総合型クラブが指定管理者として学校体育施設開放事業を担うことによ
り，地域の調整役として学校施設の有効利用が進む可能性を述べている．さらに NPO 法
人格の取得によって財源の確保が進めば，指導者や運営スタッフといったクラブ内の人材
に対して，資格取得や研修といった投資を行いやすくなると考えられる．したがって，総
合型クラブの NPO 法人格の取得が，クラブ外部との連携・協働・調整，人的資源への投
資といった「ヒト」の側面における課題解決に有効であると推察される． 
 以上のように，総合型クラブの運営上の主要な課題である「カネ」と「ヒト」という 2
つの側面に対して，総合型クラブの NPO 法人化によるメリットは無視できないと考えら
れる．一方で，総合型クラブの NPO 法人化についてはデメリットも示されている．具体
的には，NPO 法人化により事業委託等が進み，それに伴い有給の運営スタッフ・指導者の
雇用人数が増えることで，サービスを提供する側・される側へ二層化すること（内藤，2006），
会員のボランタリズムの醸成を阻害すること（行實・清水，2003），過度に事業委託が進ん
だ場合，また，委託される事業がクラブの理念と乖離している場合，行政の下請けとなっ
てしまうこと（内藤，2006；田中，2006）などが起こりうる．こういったデメリットも念
頭に置きながら，柳沢（2002）が主張するように，総合型クラブ育成の政策はクラブの創
設数を増やすことから，いかに安定的な運営方法を確立できるのかという点に議論が移行
しつつあることを鑑み，NPO 法人格の有無という総合型クラブの組織形態に着目し，実証
的に検証することは社会的意義があるといえる．また，その中で多様な地域住民による協
働をソーシャル・キャピタルの概念を用いながら検証することにより，人と人との結びつ
きによるクラブ運営への寄与をクラブの組織形態の違いを比較しながら実証的に示すこと
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ができる 
 総合型クラブの運営を安定的に行うえでは，クラブマネジャーなどのキーパーソンの存
在が欠かせないといえる．大橋ら（1990）は，総合型クラブの創設が本格化する以前の地
域スポーツクラブの組織化にあたって，体育指導委員（現，スポーツ推進委員）の活躍が
不可欠であり，公共施設関係者や地域団体関係者，行政担当者との関係構築に効果的であ
ったことを述べている．作野（2000）は総合型クラブの育成を考えるうえで，クラブの所
在地域における独自の問題を認識し，クラブという制度のなかで住民の意思をいかに反映
するかが普及・定着に向けての鍵を握っていることを主張している．したがって，日常的
にスポーツ関連のものも含め地域の生活課題と関わる人物，もしくはその人物と近しい人
物がクラブの設立・育成に中心的に関わることが望ましいといえる．また山口（2006）は，
総合型クラブの設立ステップを現状把握，合意形成，キーパーソンの発掘，設立準備委員
会の結成，設立総会の開催という 5 段階で示しており，クラブ設立に意欲的で，人的ネッ
トワークが広く周囲からの信頼が厚いキーパーソンの重要性を主張している．総合型クラ
ブ創設時は，先述の素養や背景をもつキーパーソンがそのままクラブマネジャーを務める
ことが多くあり，クラブ運営の安定化を図るうえでは，クラブマネジャーを対象とした支
援のあり方を検討することが不可欠といえるだろう．  
総合型クラブのクラブマネジャーを支援するという観点からは，松尾（2008）や山口
（2006）が，クラブ運営に対する動機づけの維持が重要であると指摘している．Ryan and 
Deci（2000）は，動機づけを非動機づけ，外発的動機づけ，内発的動機づけの 3 つに区分
している．外発的動機づけの典型例としてあげられる外的報酬は，それが得られることを
予期することが内発的動機づけを低下させる抑制効果が示されている（Lepper et al.，
1973）．一方で，短期間において業績をあげる際では外発的動機づけが比較的有効であり，
長期的において業績をあげる際では内発的動機づけが比較的有効であるという知見も示さ
れている（Gagne and Deci，2005；Jenkins et al.，1998）．Amabile（1985）は，内発的
動機づけによる行動が創造的な成果に結びつき，評価や報酬といった外発的動機づけは創
造的な成果を制限することを指摘している．そして，堀江ら（2007）は，Weis et al．（1967）
の内発的動機づけの尺度を援用して，創造的な成果を期待される研究職において重要な要
因であることを実証するなど，知見の蓄積が進んでいる（石塚，2013；Osterloh and Frey，
2000）．総合型クラブの運営においては，地域課題を明らかにしながら住民の主体性や自
律性を育んでいく創造的な取り組みが重要であり，日常的な実践を経て多様な学びが進む
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と指摘されている（西原，2012；作野，2000）．したがって，総合型クラブの育成支援に
おいて，クラブマネジャーを中心とした運営スタッフが，地域スポーツを含めた地域課題
に対して主体的に解決を図るよう，クラブ運営に対する内発的動機づけを高めることは，
クラブ育成支援において重要な視点であるといえる．  
 さらに，本研究で着目するソーシャル・キャピタルという概念は社会学や政治学を中心
に議論が進んでいるが，先述のようにその定義についてコンセンサスはない．ソーシャル・
キャピタルという用語をそのまま日本語に直訳すると「社会資本」となるが，橋や道路な
どのハードな社会資本ではなく，人間関係・グループ間の信頼や規範・ネットワークとい
ったソフトな社会的
・
資本であり，より直截に社会関係資本と呼ばれる（稲葉，2007）．1970
年代以降，わが国で継続的に社会的課題とされている地域社会の共同性や連帯性の脆弱化
に対し，中間集団と位置付けられる自発的集団の再構築が必要とされることから，ソーシ
ャル・キャピタルに注目が集まったと考えられる．ソーシャル・キャピタルの研究の歴史
的潮流を瞥見すると，Jacobs（1961）は多様な社会的背景を持つ住民間のつながりに着目
し，Loury（1977）や Bourdieu（1986）は，主に人的資源を獲得する社会的ネットワーク
を資源として捉えている．これらの議論を踏まえて，Coleman（1988）や Putnam（1993）
では人々の間で構築されたネットワークが協調行動を喚起する側面を強調し，その性質を
信頼や規範といった概念で表現している．すなわちソーシャル・キャピタルとは，個人の
地域的背景，社会的地位等を含み，個人と個人が当事者間の信頼関係やお互いを思いやる
規範といった性質の側面までを考慮に入れた人と人のつながりといえる． 
 また，ソーシャル・キャピタルという概念に注目が集まり，その援用が多岐に渡るよう
になるとその関連性を検証する概念も多様であるため，質的・量的にソーシャル・キャピ
タルを捉える際の枠組みも一様ではない．Ostorm and Ahn（2003）はその原因について，
ソーシャル・キャピタルを国や行政区分等の集団レベルで捉える場合，個人・組織等の個
人レベルで捉える場合が存在している点にあることを指摘し，それ故にソーシャル・キャ
ピタルの議論が混乱する傾向にあると主張した．さらに，Uphoff（2000）はソーシャル・
キャピタルを理解するうえで心理的に認識できる認知的側面と，社会的なネットワークと
して捉えられる構造的側面に分類し，両側面が相補完的な関係にあることを指摘した．し
たがって本論文における学術的意義は，多様な捉え方・性質で認識されているソーシャル・
キャピタルを，総合型クラブを対象として量的・質的という異なった研究アプローチを用
いて実証的に検証できるという点にある．ソーシャル・キャピタルを扱った研究において
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は，ソーシャル・キャピタルを資本という形態で捉え，資本を投下することにより具体的
にどのような成果をあげられるかを実証するという研究課題が示されている．特にクラブ
運営の中核を担っているクラブマネジャーらにおいて形成されているソーシャル・キャピ
タルを量的・質的に検証し，具体的に総合型クラブのどのような事業に資するかを明らか
にできることが，本研究の成果として期待できる．  
 
 3．研究の目的  
 本研究の目的は，総合型クラブのクラブマネジャーに着目し，総合型クラブの運営評価
に影響を及ぼすソーシャル・キャピタル要因について，質的・量的アプローチを用いて実
証的に明らかにすることである．  
 
第 2 節 用語の定義 
 1．総合型地域スポーツクラブ  
 「総合型クラブ」という用語が初めて政策的に示されたのは，前述の通り 1995 年の総
合型クラブ育成モデル事業である．「総合型クラブ育成マニュアル」（文部科学省，2001）
によると，「総合型」という言葉には 3 つの多様性，すなわち，種目の多様性，世代や年齢
の多様性，技術レベルの多様性を包含しており，多種目，多世代，多志向と言い換えるこ
とができる．これらの特徴は，総合型クラブ育成モデル事業が開始される以前において，
大半の地域スポーツクラブの形態であった単一型種目のクラブが抱える運営上の弱点を補
うものであり，総合型クラブの性格として重要なものである．また，総合型クラブは「住
民の自治的・自律的な活動を基調とするスポーツシステム」（八代，2002）であり，一人で
も多くの地域住民が，このスポーツシステムを支える役割を担い合いながら，生成・発展
させていくべき性質のものである」（八代，2002）．すなわち，地域住民の自主的な運営体
制と，地域に広く住民に開かれた公益性を目指した非営利組織であるといえる．したがっ
て，本研究における総合型クラブとは，「地域住民の自主的な運営体制を基盤とし，多種目，
多志向のスポーツ活動に多世代にわたる会員が参加できる非営利組織」とする．  
 
 2．ソーシャル・キャピタル  
 ソーシャル・キャピタルに関する研究は，Putnam（1993）による研究以降，多様な学
術分野で行われるようになったとされる．Putnam（1993）がソーシャル・キャピタルの
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概念を援用するうえで影響を受けたとされる Coleman（1988），さらにほぼ同時期にソー
シャル・キャピタルの議論を行っていた Bourdieu（1986）を含めて，それぞれのソーシャ
ル・キャピタルの定義は以下のとおりである．  
 「制度化された相互の知己，認知関係の持続的なネットワークの所有と関連した，現実
のあるいは，潜在的な資源の総体」（Bourdieu，1986） 
 「個人に協調行動を起こさせる社会の構造や制度で，信頼・互酬性の規範・社会的ネッ
トワーク，または，人々の間の関係に構造的に内在するもの」（Coleman，1988） 
 「人々の協調行動を活発にさせることによって社会の効率性を高めることのできる，信
頼・規範・ネットワークといった社会構造の特徴」（Putnam，1993） 
 いずれの定義においても，「ネットワーク」という用語が含まれており，人と人とのつな
がりを念頭に置いていることは共通している．しかし，Coleman（1988）と Putnam（1993）
においては，ソーシャル・キャピタルがもたらす「協調性」を強調しており，「信頼」と「規
範」という性質にも言及しているが，これらの内容は Bourdieu（1986）ではみられない．
また，ソーシャル・キャピタルがどのような形態として形成されるかは意見が分かれてお
り，Bourdieu（1986）は「現実のあるいは，潜在的な資源」，Coleman（1988）は「人々
の間の関係に構造的に内在」，Putnam（1993）は「社会構造の特徴」としている．つまり，
Bourdieu は現実的・潜在的な資源としての緩やかに存在する，Coleman（1988）は個人
間の人間関係において存在する，Putnam（1993）は社会全体に構造的に存在すると定義
づけている．本研究においては，総合型クラブという特定の地域を対象とした公共性の高
い組織における事象を対象とし，なおかつ，クラブ運営を担うクラブマネジャーという個
人を対象とするため，Coleman（1988）の定義を中心に援用し，「個人に協調行動を起こさ
せる，信頼・互酬性の規範という性格を持ち，個人間の人間関係に構造的に存在する社会
的ネットワーク」と定義する．  
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第 1 節 緒言 
 第 1 章では，わが国における地域スポーツ振興の中心的役割を担いながら，コミュニテ
ィ形成にも寄与することが望まれている総合型クラブを中心に，地域スポーツ振興に関す
る政策・事業の推移を述べてきた．そして，総合型クラブの運営の中心を担うクラブマネ
ジャーが形成するソーシャル・キャピタルの影響を検証することについて社会的・学術的
意義を示した．本章では，本研究における中心的概念であるソーシャル・キャピタルと，
研究対象として着目する総合型クラブについて歴史的推移を整理し，先行研究の検討を行
う．さらに，それらの結果を踏まえて，本研究における研究課題を明示していく．  
1990 年代以降，Putnam（1993）の研究に端を発してソーシャル・キャピタルという概
念に注目が集まっている．鹿毛（2002）は，目的達成のために社会的ネットワークを資本
として活用し，一見，非合理に見える協調的行動の合理的説明を目的とするのがソーシャ
ル・キャピタルの理論的枠組みであると述べている．そして社会学において Coleman（1988）
が扱っていたソーシャル・キャピタルの理論的枠組みを Putnam（1993）が政治学に援用
したことで，政治学・社会学を中心に，また経済学，歴史学，心理学などの隣接領域も巻
き込みながら，幅広い論争が繰り広げられてきた（鹿毛，2002）．実践的には，イギリス，
カナダ，オーストラリア，ニュージーランド，そして日本において政府レベルで調査が行
われている．さらに，国際協力事業団（2002），OECD（2001），The World Bank（Grootaert 
and Basteler，2001；Grootaert et al．，2004；Woolcock and Narayan，2000）といった
国際組織が，主に開発援助活動に関わる協調行動においてソーシャル・キャピタルの重要
性を報告している．これらの報告書の中で，スポーツが私的財としてだけではなく，むし
ろ非排除性や非競争性に特徴づけられる公共財としての性質を有している（長積ら，2006）
ことが注目され，運動・スポーツとソーシャル・キャピタルに重要な関連性があると述べ
られている．  
 わが国で運動・スポーツが公共的な側面から注目されるようになったのは，「社会体育－
考え方・進め方－」（文部省，1960）と「経済社会基本計画」（経済企画庁，1973）であろ
う．当時の高度経済成長を背景としながら，社会の流動化・都市問題によって従来の町内
会等の既成組織が弛緩し，地域スポーツ団体をはじめとした自主的な市民活動団体が行政
のパートナーとして位置付けられるようになった（鰺坂，2006）．その後，各自治体にて地
域スポーツ振興事業が展開され，1995 年には文部省（当時）によって「総合型クラブ育成
モデル事業」が開始された．そして，スポーツ振興基本計画（文部省，2000）とスポーツ
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基本計画（文部科学省，2012）の基本方針において，コミュニティの中心となる地域スポ
ーツクラブの育成・推進が基本方針の中で掲げられている．すなわち，地域スポーツ振興
という公共性の高い取り組みの中心的な役割を地域スポーツクラブに位置づけ，地域住民
の主体性によるクラブ運営が，コミュニティ形成に寄与することを期待している．しかし，
文部科学省（2015）が報告するように，60%以上のクラブが「会員の確保（増大）」，「財源
の確保」，「指導者の確保（養成）」という課題を抱えている．また総合型クラブは，行政主
導と住民の依存体質を脱し，住民主導型の地域スポーツ振興組織（八代，1996）を目指し
たものであるが，現状は行政主導による量的拡大が先行し，クラブ設立意義である生活課
題に沿って地域住民が主導してクラブを運営していくという観点からは不十分な育成状況
である（嘉門，2016）．「新しい公共」（内閣府，2010）という言葉に表されるように，行
政と地域住民が協働しながら公共性の高い事業に取り組むうえでは，協調行動を促進する
とされるソーシャル・キャピタルの概念を活用し，地域スポーツの振興を担う総合型クラ
ブの運営や育成支援を検討することは意義あることと考えた．したがって本章の研究の目
的は，文献レビューを通し，総合型クラブを対象としてソーシャル・キャピタル論を援用
する際の研究課題を検証することである．  
 
第 2 節 研究方法 
本章の研究は，以下「ソーシャル・キャピタルをめぐる議論の概観」，「スポーツ分野に
おけるソーシャル・キャピタル研究の動向」，「総合型クラブに関する研究の動向」，「総合
型クラブを対象とした研究におけるソーシャル・キャピタル論の有効性と課題」によって
構成し，研究目的を達成することを試みた．これらの構成を設定した事由として，まず，
「ソーシャル・キャピタルをめぐる議論の概観」を設定したのは，理論面・実践面で「ソ
ーシャル・キャピタル」概念の使用が拡大する一方で，その具体的な内容について統一的
な理解があるわけでは決してない（鹿毛，2002）ことが背景としてあげられる．したがっ
て，ソーシャル・キャピタルに関する研究の系譜を概観し，それらの研究におけるソーシ
ャル・キャピタルの定義を整理する必要があると考えたためである．次に，「スポーツ分野
におけるソーシャル・キャピタル研究の動向」を設定したのは，ソーシャル・キャピタル
とスポーツに関するどのような事象との間で関連性を検証しているのかを，研究トピック
の傾向から探るためである．そして，「総合型クラブに関する研究の動向」を設定したのは，
現在までに行われている研究トピックの傾向から，ソーシャル・キャピタルとの関連性が
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うかがえる要因を検討するためである．さらに，「総合型クラブを対象とした研究における
ソーシャル・キャピタル論の有効性と課題」において，前述の 3 つの構成において示され
た研究トピックなどを通じて，総合型クラブを対象とした研究におけるソーシャル・キャ
ピタル論の援用において，有効性と研究課題を示すためである．「スポーツ分野におけるソ
ーシャル・キャピタル研究の動向」と「総合型地域スポーツクラブに関する研究の動向」
ではインターネット上で公開されている文献検索データベース，具体的には，「CiNii（国
立情報学研究所論文情報ナビゲータ）」，「J-STAGE（総合電子ジャーナルプラットフォー
ム）」，「Science Direct（エルゼビア・ジャパン社）」，及び「Web of Science Core（トムソ
ン・ロイター・プロフェッショナル社）」を活用した．質的研究と量的研究に分類したうえ
で，それぞれの研究トピックをもとに研究の動向を整理していく．  
 
第 3 節 ソーシャル・キャピタルをめぐる議論の概観  
表 2-1 は，ソーシャル・キャピタルに関する過去の研究と，それぞれの研究においてソ
ーシャル・キャピタルがどのように定義されてきたかを示している．Putnam（2000）に
よると，ソーシャル・キャピタルという用語を最初に用いたのは Hanifan（1916）とされ
ている．Hanifan（1916）はソーシャル・キャピタルを「善意，友情，共感，そして社会
単位を構成する人間間，家族間の社会的交流」と定義し，コミュニティ形成において地域
と学校との相互関係の重要性を主張する際に用いている．Putnam（2000）は，この定義
を受けて，後世のソーシャル・キャピタルの解釈における重要な要素を既にほとんど含ん
でいると指摘している．しかしながら，当時はソーシャル・キャピタルという概念に対し
て注目が集まることはなく，研究の潮流が一時的に途絶えてしまう．次にソーシャル・キ
ャピタルという概念を用いて議論を行なったのは Jacobs（1961）とされる．当時，再開発
が進むアメリカ都市部において，多様な住民が混在していた旧来の都市構造にこそ隣人同
士のネットワークとしてのソーシャル・キャピタルが形成されており，都市発展の持続可
能性において重要な要因であることを主張している．  
この後，ソーシャル・キャピタルに関する研究は，個人レベルに焦点を当て資本として
の性格を明確に捉えながら議論される．Loury（1977）は，「人的資本の獲得を助ける社会
的装置で，長期的な社会関係性の結果もたらされるもの」としてソーシャル・キャピタル
を定義し，人的資本の獲得をするうえでの社会的関係性を資本として議論している．また
Bourdieu（1986）は，階層分化をもたらす要因の一つに，経済的資本・文化的資本と並ぶ
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資本としてソーシャル・キャピタルをあげ，「制度化された相互の知己，認知関係の持続的
なネットワークの所有と関連した，現実のあるいは，潜在的な資源の総体」と定義し，様々
な資本へのアクセスに不可欠であるとしている．Bourdieu（1986）と Loury（1977）にお
けるソーシャル・キャピタルの定義は，個人がより有効な人的資本を獲得・活用するため
の社会ネットワークの機能を資本として捉え，社会的・経済的便益を得ることが念頭に置
かれている．それらの議論を受けて Coleman（1988）は，「個人に協調行動を起こさせる
社会の構造や制度で，信頼・互酬性の規範・社会的ネットワーク，または，人々の間の関
係に構造的に内在するもの」とソーシャル・キャピタルを定義し，個人間に形成され，協
調行動を喚起する側面をより強調した．また，「他の資本と同様に生産的であり，それなし
では獲得することのできない特定の目的を実現することを可能にする」という特性を述べ
ており，意図的に投資できるものと主張している．Bourdieu（1986）や Coleman（1988），
Loury（1977）によるソーシャル・キャピタルの定義が個人間に属する形態の資本である
ことを示したことから，Baker（1990），Burt（1992）の定義では個人が自己の利益を得
るための私的財としての資本の性格が強調される．Baker（1990）はソーシャル・キャピ
タルを「個人がもつ経済的，人的資本を使う機会を与えるネットワーク」と定義し，ソー
シャル・キャピタルが明確に個人レベルに形成されることを述べ，経済学的視点での資本
の活用機会を生み出すものとして捉えている．さらに，Granovetter（1973）による弱い
紐帯のネットワーク論への批判として，Burt（1992）はネットワークの構造的な隙間をつ
なぐことこそ個人の経済的な競争力を高めるとし，ソーシャル・キャピタルを「関係構造
における個人的位置づけによって創造される利点」と定義した．これを実証する形で，
Gabbay（1997）は私的財としてのソーシャル・キャピタルが経営者同士という個人間にお
いて形成されることで，IT 関連企業の隆盛に結びついたことを主張している．したがって，
社会学においてはソーシャル・キャピタルを個人レベル，言い換えればミクロで捉える概
念として議論が進められるようになった（鹿毛，2002）といえる． 
 Putnam（1993）が Coleman（1988）の知見を援用し，ソーシャル・キャピタルの概念
を用いてイタリアの州ごとの統治パフォーマンスの差を用いて検証したことを契機に，政
治学ではソーシャル・キャピタルが公共性を喚起する重要な概念として認識されるように
なった．Halpern（2005）は，Putnam（1993）の発表以降でソーシャル・キャピタルに
関する学術論文数が右肩上がりとなっており，2003 年現在で 300 本近い学術論文が発表
されていることを報告している．Fukuyama（1995）は，Putnam（1993）の知見を受け
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て，「信頼が社会に広くいきわたっていることから生じる能力，あるいは集団を構成するメ
ンバー間で共有されるインフォーマルな価値，あるいは規範全体」とソーシャル・キャピ
タルを定義している．Putnam（1993）や Fukuyama（1995）は，社会的な協調行動を促
す社会的信頼を強調しており，その後の知見では，実践的な公共政策に関わる事象との関
係性を論じられるようになる．Evans（1996）や Collier（1998）は，ソーシャル・キャピ
タルを政府と市民という 2 群間の関係性において限定的に捉えている．Evans（1996）は，
公的なソーシャル・キャピタルと私的なソーシャル・キャピタルが存在し，両者が機能す
ることによって政府と市民との社会的連結を助けると主張している．また Collier（1998）
は，政府と市民との相互作用においてソーシャル・キャピタルが持続的に作用することを
述べている．これらの政治学におけるソーシャル・キャピタルの知見が，各国政府のソー
シャル・キャピタルに関する調査・研究（Australian Bureau of Statistics，2006；Canada 
Statistics，2000；Office for National Statistics，2003；Statistics New Zealand，2001）
を促すことになったといえる．  
2000 年前後になると，ソーシャル・キャピタルがもたらす公益性について国や州などの
行政レベルではなく，国際的な開発援助に焦点を当てて論じられることが増えてくる．具
体的には，The World Bank，OECD，国際協力事業団（現，国際協力機構）といった国際
組織が，開発援助や経済協力に対する効率を検証するうえで，対象となる地域の集団行動
とソーシャル・キャピタルとの関係性を検証している．すなわち，発展途上国や災害復興
地域において経済的な資本を投入する際に，資本がより効率的に活用されるソーシャル・
キャピタルが蓄積されているか，また，ソーシャル・キャピタルを形成するように介入を
行う必要があるのかを判断するうえで，ソーシャル・キャピタルの計測手法を開発するに
至っている．したがって，実践的にソーシャル・キャピタルを量的に把握する指標を検討
する際に，開発援助の文脈に沿ってソーシャル・キャピタルの定義がなされている．The 
World Bank（Krishna and Uphoff，1999；Woolcock，1998；Woolcock and Narayan，
2000）においては，ソーシャル・キャピタルを規範とネットワークを有する概念として定
義し，その性格は相互利益，互恵的，共同的といった集団行動を促すものであるとしてい
る．OECD（2001）においては規範・ネットワークを有し，協力行動を促す要因として捉
えており，国際協力事業団では，開発目標という限定的な対象に対して，協調行動を促す
要因として定義している．国際援助機関によるソーシャル・キャピタルの認識は，Coleman
（1988），Putnam（1993）の定義にみられる協調行動を効率化する規範・ネットワークと
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いう側面と，Bourdieu（1986），Coleman（1988），Loury（1977）の定義にみられる個人
間において構造的に内在するという側面を兼ね備えているといえる． 
 ソーシャル・キャピタルをめぐる研究の系譜をまとめると，まず 1960 年代に，社会学
における都市やコミュニティにおける住民の多様性をもたらす社会的包摂の性格を表す概
念として論じられた．その後，人種や階層といった社会的格差を生み出す要因の一つとし
て，あるいは社会における協調的な活動を促進する要因として，経済的・人的資本を獲得
する際の重要な資本の一種として捉えられた．1990 年代に入ると，政治学的に行政パフォ
ーマンス等のマクロ・レベルでの現象との関連性の検証が進み，一方で，経済学・経営学
の視点から，個人が成果を生み出すミクロ・レベルでの現象を促進する要因としての議論
が進んだ．近年では，国際的な事業である開発援助や経済協力を効率化する，または促進
する要因として，実践的な研究や報告が寄せられている．以上，ソーシャル・キャピタル
との関連性を検証している対象の違いにより，ソーシャル・キャピタルがもたらす成果の
違いが定義に反映されていた．Ostorm and Ahn（2003）は，ソーシャル・キャピタルを
国や行政区分等の集団レベルで捉える場合と，個人・組織等の個人レベルで捉える場合が
存在することが，ソーシャル・キャピタルの定義コンセンサスが取れていないことの要因
としてあげている．したがって，ソーシャル・キャピタルとの関係性を検証する事象に沿
った定義に基づいて議論を展開していくことが重要であると考えられる．  
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築
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．
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第 4 節 スポーツ分野におけるソーシャル・キャピタル研究の動向  
 先行研究の収集にあたっては，インターネット上にて公開されている文献検索のデータ
ベースのうち，和文に関しては「CiNii」と「J-STAGE」，英文に関しては，「Science Direct」
と「Web of Science Core」の文献検索データベースを用いた．文献を検索する際には，CiNii
では詳細検索の「タイトル」，J-STAGE では詳細検索の「標題」，Science Direct では
advanced search の”journal or book title”，Web of Science Core では検索条件で「タイト
ル」というように，検索範囲を制限し，和文では，「スポーツ」と「ソーシャル・キャピタ
ル」，英文では”sport” と“social capital”をキーワードとした．検索の結果，CiNii では 27
件，J-STAGE では 0 件，Science Direct では 24 件，Web of Science Core では 32 件が該
当した．これらの文献のうち，CiNii については学会発表抄録集・予稿集の 10 件を除いた
17 件，Science Direct については book title の 14 件を除いた 10 件を分析対象とした．ま
た，Science Direct の検索結果と Web of Science Core の検索結果の間に 4 件の重複がみ
られた．以上の検索結果から得られた文献から，スポーツとソーシャル・キャピタルの関
係性を実証的に明らかにする研究目的を設定しているものを選別し，ソーシャル・キャピ
タルの質的研究と量的研究を分類した．質的研究と量的研究のいずれにおいても，研究目
的，調査対象，調査方法，ソーシャル・キャピタルとの関連・影響要因，結果を整理した．
これらに加えて量的研究においては，ソーシャル・キャピタルの指標と分析方法について
整理した． 
 表 2-2 は，スポーツとソーシャル・キャピタルの関係性について，質的に検証した研究
を示している．それぞれの研究における研究目的，ソーシャル・キャピタルとの関連・影
響要因，結果を概観して，研究カテゴリを「社会的包摂」，「コミュニティ形成への寄与」，
「スポーツ組織の体質」，「地域スポーツへの貢献」に分類した．そのうち「社会的包摂」
に着目している研究（Bruening et al．，2015；Hayton，2016；Hoye and Nicholson，2009；
Peachey et al．，2011，2015a，2015b；Spaaij，2012；Walseth，2008）が最も多く，特
に，ボランティア関係者を対象としている研究が中心となっていた．Bruening et al．（2015）
や Hayton（2016），Peachey et al．（2011，2015a，2015b）は，開発のためのスポーツ
（Sport for Development）を主題としたイベントのボランティア関係者が対象となって
おり，活動の対象者や活動者間での人間関係の構築の中で，信頼関係や社会的課題に対し
ての規範意識を共有していくというソーシャル・キャピタルの形成が進むことを示してい
る．また，Spaaij（2012）や Walseth（2008）は，移民を対象に地域スポーツへの参加を
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通してソーシャル・キャピタルが形成され、社会的包摂が進むのかを検証している．いず
れの研究においてもソーシャル・キャピタルの形成を認め，一定の社会的包摂が進むこと
を示しているが，地域スポーツクラブ等の制限された活動環境によって限界があることを
主張している．  
次いで，「コミュニティ形成への寄与」に着目した研究（Adams，2014；Atherley，2006；
Jarvie，2003；Kay and Bradbury，2009；Skinner et al．，2008；Tonts，2005）も多く
みられた．いずれの研究においても，地域スポーツへの参与がソーシャル・キャピタル形
成につながり，共同体意識の促進（Jarvie，2003）やコミュニティ間の橋渡し型ソーシャ
ル・キャピタルの形成（Atherley，2006），地域コミットメント（Kay and Bradbury，2009），
地域活動の促進（Skinner et al．，2008）に寄与することを示している．一方で Tonts（2005）
は，スポーツによって形成されたソーシャル・キャピタルは，社会的要因や経済的要因に
よって阻害されることもあり，一部住民にとっては排他性をもたらす可能性を指摘してい
る． 
 「スポーツ組織の体質」に着目した研究（Darcy et al．，2014；Numerato，2008；Numerato 
and Baglioni，2011，Whittaker and Holland-Smith，2016）においては，スポーツの競
技団体・普及団体・ボランティア団体における組織内における体質をソーシャル・キャピ
タルの概念を用いて検証している．Numerato（2008）と Numerato and Baglioni（2011）
においては，競技団体役員間において形成されるソーシャル・キャピタルに着目し，過度
な信頼関係を団体のガバナンスに濫用する可能性があり，限られた関係者間のソーシャル・
キャピタルの形成が排他性をもたらすことを指摘している．Whittaker and Holland-
Smith（2016）はスポーツ・ボランティア団体を対象とし，団体のメンバー勧誘の際にソ
ーシャル・キャピタルの排他的な側面が形成され，階層的な人間関係が構築されることを
指摘している．Darcy et al．（2014）は，マリンスポーツの普及団体を対象に，普及活動
を進めていく中で，活動に関わるボランティア関係者間のソーシャル・キャピタルが形成
され，新たな人的資本を獲得していることを示している．これらの知見から，組織の構成
員間のソーシャル・キャピタル形成については，新たなネットワークを構築できる可能性
と，既存構成員による閉鎖的な人間関係の構築の可能性という両側面を孕んでいることが
うかがえる．  
 「地域スポーツへの貢献」に着目した研究（Burnett，2006；飯田，2010；長積ら，2009b）
は，いずれも地域スポーツクラブ関係者を対象としている．Burnett（2006）は，地域ス
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ポーツクラブでの活動を通じて，クラブ代表者や指導者，会員において形成されたソーシ
ャル・キャピタルが，クラブ内外でのネットワーク構築に投資され，結果としてクラブの
運営・活動に貢献するものであると主張している．同様に長積ら（2009b）や飯田（2014）
においても，地域スポーツ振興の実践を通して関係者間にソーシャル・キャピタルの形成
が見込まれ，行政担当者はスポーツ以外の分野への幅広いネットワーク，クラブ関係者間
は他の地域スポーツ関係者との水平的なネットワークを構築していくことがが望ましいと
指摘している．  
 上記のいずれの研究トピックにも分類されなかったが，Kobayashi et al．（2011）は，
ソーシャル・キャピタルにおける社会的ネットワークの側面に注目し，雇用機会の確保等
の経済的便益を得ることに繋がることを実証している．研究対象はバヌアツのアマチュア・
サッカークラブであり，クラブ内外の人間関係に形成されるソーシャル・キャピタルが，
個人を対象として経済的に資するという点は，Baker（1990）や Burt（1992）の知見をス
ポーツによって形成されたソーシャル・キャピタルに着目したものであり，今後検証が進
められるべき分野といえる．  
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参
与
，
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラ
ブ
，
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
対
象
の
女
性
た
ち
は
，
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラ
ブ
で
の
活
動
を
通
じ
て
多
様
な
背
景
を
持
つ
移
民
間
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
形
成
し
て
い
た
が
，
ク
ラ
ブ
と
い
う
限
ら
れ
た
社
会
階
層
に
お
い
て
の
み
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タ
ル
の
形
成
が
進
む
傾
向
が
み
ら
れ
た
．
社
会
的
包
摂
H
o
ye
 a
n
d 
N
ic
h
o
ls
o
n
2
0
0
9
ス
ポ
ー
ツ
行
政
に
よ
る
施
策
が
，
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タ
ル
に
関
連
す
る
概
念
，
ア
イ
デ
ア
，
専
門
用
語
に
基
づ
い
て
い
る
か
を
検
証
す
る
．
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
主
要
5州
に
お
け
る
ス
ポ
ー
ツ
行
政
に
関
す
る
年
次
事
業
報
告
書
内
容
分
析
エ
リ
ー
ト
ス
ポ
ー
ツ
，
地
域
ス
ポ
ー
ツ
，
社
会
的
包
摂
，
社
会
的
結
合
，
福
利
エ
リ
ー
ト
ス
ポ
ー
ツ
の
強
化
，
地
域
ス
ポ
ー
ツ
の
活
性
化
，
ス
ポ
ー
ツ
を
通
じ
た
開
発
と
い
っ
た
コ
ン
セ
プ
ト
に
お
い
て
，
社
会
的
包
摂
，
社
会
的
結
合
，
地
域
の
福
利
と
い
っ
た
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タ
ル
と
の
関
係
性
が
強
い
概
念
を
念
頭
に
置
い
た
施
策
が
み
ら
れ
た
．
社
会
的
包
摂
K
ay
 a
n
d 
B
ra
db
u
ry
2
0
0
9
青
少
年
の
ス
ポ
ー
ツ
・ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
へ
の
参
与
が
，
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タ
ル
の
形
成
に
寄
与
す
る
こ
と
を
検
証
す
る
．
イ
ギ
リ
ス
に
お
け
る
青
少
年
向
け
ス
ポ
ー
ツ
・ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
・プ
ロ
グ
ラ
ム
参
加
者
半
構
造
化
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
，
質
問
紙
調
査
ス
ポ
ー
ツ
・ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
，
地
域
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト
参
加
者
は
多
様
な
社
会
的
背
景
と
の
体
験
を
通
じ
て
，
人
格
形
成
や
社
会
的
ス
キ
ル
の
向
上
を
認
識
し
，
地
域
参
画
へ
の
関
心
が
高
ま
っ
た
．
地
域
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト
に
寄
与
す
る
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タ
ル
形
成
の
議
論
に
お
い
て
有
益
な
結
果
と
い
え
る
．
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
形
成
へ
の
寄
与
長
積
ら
2
0
0
9
b
地
域
ス
ポ
ー
ツ
振
興
事
業
に
か
か
わ
る
行
為
者
間
の
人
的
相
互
作
用
に
着
目
し
，
地
域
特
性
を
踏
ま
え
た
ス
ポ
ー
ツ
振
興
事
業
の
組
織
化
と
創
発
の
促
進
要
因
を
検
証
す
る
．
地
域
ス
ポ
ー
ツ
振
興
事
業
関
係
者
（行
政
担
当
者
，
地
域
キ
ー
パ
ー
ソ
ン
）
半
構
造
化
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
地
域
ス
ポ
ー
ツ
振
興
，
地
域
資
源
，
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
地
域
ス
ポ
ー
ツ
振
興
の
事
業
化
と
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タ
ル
の
創
発
に
は
，
地
域
内
の
資
源
の
有
効
活
用
，
既
存
の
内
向
き
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
と
ど
ま
ら
ず
，
新
し
い
相
手
と
の
関
係
を
構
築
す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
．
地
域
ス
ポ
ー
ツ
へ
の
貢
献
飯
田
2
0
1
0
地
域
に
お
い
て
ス
ポ
ー
ツ
を
実
践
し
て
い
る
人
々
の
つ
な
が
り
を
，
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タ
ル
を
利
用
し
て
包
括
的
に
把
握
す
る
．
ク
ラ
ブ
関
係
者
（立
ち
上
げ
者
，
会
員
等
）
半
構
造
化
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
地
域
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラ
ブ
地
域
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラ
ブ
の
組
織
発
展
に
よ
り
，
垂
直
型
に
加
え
て
水
平
型
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タ
ル
が
築
か
れ
，
ク
ラ
ブ
内
で
の
指
導
者
育
成
が
自
然
す
る
な
ど
，
今
後
の
安
定
的
な
発
展
に
つ
な
が
る
と
い
え
る
．
地
域
ス
ポ
ー
ツ
へ
の
貢
献
K
o
ba
ya
sh
i 
e
t 
al
.
2
0
1
1
ス
ポ
ー
ツ
選
手
が
形
成
し
た
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タ
ル
，
特
に
社
会
的
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
焦
点
を
当
て
，
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
介
し
て
得
た
具
体
的
な
資
源
を
明
ら
か
に
す
る
．
バ
ヌ
ア
ツ
の
サ
ッ
カ
ー
ク
ラ
ブ
の
選
手
イ
ン
デ
プ
ス
・イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
サ
ッ
カ
ー
ク
ラ
ブ
，
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
，
社
会
的
経
験
サ
ッ
カ
ー
ク
ラ
ブ
自
体
が
選
手
個
人
の
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タ
ル
を
形
成
す
る
場
と
な
っ
て
い
た
．
具
体
的
に
は
，
ク
ラ
ブ
に
お
い
て
選
手
・関
係
者
間
で
の
社
会
的
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が
構
築
さ
れ
，
そ
の
結
果
と
し
て
雇
用
機
会
の
確
保
な
ど
の
便
益
を
得
て
い
た
．
―
N
u
m
e
ra
to
 a
n
d 
B
ag
lio
n
i
2
0
1
1
ス
ポ
ー
ツ
団
体
の
関
係
者
に
焦
点
を
当
て
，
ど
の
よ
う
な
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タ
ル
の
負
の
側
面
が
団
体
の
活
動
を
経
て
形
成
さ
れ
て
い
る
か
を
検
証
す
る
．
チ
ェ
コ
と
イ
タ
リ
ア
の
ス
ポ
ー
ツ
団
体
役
員
半
構
造
化
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
ス
ポ
ー
ツ
団
体
，
排
他
性
ス
ポ
ー
ツ
団
体
の
役
員
と
団
体
内
外
の
関
係
者
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
結
び
つ
き
が
強
く
な
り
す
ぎ
る
こ
と
で
，
関
係
者
間
の
信
頼
関
係
を
団
体
の
ガ
バ
ナ
ン
ス
に
濫
用
す
る
こ
と
が
あ
り
，
よ
り
限
ら
れ
た
関
係
者
間
で
の
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タ
ル
を
形
成
し
て
，
排
他
性
を
生
じ
る
可
能
性
が
あ
る
．
ス
ポ
ー
ツ
組
織
の
体
質
P
e
ac
h
e
y 
e
t 
al
.
2
0
1
1
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タ
ル
に
着
目
し
，
ス
ト
リ
ー
ト
サ
ッ
カ
ー
イ
ベ
ン
ト
の
参
加
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
へ
の
社
会
的
影
響
を
検
証
す
る
．
イ
ベ
ン
ト
運
営
に
参
加
し
た
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
フ
ォ
ー
カ
ス
・グ
ル
ー
プ
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
ス
ポ
ー
ツ
・ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
，
関
係
構
築
参
加
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
は
活
動
を
通
じ
て
，
ホ
ー
ム
レ
ス
へ
の
理
解
を
深
め
，
関
係
を
構
築
す
る
意
識
を
高
め
，
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タ
ル
を
形
成
す
る
素
地
を
強
化
し
て
い
た
．
社
会
的
包
摂
S
pa
ai
j
2
0
1
2
移
民
が
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
・ス
ポ
ー
ツ
へ
の
参
与
を
通
じ
て
，
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タ
ル
を
形
成
し
，
社
会
的
包
摂
を
果
た
す
こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
．
ソ
マ
リ
系
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
人
半
構
造
化
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
ス
ポ
ー
ツ
参
与
，
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
現
地
住
民
と
共
に
ス
ポ
ー
ツ
参
与
す
る
経
験
を
経
て
，
結
束
型
・橋
渡
し
型
の
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タ
ル
が
，
地
域
に
お
け
る
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
築
を
促
す
リ
ン
ク
型
の
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タ
ル
へ
と
派
生
す
る
こ
と
が
明
ら
か
と
な
っ
た
．
社
会
的
包
摂
A
da
m
s
2
0
1
4
任
意
団
体
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラ
ブ
を
対
象
に
，
ク
ラ
ブ
に
関
わ
る
個
人
が
形
成
す
る
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タ
ル
の
要
因
に
つ
い
て
検
証
す
る
．
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
に
お
け
る
地
域
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラ
ブ
の
関
係
者
，
行
政
関
係
者
半
構
造
化
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラ
ブ
，
ク
ラ
ブ
運
営
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラ
ブ
の
運
営
を
通
じ
て
形
成
さ
れ
た
個
人
レ
ベ
ル
で
の
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タ
ル
が
，
社
会
レ
ベ
ル
で
の
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タ
ル
の
形
成
に
寄
与
す
る
．
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
形
成
へ
の
寄
与
D
ar
c
y 
e
t 
al
.
2
0
1
4
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
国
内
の
ス
ポ
ー
ツ
団
体
の
関
係
者
間
に
お
け
る
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タ
ル
の
形
成
を
検
証
す
る
．
S
ur
f 
Li
fe
 S
av
in
g 
A
us
tr
al
ia
メ
ン
バ
ー
フ
ォ
ー
カ
ス
グ
ル
ー
プ
・イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
ス
ポ
ー
ツ
団
体
，
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
，
人
的
資
源
ス
ポ
ー
ツ
団
体
に
関
わ
る
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
や
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
と
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が
組
織
の
事
業
を
通
じ
て
形
成
さ
れ
，
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タ
ル
と
人
的
資
源
が
並
行
し
て
蓄
積
さ
れ
て
い
る
．
ス
ポ
ー
ツ
組
織
の
体
質
B
ru
e
n
in
g 
e
t 
al
.
2
0
1
5
ス
ポ
ー
ツ
を
通
じ
た
サ
ー
ビ
ス
・ラ
ー
ニ
ン
グ
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
参
加
し
た
学
生
リ
ー
ダ
ー
を
対
象
に
，
肯
定
的
な
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タ
ル
の
形
成
の
過
程
を
明
ら
か
に
す
る
．
開
発
の
た
め
の
ス
ポ
ー
ツ
イ
ベ
ン
ト
に
参
加
し
た
学
生
半
構
造
化
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
ス
ポ
ー
ツ
・ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
，
イ
ベ
ン
ト
参
加
ほ
と
ん
ど
の
学
生
に
お
い
て
，
結
束
型
・橋
渡
し
型
の
両
方
の
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タ
ル
の
形
成
が
進
ん
だ
．
イ
ベ
ン
ト
へ
の
参
加
を
通
じ
て
，
質
的
・量
的
に
同
質
・異
質
な
他
者
と
の
関
わ
り
が
，
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タ
ル
の
形
成
を
促
し
て
い
た
．
社
会
的
包
摂
P
e
ac
h
e
y 
e
t 
al
.
2
0
1
5
a
多
国
間
に
お
け
る
開
発
の
た
め
の
ス
ポ
ー
ツ
イ
ベ
ン
ト
へ
の
参
加
が
，
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タ
ル
の
形
成
に
寄
与
す
る
か
を
検
証
す
る
．
開
発
の
た
め
の
ス
ポ
ー
ツ
イ
ベ
ン
ト
に
関
わ
る
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
個
人
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
，
フ
ォ
ー
カ
ス
グ
ル
ー
プ
・イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
ス
ポ
ー
ツ
・ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
，
関
係
構
築
，
互
酬
性
開
発
の
た
め
の
ス
ポ
ー
ツ
イ
ベ
ン
ト
の
開
催
に
よ
っ
て
，
参
加
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
同
士
が
関
係
性
を
築
く
こ
と
が
学
習
契
機
と
な
り
，
社
会
変
革
と
互
酬
性
に
向
け
た
動
機
づ
け
を
強
化
さ
れ
る
こ
と
で
，
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タ
ル
の
形
成
が
促
進
さ
れ
た
．
社
会
的
包
摂
P
e
ac
h
e
y 
e
t 
al
.
2
0
1
5
b
開
発
の
た
め
の
ス
ポ
ー
ツ
イ
ベ
ン
ト
が
，
関
係
者
の
コ
ミ
ュ
ニ
タ
ス
や
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タ
ル
の
形
成
に
お
い
て
，
有
用
で
あ
る
か
を
検
証
す
る
．
開
発
の
た
め
の
ス
ポ
ー
ツ
イ
ベ
ン
ト
関
係
者
フ
ォ
ー
カ
ス
グ
ル
ー
プ
・イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
イ
ベ
ン
ト
参
加
開
発
の
た
め
の
ス
ポ
ー
ツ
イ
ベ
ン
ト
に
よ
っ
て
，
人
間
関
係
の
過
渡
期
を
生
み
出
し
て
コ
ミ
ュ
ニ
タ
ス
を
も
た
ら
し
た
だ
け
で
な
く
，
関
係
者
の
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タ
ル
の
形
成
に
影
響
力
を
お
よ
ぼ
し
て
い
た
．
社
会
的
包
摂
H
ay
to
n
2
0
1
6
ス
ポ
ー
ツ
系
大
学
の
学
生
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
が
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
・プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
活
動
対
象
者
と
の
効
果
的
な
人
間
関
係
を
築
い
て
い
る
か
を
検
証
す
る
．
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
参
加
し
て
い
る
ノ
ー
ス
・
イ
ー
ス
ト
・イ
ン
グ
ラ
ン
ド
に
あ
る
ス
ポ
ー
ツ
系
大
学
の
学
生
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
半
構
造
化
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
・プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
へ
の
参
加
学
生
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
は
，
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
へ
の
関
わ
り
が
深
く
な
る
と
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
枠
を
超
え
た
多
様
な
人
々
と
の
関
わ
り
を
も
つ
よ
う
に
な
り
，
そ
の
過
程
で
信
頼
関
係
や
協
調
関
係
と
い
っ
た
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タ
ル
の
形
成
が
進
ん
で
い
た
．
社
会
的
包
摂
W
h
it
ta
ke
r 
an
d 
H
o
lla
n
d-
S
m
it
h
2
0
1
6
保
護
者
の
ス
ポ
ー
ツ
・ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
者
を
対
象
と
し
，
活
動
を
通
じ
て
形
成
さ
れ
る
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タ
ル
を
明
ら
か
に
す
る
．
保
護
者
の
ス
ポ
ー
ツ
・ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
者
半
構
造
化
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
ス
ポ
ー
ツ
・ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
，
排
他
性
，
集
団
的
ア
イ
デ
ン
テ
ィ
テ
ィ
，
関
係
構
築
既
に
活
動
し
て
い
る
保
護
者
が
新
た
に
メ
ン
バ
ー
を
勧
誘
す
る
過
程
に
お
い
て
，
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タ
ル
の
排
他
的
な
側
面
が
形
成
さ
れ
，
こ
の
負
の
側
面
が
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
グ
ル
ー
プ
の
ア
イ
デ
ン
テ
ィ
テ
ィ
と
結
び
つ
き
，
グ
ル
ー
プ
内
で
の
階
層
的
な
人
間
関
係
が
構
築
さ
れ
て
い
る
．
ス
ポ
ー
ツ
組
織
の
体
質
表
2
-2
．
ス
ポ
ー
ツ
分
野
に
お
け
る
ソ
ー
シ
ャ
ル
・
キ
ャ
ピ
タ
ル
研
究
の
動
向
（
質
的
研
究
）
30 
 
 表 2-3 は，スポーツとソーシャル・キャピタルの関係性について，量的に検証した研究
を示している．それぞれの研究における研究目的，ソーシャル・キャピタルの指標，ソー
シャル・キャピタルとの関連・影響要因，結果を概観し，研究カテゴリを「ソーシャル・
キャピタル形成の比較」，「コミュニティ形成への寄与」，「資本としてのソーシャル・キャ
ピタル」に分類を試みた．「ソーシャル・キャピタル形成の比較」を焦点に置いた研究
（Gibson et al．，2014；Harvey et al．，2007；仲谷，2012；Nicholson et al．，2013；
Okayasu et al．，2010；Seippel，2008；行實・中西，2009）が多くみられ，スポーツに
関わる事象において形成されたであろうソーシャル・キャピタルを，様々な変数をもとに
比較している．仲谷（2012）や Nicholson et al．（2013），Okayasu et al．（2010），行實・
中西（2009）が，地域スポーツクラブに焦点をあてており，これらの知見を合わせると，
地域団体より地域スポーツクラブの方が，クラブ設立前より設立後の方が，単一型よりも
総合型の方が，活動のみの会員よりも幅広い運営に参加する会員の方がソーシャル・キャ
ピタルの形成が進んでいることを示している．また Harvey et al．（2007）は，スポーツ・
ボランティア経験者の方がソーシャル・キャピタルの形成が進むことを示しており，
Gibson et al．（2014）もイベントのボランティアに積極的に参加した層においてソーシャ
ル・キャピタルの形成が進んでいたことを明らかにしている． 
次に，「コミュニティ形成への寄与」を焦点に置いた研究は，質的研究と同様に研究カテ
ゴリとして分類された．Lee et al．（2012）や Seippel（2006），Perks（2007）は，地域
スポーツクラブに所属しての活動，もしくは活動経験がソーシャル・キャピタル形成にお
いて有益であることを主張している．長積ら（2009a）はコミュニティの帰属意識に対し
て，Prins et al．（2014）は規範意識に対してソーシャル・キャピタルが好影響をもたらす
ことを指摘している．さらに，「資本としてのソーシャル・キャピタル」の側面を重視し，
独立変数として検証を行っている研究もみられる．Prins et al．（2012）は，青少年のソー
シャル・キャピタルの形成がスポーツ参加を促すことを示しており，Marlier et al．（2015）
は，スポーツ参加とソーシャル・キャピタルの形成が，個人のメンタルヘルスを改善する
ことに有効であることを主張している．また，Sjaedi and Nia（2015）はスポーツ行政の
職場において，個人のソーシャル・キャピタルが職場のパフォーマンスに影響を及ぼすと
述べている．Coleman（1988）が示した，ソーシャル・キャピタルが意図的に投資できる
資本としての性質を有していることを支持すれば，ソーシャル・キャピタルを有効活用し，
スポーツ参加をはじめとした地域スポーツの活性化など，さらに知見の蓄積が進むべきで
31 
 
あろう． 
 以上，スポーツとソーシャル・キャピタルの関係性についての研究トピックを，質的・
量的研究に分けて動向を整理してきた．質的に検証を行っている研究においては，「社会的
包摂」，「コミュニティ形成への寄与」をトピックとした研究が多くみられた．スポーツや
ボランティアを通じて，人々，あるいは地域においてどのようにソーシャル・キャピタル
が形成され，また活用されるかという過程を子細に検証しようという意図から，これらの
トピックに注目が集まっていると考えられる．量的に検証を行っている研究においては，
「ソーシャル・キャピタル形成の比較」をトピックとした研究が多くみられた．スポーツ
に関する様々な事象を比較要因として，ソーシャル・キャピタルの形成に差がみられるか
という関心が多く集まっている．一方，金子（2009）や森岡（2011）が主張するように，
ソーシャル・キャピタルを“資本”として捉えている以上，ソーシャル・キャピタルが何
らかの問題解決に有効であることを実証的に検証するという研究課題がある．「資本とし
てのソーシャル・キャピタル」と捉えた実証的研究は限られており，今後も研究の余地が
残されている．  
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概
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．
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20
07
ス
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ー
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・ボ
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テ
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と，
信
頼
で
き
る
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会
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ット
ワ
ー
ク
に
参
加
で
き
る
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とし
て
の
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タル
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関
係
を
明
ら
か
に
す
る
．
ス
ポ
ー
ツ
団
体
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テ
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フ
質
問
紙
調
査
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ツ
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テ
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ット
ワ
ー
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よ
っ
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別
・言
語
・年
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っ
て
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が
み
ら
れ
た
．
SC
形
成
の
比
較
Pe
rk
s
20
07
青
年
期
に
お
け
る
ス
ポ
ー
ツ
経
験
に
よ
る
，地
域
活
動
へ
の
好
意
的
な
予
見
に
対
して
の
影
響
を
検
証
す
る
．
25
歳
以
上
の
成
人
（カ
ナ
ダ
国
内
）
Na
tio
na
l S
ur
ve
y 
of
 G
ivi
ng
,
Vo
lu
nt
ee
rin
g 
an
d 
Pa
rti
ci
pa
tin
g
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次
分
析
）
　非
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式
の
ボ
ラン
テ
ィア
，公
式
の
ボ
ラン
テ
ィア
，
寄
付
，選
挙
へ
の
投
票
，ニ
ュ
ー
ス
へ
の
関
心
，
友
人
・知
人
との
つ
き
あ
い
一
元
配
置
分
析
，ロ
ジ
ス
テ
ィッ
ク回
帰
分
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ス
ポ
ー
ツ
参
与
、コ
ミュ
ニ
テ
ィ参
画
青
年
期
の
ス
ポ
ー
ツ
参
与
が
，成
人
期
の
コ
ミュ
ニ
テ
ィ参
画
に
良
い
影
響
を
も
た
ら
して
い
る
．
コ
ミュ
ニ
テ
ィ形
成
へ
の
寄
与
Se
ipp
el
20
08
多
様
な
地
域
団
体
間
の
ネ
ット
ワ
ー
ク
に
お
い
て
，ス
ポ
ー
ツ
組
織
の
中
心
性
と影
響
を
明
ら
か
に
す
る
．
地
域
団
体
へ
の
加
入
状
況
（ノ
ル
ウ
ェー
の
政
府
調
査
）
ネ
ット
ワ
ー
ク
分
析
　ス
ポ
ー
ツ
，宗
教
，芸
術
・音
楽
，商
業
，政
治
，
環
境
，職
業
，奉
仕
グ
ル
ー
プ
へ
の
参
加
BM
C（
Bo
na
cic
hに
よ
る
中
心
性
分
析
）
ス
ポ
ー
ツ
組
織
19
82
年
か
ら
20
03
年
に
か
け
て
の
社
会
変
化
に
よ
っ
て
，ス
ポ
ー
ツ
組
織
が
他
の
団
体
・組
織
との
関
係
性
の
中
で
，最
も
中
心
性
を
獲
得
して
お
り，
多
様
な
団
体
との
ネ
ット
ワ
ー
ク
か
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ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タル
の
形
成
が
期
待
で
き
る
．
SC
形
成
の
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較
長
積
ら
20
09
a
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タル
に
着
目
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地
域
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラブ
が
コ
ミュ
ニ
テ
ィに
も
た
ら
す
影
響
に
つ
い
て
明
ら
か
に
す
る
．
地
域
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラブ
会
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質
問
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調
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　規
範
，信
頼
，ネ
ット
ワ
ー
ク
構
造
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式
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デ
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グ
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラブ
，帰
属
意
識
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラブ
へ
の
参
加
を
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じて
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タル
が
高
ま
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ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タル
が
高
ま
る
とコ
ミュ
ニ
テ
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の
帰
属
意
識
が
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ま
る
．
コ
ミュ
ニ
テ
ィ形
成
へ
の
寄
与
行
實
・中
西
20
09
総
合
型
地
域
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラブ
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参
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目
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され
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ー
シ
ャ
ル
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運
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参
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．
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t a
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検
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ワ
ー
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ク
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．
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仲
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シ
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．
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落
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通
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．
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シ
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検
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．
12
，1
3歳
の
子
ど
も
Yo
uR
Ac
tio
n
（ロ
ッテ
ル
ダ
ム
ユ
ー
ス
ス
ポ
ー
ツ
調
査
）
（二
次
分
析
）
　近
隣
住
民
の
仲
の
良
さ，
近
隣
住
民
の
結
束
多
項
ロ
ジ
ス
テ
ィッ
ク
回
帰
分
析
ス
ポ
ー
ツ
参
加
青
少
年
の
ス
ポ
ー
ツ
参
与
に
対
して
ス
ポ
ー
ツ
施
設
の
利
用
可
能
性
は
影
響
して
お
ら
ず
，ソ
ー
シ
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．
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シ
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．
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催
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収
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催
心
理
的
収
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催
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催
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催
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．
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す
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検
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．
12
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の
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Yo
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Ac
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n
（ロ
ッテ
ル
ダ
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ユ
ー
ス
ス
ポ
ー
ツ
調
査
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次
分
析
）
　近
隣
住
民
の
仲
の
良
さ，
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住
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結
束
多
項
ロ
ジ
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テ
ィッ
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回
帰
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ー
ツ
経
験
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範
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経
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通
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シ
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．
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ス
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SE
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ク
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　信
頼
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あ
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ク
ラブ
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す
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シ
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す
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．
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シ
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．
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住
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質
問
紙
調
査
　コ
ミュ
ニ
テ
ィ・
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タル
個
人
の
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タル
構
造
方
程
式
モ
デ
リン
グ
ス
ポ
ー
ツ
参
加
，メ
ン
タル
ヘ
ル
ス
ス
ポ
ー
ツ
参
加
とコ
ミュ
ニ
テ
ィ・
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タル
，個
人
の
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タル
が
メン
タル
ヘ
ル
ス
を
改
善
す
る
うえ
で
強
い
影
響
が
み
ら
れ
た
．
資
本
とし
て
の
SC
Ro
wl
an
d 
et
 a
l.
20
15
地
域
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラブ
の
会
員
を
対
象
に
，ア
ル
コ
ー
ル
摂
取
行
動
が
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タル
形
成
に
及
ぼ
す
影
響
を
検
証
す
る
．
オ
ー
ス
トラ
リア
に
お
け
る
地
域
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラブ
の
会
員
Th
e 
Au
st
ra
lia
n 
Ho
us
eh
ol
d
Na
tio
na
l S
ur
ve
y
（二
次
分
析
）
　ク
ラブ
へ
の
参
加
，信
頼
，安
心
構
造
方
程
式
モ
デ
リン
グ
ア
ル
コ
ー
ル
消
費
行
動
、ス
ポ
ー
ツ
参
加
ア
ル
コ
ー
ル
消
費
行
動
が
改
善
す
る
と，
ク
ラブ
で
の
ス
ポ
ー
ツ
参
加
や
安
心
感
とい
っ
た
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タル
が
高
ま
る
．リ
ス
ク
を
伴
うほ
ど
の
ア
ル
コ
ー
ル
摂
取
は
，ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タル
の
低
下
に
つ
な
が
る
．
コ
ミュ
ニ
テ
ィ形
成
へ
の
寄
与
Sa
je
di 
an
d 
Ni
a
20
15
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タル
とス
ポ
ー
ツ
・青
少
年
省
関
係
者
の
組
織
的
な
パ
フ
ォー
マ
ン
ス
の
関
係
を
明
ら
か
に
す
る
．
ス
ポ
ー
ツ
・青
少
年
省
の
管
理
職
，
専
門
官
，公
務
員
（イ
ラン
国
内
）
質
問
紙
調
査
　信
頼
，ネ
ット
ワ
ー
ク
，協
力
，人
間
関
係
，価
値
，
相
互
理
解
，責
任
相
関
分
析
組
織
的
パ
フ
ォー
マ
ン
ス
ス
ポ
ー
ツ
・青
少
年
省
の
ス
タッ
フ
間
に
お
け
る
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タル
と，
組
織
的
パ
フ
ォー
マ
ン
ス
有
意
に
正
の
相
関
が
み
ら
れ
，ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タル
に
よ
り組
織
パ
フ
ォー
マ
ン
ス
を
予
見
す
る
こ
とが
で
き
る
．
資
本
とし
て
の
SC
表
2-
3．
ス
ポ
ー
ツ
分
野
に
お
け
る
ソ
ー
シ
ャ
ル
・
キ
ャ
ピ
タ
ル
研
究
の
動
向
（
量
的
研
究
）
※
SC
は
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タル
の
略
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第 5 節 総合型クラブに関する研究の動向  
 先行研究の収集にあたっては，文献検索データベースの「CiNii」と「J-STAGE」を用い
た．文献検索をする際には，CiNii では詳細検索の「タイトル」，J-STAGE では資料種別
の「ジャーナル」と詳細検索の「標題」で検索範囲を制限し，「総合型地域スポーツクラブ」
をキーワードとした．検索の結果，CiNii では 25 件，J-STAGE では 9 件が該当した．ま
た，J-STAGE の検索結果 9 件は，全てが CiNii の検索結果 25 件に重複していた．検索結
果の文献のうち，炭谷（2012）は総合型クラブを対象としたレビューを行っており，研究
のトピックを「総合型クラブのマネジメント」と「総合型クラブの意義」に分類できると
している．本章の研究においても，この分類区分を参考にしながら，研究カテゴリを検討
する． 
 表 2-4 は，「総合型地域スポーツクラブ」をキーワードとした検索結果の研究をまとめた
ものであり，検索結果を概観すると「総合型クラブのマネジメント」に関する研究が多く
みられた．そのため，より研究カテゴリを明確にするために，山口（2006）が総合型クラ
ブの運営における促進要因としてあげている「人的資源（ヒト）」，「物的資源（モノ）」，「財
務（カネ）」，「情報」の観点から整理を試みることとした．その結果，最も多かったのは「人
的資源（ヒト）」に関する研究であり，運営スタッフやクラブ会員，地域住民，クラブ外の
関係者等に着目している．特にクラブマネジャーをはじめとした運営スタッフに着目した
研究（後藤・森阪，2006；西原，2012；曾根・折本，2007；行實・清水，2003）が多くみ
られ，活動支援のあり方の検証，批判的検証のいずれにおいてもクラブマネジメントの中
心的立場として研究対象としての注目を集めている．次いで，クラブ会員や地域住民とい
った活動者に着目した研究（荒木・中村，2013；藤田，2012；行實・中西，2009）もあり，
会員の運営参加の可能性，親子や障害者といった新たな層の参加を模索している．また，
行政担当者や学校関係者などクラブ外の関係者との関係性に着目した研究（作野・清水，
2001；谷口，2014；冨山ら，2002）においては，クラブの設立や運営を進めていく上での
利害関係の調整や解決に向けての過程の検証を行っている．「財務（カネ）」に関する研究
においては，中村ら（2003）が健全なクラブ運営に向けての会計試案を示しており，様々
な経費と事業収入・会費収入の対応を明確にするべきであると指摘している．また原ら
（2012）や佐藤ら（2008）は，クラブのプログラムを導入する際の会員への負担額の検証
を行っており，クラブが事業収入によって財源を十分に確保するうえで実践的な知見を示
している．「物的資本（モノ）」に関する研究（松橋・金子，2012）は少ないが，学校体育
34 
 
施設開放事業を委託されている NPO 法人格を有する総合型クラブを対象に，学校体育施
設の利用における「共有地のジレンマ状態」を克服するうえで，クラブの法人格の取得に
よる自律的な解決手法を提示している．  
 「総合型クラブの意義」に関する研究（後藤，2008；嘉門，2016；小林，2012；関根ら，
2009）においては，総合型クラブの設立・育成に当たって，地域住民の生活や地域課題と
の関係性に着目している．後藤（2008）は，農山村部を対象として伝統的なコミュニティ
が弱体化していく中で，スポーツを実践する中でも強い土着性を基盤とする共同的生活様
式が色濃く残っていることを示している．また関根ら（2009）は，総合型クラブの設立と
既存の地域活動との間に不整合を認めながらも，地域住民に対して説得・納得という作業
を繰り返してきたことを指摘している．さらに嘉門（2016）は，クラブの設立においては
行政の要請を受けながら，健康問題を始めとした地域問題を対応していくようにクラブの
拡充を進めていく過程を明らかにしている．  
 以上，総合型クラブに関する研究の動向として，「総合型クラブのマネジメントに関する
研究」と「総合型クラブの意義に関する研究」という大きく 2 つの流れがみられた．「総合
型クラブのマネジメントに関する研究」においては，「人的資本（ヒト）」，「財務（カネ）」，
「物的資本（モノ）」に焦点をあてた研究がみられ，特に「人的資本（ヒト）」に焦点をあ
てた研究が多くみられた．山口（2006）が指摘するように，人的資本はクラブ運営を促進
するうえで特に重要であり，運営スタッフ，活動者が研究対象として注目を集めていた．
また「総合型クラブの意義に関する研究」では，総合型クラブの設立・育成と地域生活と
の関係性を検証している研究が占めていた．いずれの研究も質的アプローチを通じて，総
合型クラブの設立・育成過程において，地域住民・行政担当者が地域生活の文脈に総合型
クラブの存在を位置づけていく側面を検証していた．  
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著
者
年
研
究
目
的
研
究
対
象
調
査
方
法
結
果
カ
テ
ゴ
リ
作
野
・清
水
2
0
0
1
総
合
型
ク
ラ
ブ
の
組
織
化
プ
ロ
セ
ス
に
お
け
る
行
政
職
員
の
効
果
的
な
行
動
を
明
ら
か
に
す
る
．
ス
ポ
ー
ツ
担
当
行
政
職
員
半
構
造
化
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
／
質
問
紙
調
査
ク
ラ
ブ
育
成
に
お
け
る
行
政
職
員
の
行
動
は
，
調
整
・支
持
拡
大
・討
議
設
定
・討
議
活
性
化
・信
頼
関
係
・配
慮
・達
成
強
調
・情
報
提
供
と
い
う
8次
元
か
ら
構
成
さ
れ
て
い
た
．
ま
た
，
行
政
職
員
の
行
動
は
，
ク
ラ
ブ
設
立
メ
ン
バ
ー
に
よ
る
問
題
認
知
か
ら
問
題
共
有
の
局
面
、
さ
ら
に
変
革
意
図
の
局
面
に
お
い
て
有
効
で
あ
っ
た
．
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
（人
的
資
本
）
冨
山
ら
2
0
0
2
総
合
型
ク
ラ
ブ
設
立
に
お
い
て
生
じ
る
組
織
間
コ
ン
フ
リ
ク
ト
の
類
型
化
を
行
う
こ
と
に
よ
っ
て
，
コ
ン
フ
リ
ク
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
方
策
を
検
討
す
る
た
め
の
基
礎
資
料
を
得
る
こ
と
．
総
合
型
ク
ラ
ブ
育
成
モ
デ
ル
事
業
実
施
地
区
5事
例
半
構
造
化
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
無
関
係
型
・回
避
型
・和
解
型
・妥
協
型
・協
力
型
と
い
う
類
型
化
が
示
さ
れ
た
．
総
合
型
ク
ラ
ブ
の
設
立
を
真
の
意
味
で
の
組
織
間
関
係
の
構
築
と
し
て
意
義
を
見
出
す
の
で
あ
れ
ば
，
コ
ン
フ
リ
ク
ト
を
肯
定
的
に
と
ら
え
，
ど
の
よ
う
に
協
力
関
係
を
築
く
か
の
議
論
を
進
め
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
．
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
（人
的
資
本
）
中
村
ら
2
0
0
3
文
部
科
学
省
の
総
合
型
ク
ラ
ブ
育
成
事
業
の
補
助
金
を
受
け
た
ク
ラ
ブ
を
対
象
と
し
て
，
補
助
金
等
の
公
的
資
金
の
投
資
効
果
を
評
価
す
る
た
め
の
会
計
試
案
を
提
示
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
る
．
総
合
型
ク
ラ
ブ
育
成
モ
デ
ル
事
業
対
象
ク
ラ
ブ
（T
市
西
地
区
）
資
料
収
集
／
半
構
造
化
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
各
種
経
費
が
事
業
費
・管
理
費
・基
盤
費
等
の
い
ず
れ
に
対
応
す
る
の
か
を
区
分
し
，
事
業
収
入
あ
る
い
は
会
費
収
入
と
の
対
応
を
明
確
に
で
き
る
よ
う
に
し
て
お
く
べ
き
で
あ
る
．
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
（財
務
）
行
實
・清
水
2
0
0
3
総
合
型
ク
ラ
ブ
の
N
P
O
法
人
格
取
得
過
程
に
お
け
る
意
思
決
定
方
式
が
取
ら
れ
た
背
景
と
，
法
人
格
取
得
の
検
討
を
中
心
的
に
進
め
た
メ
ン
バ
ー
に
よ
る
期
待
の
内
容
を
検
証
す
る
．
N
P
O
法
人
格
を
有
す
る
総
合
型
ク
ラ
ブ
／
ク
ラ
ブ
マ
ネ
ジ
ャ
ー
資
料
収
集
／
半
構
造
化
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
一
部
の
役
員
に
よ
る
運
営
体
制
と
会
員
の
無
関
心
体
質
・ク
ラ
ブ
理
念
が
不
明
瞭
と
な
っ
て
い
た
背
景
が
あ
り
，
N
P
O
法
人
格
化
を
通
じ
て
助
成
金
や
施
設
の
管
理
委
託
を
期
待
し
，
企
業
経
営
者
的
意
識
に
拍
車
が
か
か
っ
て
い
る
こ
と
が
示
さ
れ
た
．
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
（人
的
資
本
）
中
澤
・青
木
2
0
0
4
静
岡
県
に
お
い
て
展
開
さ
れ
て
い
る
文
部
科
学
省
が
提
唱
す
る
総
合
型
地
域
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラ
ブ
事
業
の
現
状
と
課
題
を
検
証
し
て
い
る
．
静
岡
県
内
の
総
合
型
ク
ラ
ブ
フ
ィ
ー
ル
ド
ワ
ー
ク
今
後
の
活
動
展
開
と
し
て
，
ク
ラ
ブ
ハ
ウ
ス
の
活
用
、
財
源
の
確
保
，
ク
ラ
ブ
マ
ネ
ジ
ャ
ー
等
の
人
材
育
成
の
必
要
性
，
地
域
住
民
か
ら
の
ボ
ト
ム
・ア
ッ
プ
型
の
活
動
・運
営
体
制
を
整
え
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
．
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
（人
的
資
本
）
曾
根
2
0
0
5
総
合
型
ク
ラ
ブ
の
設
立
か
ら
現
在
に
至
る
運
営
役
員
と
住
民
の
意
識
変
容
や
関
係
性
に
着
目
し
，
ク
ラ
ブ
の
成
長
戦
略
を
探
る
基
礎
情
報
を
得
て
，
ク
ラ
ブ
と
住
民
と
の
関
係
性
か
ら
み
た
戦
略
的
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
の
構
築
を
検
討
す
る
．
広
島
県
内
の
総
合
型
ク
ラ
ブ
半
構
造
化
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
／
資
料
収
集
ク
ラ
ブ
の
ミ
ッ
シ
ョ
ン
に
反
し
て
高
齢
者
の
ク
ラ
ブ
へ
の
参
加
が
少
な
い
こ
と
が
示
さ
れ
，
そ
の
背
景
と
し
て
高
齢
者
が
参
加
す
る
だ
け
の
利
便
性
が
確
保
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
が
明
ら
か
と
な
っ
た
．
こ
れ
は
，
山
間
部
の
ク
ラ
ブ
で
は
多
く
み
ら
れ
る
事
例
で
あ
り
，
ク
ラ
ブ
設
立
の
際
に
対
処
さ
れ
ず
に
会
員
が
伸
び
悩
む
こ
と
に
な
っ
て
い
る
．
ク
ラ
ブ
独
自
で
の
解
決
は
困
難
で
あ
り
，
行
政
と
の
協
働
が
望
ま
れ
る
．
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
（人
的
資
本
）
後
藤
・森
阪
2
0
0
6
総
合
型
ク
ラ
ブ
の
育
成
過
程
に
着
目
し
，
ク
ラ
ブ
育
成
の
た
め
の
会
議
に
お
け
る
参
与
観
察
や
会
話
デ
ー
タ
の
分
析
を
通
し
て
，
ク
ラ
ブ
の
育
成
を
自
明
の
も
の
と
し
て
い
く
人
々
の
方
法
を
検
証
す
る
．
総
合
型
ク
ラ
ブ
設
立
研
究
員
会
メ
ン
バ
ー
参
与
観
察
対
象
と
し
た
地
域
ス
ポ
ー
ツ
振
興
に
お
い
て
，
総
合
型
ク
ラ
ブ
の
正
当
性
を
確
保
す
る
た
め
に
中
心
メ
ン
バ
ー
の
公
的
立
場
を
活
用
し
な
が
ら
，
ま
た
，
地
域
生
活
者
の
秩
序
を
保
つ
た
め
に
既
存
ク
ラ
ブ
に
対
す
る
優
位
性
を
確
保
し
，
公
共
施
設
や
公
民
間
の
優
先
利
用
を
可
能
に
し
て
い
る
．
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
（人
的
資
本
）
曾
根
・折
本
2
0
0
7
総
合
型
ク
ラ
ブ
の
「ヒ
ト
」に
関
す
る
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
観
点
か
ら
，
ク
ラ
ブ
の
継
続
・成
長
を
促
す
一
助
と
な
る
理
論
的
基
礎
デ
ー
タ
の
構
築
を
図
る
こ
と
．
総
合
型
ク
ラ
ブ
運
営
ス
タ
ッ
フ
質
問
紙
調
査
N
P
O
法
人
格
取
得
が
ス
タ
ッ
フ
の
有
能
感
を
高
め
，
ク
ラ
ブ
運
営
と
も
正
の
相
関
が
示
さ
れ
た
．
ま
た
，
ク
ラ
ブ
設
立
に
よ
っ
て
地
域
に
信
頼
感
・親
密
感
と
い
っ
た
側
面
に
好
影
響
を
及
ぼ
し
て
い
る
こ
と
が
示
さ
れ
た
．
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
（人
的
資
本
）
後
藤
2
0
0
8
農
山
村
部
の
総
合
型
ク
ラ
ブ
を
対
象
に
，
ス
ポ
ー
ツ
実
践
者
を
地
域
社
会
の
中
で
の
生
活
者
と
し
て
捉
え
，
活
構
造
分
析
か
ら
生
活
と
ス
ポ
ー
ツ
実
践
の
関
係
性
を
検
証
す
る
．
総
合
型
ク
ラ
ブ
半
構
造
化
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
／
質
問
紙
調
査
伝
統
的
な
マ
チ
・ム
ラ
構
造
が
弱
体
化
し
，
都
市
へ
の
依
存
度
が
強
ま
る
中
で
，
地
域
活
動
が
残
存
し
て
い
る
こ
と
が
示
さ
れ
た
．
そ
の
よ
う
な
背
景
を
も
と
に
，
ス
ポ
ー
ツ
を
実
践
す
る
う
え
で
強
い
土
着
性
を
基
盤
と
す
る
共
同
的
生
活
様
式
が
あ
る
こ
と
が
推
察
さ
れ
る
．
総
合
型
ク
ラ
ブ
の
意
義
佐
藤
ら
2
0
0
8
総
合
型
ク
ラ
ブ
の
新
た
な
健
康
づ
く
り
事
業
導
入
に
向
け
て
，
追
加
会
費
の
支
払
い
意
思
を
測
定
す
る
こ
と
で
，
事
業
導
入
の
可
能
性
を
検
証
す
る
．
総
合
型
ク
ラ
ブ
会
員
質
問
紙
調
査
肥
満
改
善
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
対
す
る
支
払
意
思
額
が
最
も
高
く
，
さ
ら
に
専
門
の
指
導
者
を
導
入
し
て
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
や
ス
タ
ッ
フ
研
修
に
対
し
て
，
サ
ー
ビ
ス
の
質
が
高
ま
る
こ
と
を
期
待
し
て
，
支
払
意
思
額
が
高
い
値
を
示
し
た
．
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
（財
務
）
関
根
ら
2
0
0
9
行
政
主
導
で
も
た
ら
さ
れ
た
総
合
型
ク
ラ
ブ
設
立
を
地
域
住
民
が
受
容
す
る
際
の
営
為
と
，
地
域
生
活
の
内
実
と
の
関
連
性
を
検
証
す
る
．
塙
山
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ク
ラ
ブ
（日
立
市
総
合
型
ク
ラ
ブ
）
／
ク
ラ
ブ
役
員
半
構
造
化
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
従
来
の
活
動
の
「改
善
」，
従
来
の
活
動
と
の
「類
似
」，
助
成
金
が
得
ら
れ
る
こ
と
を
「渡
り
に
舟
」と
い
っ
た
論
理
を
通
じ
て
地
域
住
民
に
対
し
て
，
説
得
・納
得
を
繰
り
返
し
て
い
た
こ
と
が
示
さ
れ
た
．
ま
た
，
こ
れ
ら
の
3つ
の
論
理
は
相
互
に
は
不
整
合
で
あ
り
な
が
ら
も
，
地
域
ら
し
さ
と
い
う
方
向
性
を
強
調
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
，
一
定
の
方
向
性
の
意
味
づ
け
を
可
能
と
し
て
い
た
．
総
合
型
ク
ラ
ブ
の
意
義
行
實
・中
西
2
0
0
9
総
合
型
地
域
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラ
ブ
会
員
の
運
営
参
加
に
注
目
し
，
形
成
さ
れ
る
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タ
ル
の
要
因
と
，
会
員
の
運
営
参
加
と
の
関
係
性
を
検
証
す
る
．
N
P
O
法
人
格
総
合
型
ク
ラ
ブ
会
員
質
問
紙
調
査
会
員
の
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タ
ル
の
要
因
と
し
て
，
自
立
性
，
連
帯
性
，
信
頼
関
係
性
，
互
酬
性
の
規
範
，
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が
確
認
さ
れ
，
多
様
な
運
営
参
加
内
容
を
担
う
会
員
が
ソ
ー
シ
ャ
ル
・キ
ャ
ピ
タ
ル
形
成
に
寄
与
す
る
．
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
（人
的
資
本
）
藤
田
2
0
1
2
総
合
型
ク
ラ
ブ
へ
の
障
害
者
の
参
加
実
態
を
全
国
レ
ベ
ル
で
把
握
し
，
障
害
者
の
参
加
形
態
ご
と
に
総
合
型
ク
ラ
ブ
の
特
徴
を
明
ら
か
に
す
る
．
総
合
型
ク
ラ
ブ
質
問
紙
調
査
障
害
者
の
参
加
が
進
ん
で
い
る
ク
ラ
ブ
は
，
会
員
数
や
予
算
規
模
が
大
き
く
，
法
人
格
を
有
し
て
い
る
場
合
が
多
か
っ
た
．
さ
ら
に
，
行
政
か
ら
の
支
援
，
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
確
保
，
他
組
織
と
の
連
携
を
通
じ
て
外
部
資
源
を
有
効
利
用
し
て
，
障
害
者
の
受
け
入
れ
態
勢
を
整
え
て
い
る
こ
と
が
明
ら
か
と
な
っ
た
．
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
（人
的
資
本
）
原
ら
2
0
1
2
総
合
型
ク
ラ
ブ
の
新
た
な
事
業
を
導
入
す
る
う
え
で
の
支
払
意
思
額
調
査
を
通
じ
て
，
最
大
の
市
場
規
模
を
明
ら
か
に
す
る
．
総
合
型
ク
ラ
ブ
所
在
地
の
小
学
校
に
通
う
児
童
の
保
護
者
質
問
紙
調
査
月
額
3,
00
0～
5,
00
0円
で
の
支
払
意
思
が
最
も
高
く
，
5,
00
0で
導
入
す
る
場
合
の
損
益
分
岐
点
の
会
員
数
が
19
9名
で
あ
っ
た
．
総
合
型
ク
ラ
ブ
の
今
後
の
会
員
確
保
と
財
源
確
保
に
向
け
て
有
効
な
手
段
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
．
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
（財
務
）
小
林
2
0
1
2
自
治
体
が
抱
え
る
問
題
構
造
に
お
け
る
総
合
型
ク
ラ
ブ
の
位
置
づ
け
を
示
し
，
行
政
と
住
民
の
間
に
お
け
る
ク
ラ
ブ
設
立
に
伴
う
問
題
設
定
の
隔
た
り
を
検
証
し
て
い
る
．
八
王
子
市
内
の
総
合
型
ク
ラ
ブ
半
構
造
化
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
／
資
料
収
集
ク
ラ
ブ
設
立
の
前
提
と
し
て
，
利
害
調
整
の
社
会
的
準
備
が
決
定
的
に
欠
如
し
て
お
り
，
問
題
設
定
を
行
う
際
に
行
政
組
織
の
政
治
的
操
作
が
働
い
て
い
る
．
自
治
体
が
抱
え
る
問
題
構
造
全
体
の
中
で
ク
ラ
ブ
設
立
が
ど
の
よ
う
に
位
置
づ
け
ら
れ
，
ク
ラ
ブ
の
育
成
が
ス
ポ
ー
ツ
実
践
に
寄
与
す
る
の
か
と
い
う
議
論
か
ら
開
始
す
る
必
要
性
が
あ
る
．
総
合
型
ク
ラ
ブ
の
意
義
松
橋
・金
子
2
0
1
2
学
校
体
育
施
設
開
放
事
業
を
委
託
さ
れ
て
い
る
N
P
O
法
人
格
ク
ラ
ブ
に
焦
点
を
当
て
，
学
校
体
育
施
設
の
利
用
者
間
の
ジ
レ
ン
マ
状
態
，
あ
る
い
は
行
政
と
事
業
を
委
託
さ
れ
る
N
P
O
法
人
格
ク
ラ
ブ
の
間
の
ジ
レ
ン
マ
状
態
を
解
消
で
き
る
手
法
を
検
証
す
る
．
N
P
O
法
人
格
を
有
す
る
総
合
型
ク
ラ
ブ
／
ク
ラ
ブ
マ
ネ
ジ
ャ
ー
質
問
紙
調
査
／
半
構
造
化
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
2つ
の
「共
有
地
の
ジ
レ
ン
マ
状
態
」を
解
決
す
る
た
め
に
，
行
政
が
N
P
O
法
人
格
ク
ラ
ブ
に
対
し
て
学
校
体
育
施
設
開
放
事
業
の
管
理
に
お
け
る
執
行
権
限
の
一
部
を
付
与
し
た
り
，
管
理
業
務
に
お
け
る
役
割
を
付
与
す
る
な
ど
の
制
度
的
な
方
策
を
と
る
こ
と
，
ま
た
，
そ
の
役
割
を
付
与
さ
れ
た
N
P
O
法
人
格
ク
ラ
ブ
が
利
用
者
の
自
律
的
な
執
行
を
促
進
す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
．
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
（物
的
資
本
）
西
原
2
0
1
2
総
合
型
ク
ラ
ブ
の
ク
ラ
ブ
マ
ネ
ジ
ャ
ー
を
対
象
と
し
，
創
造
的
な
ク
ラ
ブ
運
営
の
実
践
家
と
し
て
の
気
づ
き
に
着
目
し
て
，
学
び
の
過
程
を
検
証
す
る
．
総
合
型
ク
ラ
ブ
ク
ラ
ブ
マ
ネ
ジ
ャ
ー
半
構
造
化
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
ク
ラ
ブ
マ
ネ
ジ
ャ
ー
の
実
践
か
ら
の
学
び
と
し
て
，
初
期
の
関
わ
り
・責
任
・葛
藤
か
ら
自
立
・継
続
性
へ
の
模
索
・他
者
と
の
関
係
構
築
と
い
っ
た
要
素
が
導
き
出
さ
れ
た
．
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
（人
的
資
本
）
炭
谷
2
0
1
2
総
合
型
ク
ラ
ブ
を
対
象
と
し
た
研
究
が
明
ら
か
に
し
て
き
た
知
見
を
分
類
し
，
成
果
と
今
後
の
展
望
を
示
す
．
総
合
型
ク
ラ
ブ
を
対
象
と
し
た
学
術
論
文
資
料
（文
献
）収
集
総
合
型
ク
ラ
ブ
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
関
す
る
研
究
と
総
合
型
ク
ラ
ブ
の
意
義
に
関
す
る
研
究
の
2つ
に
大
別
で
き
る
．
そ
し
て
，
ス
ポ
ー
ツ
振
興
基
本
計
画
（文
部
科
学
省
，
20
06
）に
お
い
て
示
さ
れ
て
い
る
総
合
型
ク
ラ
ブ
の
要
件
と
，
設
立
に
よ
っ
て
期
待
さ
れ
て
い
る
効
果
に
焦
点
化
さ
れ
て
い
る
．
―
荒
木
・中
村
2
0
1
3
地
域
住
民
が
主
導
し
た
親
子
参
加
型
の
総
合
型
ク
ラ
ブ
の
事
例
に
つ
い
て
，
設
立
背
景
，
設
立
準
備
，
運
営
方
法
を
検
証
し
て
い
る
．
総
合
型
ク
ラ
ブ
運
営
ス
タ
ッ
フ
半
構
造
化
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
子
ど
も
の
運
動
能
力
低
下
を
問
題
視
す
る
保
護
者
ら
が
主
宰
者
と
な
り
，
保
護
者
達
自
ら
が
指
導
者
と
し
て
ク
ラ
ブ
の
指
導
体
制
の
安
定
を
図
っ
た
．
小
学
校
施
設
を
利
用
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
り
，
ス
タ
ッ
フ
も
す
べ
て
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
で
あ
っ
た
た
め
，
立
ち
上
げ
時
の
費
用
を
最
小
限
に
と
ど
め
る
こ
と
が
可
能
で
あ
っ
た
．
指
導
者
と
し
て
ク
ラ
ブ
に
残
っ
て
く
れ
る
保
護
者
も
出
て
く
る
な
ど
，
地
域
社
会
で
の
互
助
関
係
が
築
か
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
．
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
（人
的
資
本
）
谷
口
2
0
1
4
総
合
型
ク
ラ
ブ
に
お
い
て
部
活
動
と
ク
ラ
ブ
の
関
係
構
築
を
成
し
な
が
ら
，
結
果
的
に
関
係
性
を
消
滅
す
る
に
至
っ
た
失
敗
事
例
に
着
目
し
，
教
員
の
部
活
動
と
学
校
外
の
総
合
型
ク
ラ
ブ
に
対
す
る
意
識
を
明
ら
か
に
し
て
い
る
．
総
合
型
ク
ラ
ブ
に
関
与
し
た
学
校
関
係
者
半
構
造
化
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
教
員
文
化
論
を
踏
ま
え
，
教
員
を
取
り
巻
く
現
状
維
持
の
志
向
性
が
，
ク
ラ
ブ
と
の
関
係
に
よ
る
新
た
な
職
務
・業
務
へ
の
反
発
や
，
勤
務
評
価
を
め
ぐ
る
曖
昧
か
つ
脆
弱
な
制
度
状
況
，
さ
ら
に
は
部
活
動
指
導
を
め
ぐ
る
教
員
の
権
威
の
低
下
に
対
す
る
不
満
を
要
因
と
し
て
失
敗
に
至
っ
た
．
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
（人
的
資
本
）
黒
川
2
0
1
5
総
合
型
ク
ラ
ブ
の
財
政
基
盤
に
つ
い
て
，
外
部
資
源
の
獲
得
・自
律
的
運
営
の
確
立
と
い
っ
た
方
向
性
を
，
三
重
県
内
の
総
合
型
ク
ラ
ブ
の
現
状
を
踏
ま
え
て
検
証
す
る
．
三
重
県
内
の
総
合
型
ク
ラ
ブ
質
問
紙
調
査
（自
由
記
述
）
総
合
型
ク
ラ
ブ
の
財
政
基
盤
は
，
身
の
丈
の
運
営
と
業
務
委
託
に
よ
る
財
源
獲
得
と
い
う
二
極
化
が
進
ん
で
い
る
．
そ
れ
ぞ
れ
の
規
模
に
お
い
て
社
会
的
自
立
を
目
指
し
て
い
る
こ
と
は
変
わ
り
が
な
く
，
行
政
と
ク
ラ
ブ
と
の
協
働
を
進
め
て
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
形
成
の
イ
ン
フ
ラ
ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
―
と
し
て
育
成
を
進
め
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
．
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
（財
務
）
嘉
門
2
0
1
6
総
合
型
ク
ラ
ブ
の
運
営
を
め
ぐ
る
地
域
住
民
の
葛
藤
に
注
目
し
，
生
活
を
前
提
と
し
た
住
民
の
論
理
と
ス
ポ
ー
ツ
振
興
を
前
提
と
し
た
総
合
型
ク
ラ
ブ
の
運
営
の
関
係
性
を
検
証
し
て
い
る
．
地
区
住
民
、
総
合
型
ク
ラ
ブ
・自
治
組
織
・
行
政
・市
体
協
関
係
者
半
構
造
化
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
行
政
の
要
請
に
よ
っ
て
地
区
の
住
民
が
ク
ラ
ブ
の
設
立
を
行
い
，
従
来
の
地
域
ス
ポ
ー
ツ
振
興
と
し
て
の
位
置
づ
け
を
保
ち
な
が
ら
，
高
齢
者
の
健
康
問
題
を
始
め
と
し
た
，
地
域
の
生
活
課
題
に
対
し
て
も
対
応
す
る
よ
う
に
ク
ラ
ブ
の
拡
充
政
策
を
転
換
し
て
い
く
過
程
が
明
ら
か
と
な
っ
た
．
総
合
型
ク
ラ
ブ
の
意
義
表
2
-4
．
総
合
型
地
域
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラ
ブ
に
関
す
る
研
究
の
動
向
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第 6 節 総合型地域スポーツクラブを対象とした研究におけるソーシャル・キャピタル論
の有効性と課題  
 本章の研究の目的は，総合型クラブを対象とした研究においてソーシャル・キャピタル
論の援用の有効性と課題について，文献レビューを通して検証することであった．その研
究目的を達成するために，「ソーシャル・キャピタルの定義をめぐる議論の概観」，「スポー
ツ分野におけるソーシャル・キャピタル研究の動向」，「総合型クラブに関する研究の動向」
に分けて，レビューと研究カテゴリの分類を試みた．「ソーシャル・キャピタルの定義をめ
ぐる議論の概観」では，ソーシャル・キャピタルという用語の定義に関し，おおよそ「信
頼」，「規範」，「ネットワーク」といった下位概念を含んではいるもののコンセンサスはな
いことが示された．特に，社会学の分野でミクロな視点で論じられてきた場合と，政治学
の分野でマクロな視点で論じられてきた場合に大きな違いが認められた．ミクロな視点で
ソーシャル・キャピタルを捉える研究では，個人・組織が他者・外部組織との信頼，互酬
性の規範を伴うネットワークを築き，有形・無形の成果を生み出す資本としての性格が着
目されている．社会学から経営学，経済学にソーシャル・キャピタルの援用が進むと，よ
り実利的な目的のために投資される資本としての性格が強調されている．一方，マクロな
視点でソーシャル・キャピタルを捉える研究では，国や地域（行政区分等）を対象として，
主に行政施策の効率的な波及を促す要因として扱われている．そして近年では，国際的な
開発援助事業を対象として，事業を展開していくうえで現地の重要な素地として調査・報
告が行われている．これらの傾向から，Ostorm and Ahn（2003）が指摘する，ソーシャ
ル・キャピタルのミクロ・マクロレベルでの捉え方を踏まえ，ソーシャル・キャピタルと
の関連性を扱う対象や分野によって，定義の仕方を検討しなければならない．特に，ソー
シャル・キャピタルを定量的に捉える研究においては，定義の内容が測定指標に直接反映
されるので，研究対象に即した定義の設定が必要となる．  
「スポーツ分野におけるソーシャル・キャピタル研究の動向」では，ソーシャル・キャ
ピタルを質的・量的にとらえる研究に分類して研究の動向を整理した．まず質的研究にお
いては，「社会的包摂」，「コミュニティ形成」，「スポーツ組織の体質」，「地域スポーツへの
貢献」といった研究カテゴリに分類できた．特に「社会的包摂」と「コミュニティ形成」
といった内容に着目した研究が多くみられ，地域スポーツ，スポーツ・ボランティア等の
活動の中で，そこに関わる人々の間でソーシャル・キャピタルが形成される過程や要因を
詳細に検証しようとする傾向がみられる．また，「スポーツ組織の体質」や「地域スポーツ
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への貢献」に着目した研究においては，ソーシャル・キャピタルの形成の方向性によって，
スポーツ団体やスポーツクラブにとってプラスにもマイナスにも作用する可能性があるこ
とを指摘している．量的研究においては，「ソーシャル・キャピタル形成の比較」，「コミュ
ニティ形成への寄与」，「資本としてのソーシャル・キャピタル」といった研究カテゴリに
分類できた．特に「ソーシャル・キャピタル形成の比較」に着目した研究が多く，住民調
査の二次分析や地域スポーツクラブへの質問紙調査をもとに，スポーツ参与，地域スポー
ツクラブへの参加等がソーシャル・キャピタル形成に有効であることを実証している．一
方で，ソーシャル・キャピタルを資本として捉え，独立変数として扱う研究は限られてお
り，ソーシャル・キャピタルを資本として投入するうえで有効な対象を検証していくうえ
でも研究の余地が残されている．その前提として，総合型クラブの運営や地域スポーツ振
興事業において，ソーシャル・キャピタルが具体的にどのような内容に有効であるのかを
具体的に示すことができれば，ソーシャル・キャピタルを独立変数とし，その影響を統計
的に検証する際の仮説モデルの設定に有益であると考えられる．  
 「総合型クラブに関する研究の動向」では，「総合型クラブのマネジメント」と「総合型
クラブの意義」という研究カテゴリに分類できた．「総合型クラブのマネジメント」に関す
る研究では，クラブの運営スタッフや会員・地域住民といった活動者，クラブ外の関係者
といった「人的資本（ヒト）」が研究対象として注目されていた．文部科学省（2015）の報
告では，総合型クラブの現在の課題として，「会員の確保（増大）」，「財源の確保」，「指導
者の確保（養成）」が上位にあがっており，それらに続いて「会員の世代拡大」，「事務局員
の確保」，「活動種目の拡大」といった内容があることを報告している．これらの課題を概
観すると，会員，指導者，事務局員（運営スタッフ）といったヒトに関わるものであると
いえる．したがって，今回のレビューにおいても総合型クラブが抱える課題の傾向をそそ
まま反映した研究の知見が進んでいることが分かった．また，少ないながらも財源確保や
事業収入の算出といった「財務（カネ）」や，スポーツ施設の有効利用という「物的資本（モ
ノ）」に焦点をあてた研究もみられた．総合型クラブの安定的な運営に向けて，実践的で経
営的な知見の必要性を鑑みると，今後，より研究の知見を蓄積することが望まれる． 
「総合型クラブの意義」に関する研究では，地域生活の課題や価値観に基づいた総合型
クラブの設立や，クラブによるスポーツ振興の意義を議論している．行政施策として推進
されてきた総合型クラブについて，クラブの住民主導化・地域事情に基づいたクラブ育成
を検討するうえで重要な論点といえる．総合型クラブの設立・育成は，文部省が 1995 年
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から開始した「総合型クラブ育成モデル事業」によって本格化した．総合型クラブの設立・
育成は行政施策として進められた側面が強かったため，クラブ設立の機運は全国的に波及
し，順調にクラブ数が伸びていった．一方で，行政依存から脱却が進まない（小林，2012；
関根ら，2009），地域課題や地域性との齟齬がある（後藤，2008；嘉門，2016）といった
点 
指摘され，地域住民が主体的に運営し，地域社会の活性化や再生に寄与するという文部省
（2000）が示した総合型クラブのあり方をもとに検証する必要があるだろう．つまり，地
域住民が主体的に総合型クラブを運営するうえで，クラブマネジャーを中心としたクラブ
と，地域住民，地域団体，地域スポーツ団体，行政関係者との間でどのようにしてソーシ
ャル・キャピタルが形成され，地域スポーツ振興をはじめとした地域課題に協働して取り
組んでいるのかに焦点をあてることが重要といえる． 
 これらのスポーツ分野におけるソーシャル・キャピタル，および総合型クラブに関する
知見をもとに，総合型クラブを対象としてソーシャル・キャピタル論を援用する際の研究
課題を示す．第一に，総合型クラブのクラブマネジャーがソーシャル・キャピタルを形成
することで，クラブのどのような活動内容に差がみられるかを検証することである．具体
的には，先行研究でみられたようにソーシャル・キャピタルの形成自体を比較するのでは
なく，地域スポーツの文脈で構成されたソーシャル・キャピタルの測定尺度をもとに，そ
の形成度合いを分類して具体的にどのような活動評価に差がみられるかに着目する．これ
により，総合型クラブが抱える運営課題に対してソーシャル・キャピタルが貢献できる内
容を明らかにすることができる．第二に，総合型クラブの運営・活動を通して，クラブマ
ネジャーがどのようにソーシャル・キャピタルを形成するかを検証することである．具体
的には，クラブマネジャーを対象として，どのような事象を通じて地域住民，地域団体関
係者，地域スポーツ関係者，行政関係者，学校関係者等との間にソーシャル・キャピタル
が形成されるのか，また，それが実際のクラブ運営にどのように活用されているのかを明
らかにする．先行研究のレビューから，クラブマネジャーのソーシャル・キャピタルの形
成が，地域スポーツ振興への貢献のみならず，コミュニティ形成への寄与，クラブの組織
体質にも関わってくることが考えられるため，質的アプローチでの検証が妥当と思われる．
第三に，ソーシャル・キャピタルを資本として捉え，総合型クラブの運営・活動に有効で
あるかを定量的に検証することである．先行研究のレビューから，ソーシャル・キャピタ
ルを明確に独立変数として捉えた研究は限られており，ソーシャル・キャピタルの測定尺
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度の設定，クラブの運営・評価指標も合わせて検討の余地がある．先述の二つの研究課題
における検証結果も踏まえ，ソーシャル・キャピタルが総合型クラブの運営に及ぼす影響
を定量的に検証し，さらには，その影響についてクラブの形態にもとづく比較を行うこと
により，クラブマネジャーが形成するソーシャル・キャピタルのクラブ運営に対する有効
性の特徴を示すことができる．その結果，クラブの育成支援において，クラブ形態の違い
を踏まえながらソーシャル・キャピタルの具体的な有効性を示すことができ，実践的な知
見をもたらすことができると考えられる．  
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第 3 章 
 
 
総合型地域スポーツクラブの運営評価の特徴の 
ソーシャル・キャピタル形成による比較研究 
 
：「スポーツクラブ 21 ひょうご」のケーススタディ 
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第 1 節 緒言 
第 2 章では，総合型クラブの運営に対して，クラブマネジャーが形成するソーシャル・
キャピタルの影響を検証するうえで 3 つの研究課題を明示した．それらの研究課題のうち
本章では，総合型クラブのクラブマネジャーがソーシャル・キャピタルを形成することで，
クラブのどのような活動内容に差がみられるか，という研究課題を検証する．この研究課
題が達成されることにより，ソーシャル・キャピタルを資本として捉え，総合型クラブの
運営・活動に有効であるかを定量的に検証する前提として，有効な知見が得られると考え
られる．したがって，本章における研究の目的は，総合型クラブ運営評価の特徴をクラブ
マネジャーのソーシャル・キャピタル形成の比較から明らかにすることである．  
 
第 2 節 研究方法 
 1．調査対象 
本章の研究の調査対象は，「スポーツクラブ 21 ひょうご」事業によって設立された総合
型地域スポーツクラブのクラブマネジャーである．「スポーツクラブ 21 ひょうご」事業は，
2000 年度より開始された県下 827 の小学校区に総合型地域スポーツクラブを設置すると
いう兵庫県のクラブ育成補助事業であり，法人県民税の超過課税金を財源とした CSR（カ
ルチャー・スポーツ・レクリエーション）事業の一環として展開された．クラブの運営責
任者の名称は，クラブによって異なり「クラブマネジャー」，「運営委員長」，「事務局長」
等の名称で呼ばれるケースがある．本章では，公益財団法人日本体育協会の公認資格であ
る「クラブマネジャー」に示されている，「クラブの経営資源を有効に活用し，クラブ会員
が継続的に快適なクラブライフを送ることができるよう健全なマネジメント」を行い，「運
営が円滑に行われるために必要なスタッフがそれぞれの役割に専念できるような環境を整
備する」という役割から判断し，「クラブマネジャー」という名称に統一して表記する．ま
た，兵庫県は県南東部の都市部，県中部・北部の農山村部，瀬戸内海の島嶼部といった様々
な地域で構成されていることから「日本の縮図」といわれる．したがって，様々な地理的
背景にクラブが存在し，旧来のコミュニティが残っている地区では地縁的活動への参加が
活発になる（芝池ら，2007）ことから，クラブマネジャーのソーシャル・キャピタルの形
成においても多様性があると予想されるため，兵庫県内の総合型地域スポーツクラブを対
象とした． 
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 2．調査方法 
本章の研究は，NPO 法人スポーツクラブ 21 はりまが文部科学省より委託を受け，さら
に，兵庫体育・スポーツ科学学会が再委託を受けて行った，兵庫県教育委員会や NPO 法
人スポーツクラブ 21 はりまとの共同プロジェクト「地域スポーツ指導者育成推進事業」
における「総合型地域スポーツクラブ等地域スポーツ指導者を活用する団体の実態・ニー
ズに関する調査」（研究代表者：山口泰雄）の調査結果の二次分析として行われた．調査対
象者は，「スポーツクラブ 21 ひょうご」事業によって設立されたクラブマネジャー827 名
である．調査は 2008 年 12 月 19 日から 2009 年 1 月 7 日にわたって，郵送法によって行
われ，回収数は 366 票（回収率  44.3%），有効標本数は 361 票であった．  
 
 3．調査内容 
表 3-1 は，本章の研究における変数，操作定義，及び尺度を示している．クラブ運営評
価として，山口ら（2007）の「自己評価指標クラブ・スタッフ版」13 項目を用いた．そし
て，各項目に対し，「非常にあてはまる」から「全くあてはまらない」までの 4 段階尺度を
設定し，これらクラブ運営 13 項目について，4 段階尺度を等間隔尺度であると仮定して
「非常に当てはまる」を 4 点，「まああてはまる」を 3 点，「あまりあてはまらない」を 2
点，「全くあてはまらない」を 1 点として点数化した．   
 次に，ソーシャル・キャピタルに関する因子として Putnam（1993）の定義をもとに，
「社会的信頼」，「互酬性の規範」，「ネットワーク」を設定した．「社会的信頼」，「互酬性の
規範」に関しては，Grootaert et al.（2004）が用いている“Measuring Social Capital”
のうち，“Trust and Solidarity”と“Empowerment and Political Action”の節から，地
域社会に対する信頼と地域活動への参加に関する内容でそれぞれ 4 項目を設定し，各項目
に対して「非常に当てはまる」から「全くあてはまらない」の 4 段階尺度を設定した．「ネ
ットワーク」については，一般的な地域生活におけるネットワークである「地域ネットワ
ーク」と，クラブマネジャーが運営を通して関わるスポーツ関係者を想定し，「スポーツ・
ネットワーク」を設定した．「地域ネットワーク」として内閣府（2003）より 4 項目を設
定し，「スポーツ・ネットワーク」として「地域ネットワーク」の項目を参考にクラブ内外
の地域スポーツ関係者等との交流頻度について 4 項目を設定した．さらに，ソーシャル・
キャピタルの 4 つの下位概念にも点数化を行った．「社会的信頼」と「互酬性の規範」につ
いては，4 段階尺度を等間隔尺度であると仮定し，「非常にあてはまる」を 4 点，「まああ
51 
 
てはまる」を 3 点，「あまりあてはまらない」を 2 点，「全くあてはまらない」を 1 点とし，
該当する 4 項目の点数を合計してそれぞれ「社会的信頼点数」，「互酬性の規範点数」を算
出した．「地域ネットワーク」と「スポーツ・ネットワーク」については，4 段階尺度を等
間隔尺度であると仮定し，「週 2 日以上」を 4 点，「週 1 日以下から月 2 日以上」を 3 点，
「月 1 日以下から年に 2 日以上」を 2 点，「年に 1 日以下」を 1 点とし，該当する 4 項目
の点数を合計してそれぞれ「地域ネットワーク点数」，「スポーツ・ネットワーク点数」と
した． 
表 3-1．変数，操作定義，および尺度  
 
 4．分析方法 
分析方法として，まず全体的な傾向を把握するため，ソーシャル・キャピタルに関する
要因の単純集計を行った．次に，内閣府（2003）の手法に倣い，「社会的信頼点数」，「互酬
性の規範点数」，「地域ネットワーク点数」，「スポーツ・ネットワーク点数」の 4 変数につ
いてそれぞれ標準化することで「社会的信頼指数」，「互酬性の規範指数」，「地域ネットワ
操作定義 尺度
　クラブ運営の自己評価13項目
　　①多種目のスポーツを選択できる体制をとっている
　　②多世代のニーズに応じたスポーツメニューを組んでいる
　　③多世代にわたって一貫して活動できる体制をとっている
　　④クラブハウスを頻繁に利用している
　　⑤クラブを自主的に運営する体制をとっている
　　⑥クラブを概ね会費によって運営する体制をとっている  1.非常にあてはまる
　　⑦スポーツクラブ21以外のスポーツ団体，学校等との連携が図られている  2.まああてはまる
　　⑧自主運営するための収入がある程度計算できる  3.あまりあてはまらない
　　⑨クラブの情報を積極的に発信している  4.全くあてはまらない
　　⑩他のスポーツクラブ21との連携・交流が図られている
　　⑪クラブ設立により住民に変化がみられた
　　⑫近隣のスポーツクラブ21，スポーツ団体に好影響を与えている
　　⑬クラブの設立により地域の活性化がみられた
　について「非常に当てはまる」を4点，「全く当てはまらない」を1点
　としてそれぞれ点数化
　地域社会に対する信頼4項目
　　①あなたが困ったとき，地域の人は助けてくれる  1.非常にあてはまる
　　②地域の人は信頼できる  2.まああてはまる
　　③地域に関する相談を受けることがある  3.あまりあてはまらない
　　④地域の政策は信頼できる  4.全くあてはまらない
　について「非常に当てはまる」を4点，「全く当てはまらない」を1点
　としてそれぞれ点数化
　地域活動への参加4項目
　　①地域での活動に協力する  1.非常にあてはまる
　　②地域での活動に関する話し合いに参加する  2.まああてはまる
　　③地域での活動に寄付をする  3.あまりあてはまらない
　　④地域での問題解決に協力する  4.全くあてはまらない
　について「非常に当てはまる」を4点，「全く当てはまらない」を1点
　としてそれぞれ点数化
　地域におけるつきあい（交流）頻度4項目  1.週2日以上
　　①地域団体の関係者，②親類・親戚，③友人・知人，④近隣の住民  2.週1日以下から月2日以上
　について「週2日以上」を4点とし，「年に1日以下」を1点として  3.月1日以下から年に2日以上
　それぞれ点数化  4.年に1日以下
　スポーツ関係者との交流頻度4項目  1.週2日以上
　　①あなたが所属するスポーツクラブ21の仲間，②他のスポーツクラブ21の関係者， 2.週1日以下から月2日以上
　　③市町教育委員会のスポーツ担当職員，④地域におけるスポーツ団体の関係者 3.月1日以下から年に2日以上
　について「週2日以上」を4点とし，「年に1日以下」を1点として  4.年に1日以下
　それぞれ点数化
変数
クラブ運営評価
社会的信頼
互酬性の規範
スポーツ・ネットワーク
地域ネットワークネ
ッ
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ー
ク
ソ
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シ
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ーク指数」，「スポーツ・ネットワーク指数」を算出した．そして，それぞれの指数につい
て 0 より高い数値を示したグループと，0 より低い数値を示したグループに分類した．「社
会的信頼指数」については高信頼群と低信頼群，「互酬性の規範指数」については高規範群
と低規範群，「地域ネットワーク指数」については高地域ネットワーク群（以下，「高 LN
群」と略す）と低地域ネットワーク群（以下，「低 LN 群」と略す），「スポーツ・ネットワ
ーク指数」については高スポーツ・ネットワーク群（以下，「高 SN 群」と略す）と低スポ
ーツ・ネットワーク群（以下，「低 SN 群」と略す）として，t 検定を用いてそれぞれの指
数の 2 群間においてクラブ運営評価各項目の平均値の差を検定し，その特徴を検証した．  
 
第 3 節 結果 
 1．クラブマネジャーの個人的属性の単純集計  
 表 3-2 は，サンプルであるクラブマネジャーの個人的属性の単純集計の結果を示してい
る．性別に関しては 8 割以上が男性であり，クラブマネジャーは男性が多くを占めている．
年齢に関しては 50 歳代が最も多く（33.6%），次いで 60 歳代（31.1%），40 歳代（16.5%）
の順に多く，40 歳代から 60 歳代で 8 割以上を占めている．職業に関しては勤め人（正規
の社員・職員）が最も多く（32.6%），次いで無職（24.7%），自由業・商工自営（14.9%）
の順に多く，正規の社員・職員と，比較的自由に時間を都合できる無職と自営業で 7 割以
上を占めている．  
表 3-2．サンプルの個人的属性  
 
n ％
男性 294 82.4%
女性 63 17.6%
合計 357 100.0%
20歳代 4 1.1%
30代代 6 1.7%
40歳代 59 16.5%
50歳代 120 33.6%
60歳代 111 31.1%
70歳以上 57 16.0%
合計 357 100.0%
農林漁業 16 4.5%
自由業・商工自営 53 14.9%
勤め人（正規の社員・職員） 116 32.6%
勤め人（嘱託・パート・アルバイト） 46 12.9%
専業主婦 30 8.4%
無職 88 24.7%
その他 7 2.0%
合計 356 100.0%
性別
年齢
職業
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 2．ソーシャル・キャピタルに関する要因の単純集計  
 図 3-1，及び 3-2 は，サンプル全体のソーシャル・キャピタルの単純集計の結果を示し
ている．図 3-1 は，社会的信頼と互酬性の規範について全体の傾向を示している．社会的
信頼に関する項目（地域の人は助けてくれる，地域の人は信頼できる，地域に関する相談
を受けることがある，地域の政策は信頼できる）については，「非常にあてはまる」，「まあ
あてはまる」という肯定的な回答が 6 割以上を占めている．山口（2006）が指摘するよう
に，クラブマネジャーは自治会や PTA といった地域団体の活動等における中心的立場に
あり，既に地域住民との間に信頼関係が築かれている場合や，クラブマネジャーという立
場を通じて地域との関係性が深まったことが推察される．互酬性の規範に関する項目（地
域での活動に協力する，地域での活動に関する話し合いに参加する，地域での活動に寄付
する，地域での問題解決に協力する）については，「地域での活動に協力する」，「地域での
活動に関する話し合いに参加する」，「地域での問題解決に協力する」の 3 項目に関して肯
定的な回答が 8 割以上という高い割合を占めている．Harvey et al.（2007）は，スポーツ・
ボランティアに携わっている住民はソーシャル・キャピタルの形成が進んでいることを示
しており，本章の研究の対象も地域スポーツクラブの運営というスポーツ・ボランティア
携わっていることから同等の結果となったといえる．しかし，金品の提供を伴う寄付行動
については肯定的な回答と否定的な回答がほぼ半数ずつとなっており，意見が分かれる結
果となった．  
 図 3-2 は，地域ネットワークとスポーツ・ネットワークについて全体の傾向を示してい
る．地域ネットワークに関する項目（地域団体の関係者，親戚・親類，友人・知人，近隣
の住民との交流の頻度）については，半数が「地域団体の関係者」と月 2 日以上の交流機
会をもっていることから，定期的な会合などで顔を合わせていることが推察される．また，
6 割以上が「友人・知人」や「近隣の住民」と月 2 日以上の交流機会をもっている一方，
「親類・親戚」と月 2 日以上の交流機会をもっている割合が約 4 割となっていることから，
より生活圏に近い対象との交流頻度が高いといえる．スポーツ・ネットワークに関する項
目（所属するスポーツクラブの仲間，他のスポーツクラブの関係者，市町教育委員会のス
ポーツ担当職員，地域におけるスポーツ団体の関係者との交流の頻度）については，約 8
割が「所属するスポーツクラブの仲間」と月 2 日以上の交流機会をもっていることから，
頻繁にクラブの活動現場等に顔を出していることが推察される．一方で，「他のスポーツク
ラブの関係者」，「市町教育委員会のスポーツ担当職員」，「地域におけるスポーツ団体の関
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係者」と月 2 日以上の交流機会をもっているのは約 2 割ほどであった．八代（1996）や炭
谷（2012）は，住民主導型のスポーツ組織であるクラブと行政・学校，多様なスポーツ団
体や組織との適切なパートナシップを築くことがクラブづくりの基盤になることを示して
おり，クラブマネジャーと各地域スポーツ関係者との関係性を構築するような定期的なコ
ミュニケーションの機会をもつことが望まれる．  
 
図 3-1．サンプル全体のソーシャル・キャピタル（社会的信頼・互酬性の規範）  
 
図 3-2．サンプル全体のソーシャル・キャピタル  
（地域ネットワーク，スポーツ・ネットワーク）  
 
3．社会的信頼指数によるクラブ運営評価の比較分析  
表 3-3 は，社会的信頼指数をもとに分類した高信頼群と低信頼群の 2 群間において，ク
ラブ運営評価 13 項目それぞれの平均値の差を比較した結果である．13 項目中，9 項目に
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ついて統計的に有意な差がみられ，いずれの項目においても高信頼群の平均値の方が低信
頼群の平均値に比べて高い値を示した．具体的には，「多世代のニーズに応じたスポーツプ
ログラムを組んでいる」，「スポーツクラブ以外のスポーツ団体，学校等との連携が図られ
ている」，「クラブの情報を積極的に発信している」，「クラブの設立により住民に変化がみ
られた」，「近隣のスポーツクラブ，スポーツ団体に好影響を与えている」の 5 項目につい
ては，0.1%水準で有意差がみられた．また，「他のスポーツクラブとの連携・交流が図られ
ている」と「クラブ設立により地域の活性化がみられた」の 2 項目については 1%水準で
有意差がみられ，「多種目のスポーツを選択できる体制をとっている」，「多世代にわたって
一貫して活動できる体制をとっている」の 2 項目について 5%水準で有意差がみられた．
特に，「スポーツクラブ以外のスポーツ団体，学校等との連携が図られている」については，
2 群間の平均値の差（0.41）が大きく，クラブマネジャーが活動場所や活動場所の確保に
向けて，スポーツ団体関係者や学校教職員と強い信頼関係を築いていることがうかがえる．
結果を概観すると，クラブとしての活動サービスに関する項目，クラブ外部との連携・協
力に関する項目，地域にもたらす設立効果に関する項目については，いずれも高信頼群に
おいて高い値を示しており，質の高いクラブ運営に向けては，クラブマネジャーの地域社
会に対する信頼関係の構築は不可欠であることが示唆された．しかし，運営体制や財務と
いったクラブの自立に関する項目については統計的に有意差がみられず，クラブマネジャ
ーの地域に対する信頼関係は直接的に関連がないと考えられる．  
 
表 3-3．社会的信頼指数をもとにしたクラブ運営評価の比較分析  
 
 
n mean S.D. n mean S.D.
　多種目のスポーツを選択できる体制をとっている 204 2.96 0.86 130 2.72 0.82 *
　多世代のニーズに応じたスポーツプログラムを組んでいる 203 2.73 0.81 127 2.42 0.74 ***
　多世代にわたって一貫して活動できる体制をとっている 205 2.58 0.79 128 2.36 0.72 *
　クラブハウスを頻繁に利用している 206 2.66 0.98 130 2.51 0.86 n.s.
　クラブを自主的に運営する体制をとっている 205 3.09 0.78 129 2.93 0.71 n.s.
　クラブを概ね会費によって運営する体制をとっている 205 2.51 0.91 130 2.41 0.89 n.s.
　スポーツクラブ以外のスポーツ団体，学校等との連携が図られている 205 2.96 0.81 128 2.55 0.85 ***
　自主運営するための収入がある程度計算できる 206 2.36 0.90 128 2.23 0.89 n.s.
　クラブの情報を積極的に発信している 204 2.66 0.80 128 2.27 0.77 ***
　他のスポーツクラブとの連携・交流が図られている 205 2.60 0.72 129 2.38 0.70 **
　クラブ設立により住民に変化がみられた 205 2.46 0.80 129 2.09 0.68 ***
　近隣のスポーツクラブ，スポーツ団体に好影響を与えている 205 2.35 0.72 129 2.02 0.65 ***
　クラブ設立により地域の活性化がみられた 205 2.52 0.78 129 2.22 0.74 **
高 信頼 群 低 信頼 群
*p＜.05，**p＜.01，***p＜.001
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 4．互酬性の規範指数によるクラブ運営評価の比較分析  
 表 3-4 は，互酬性の規範指数をもとに分類した高規範群と低規範群の 2 群間において，
クラブ運営評価 13 項目それぞれの平均値の差を比較した結果である．13 項目中，6 項目
について統計的に有意な差がみられ，いずれの項目においても高規範群の平均値の方が低
規範群の平均値に比べて高い値を示した．具体的には，「スポーツクラブ以外のスポーツ団
体，学校等との連携が図られている」，「クラブの情報を積極的に発信している」，「クラブ
設立によって住民に変化がみられた」の 3 項目については 1%水準で有意差がみられ，「多
世代のニーズに応じたスポーツプログラムを組んでいる」，「多世代にわたって一貫して活
動できる体制をとっている」，「クラブ設立により地域の活性化がみられた」の 3 項目につ
いては 5%水準で有意差がみられた．特に，「スポーツクラブ以外の団体，学校等との連携
が図られている」については，2 群間の平均値の差（0.31）が大きく，普段からスポーツ団
体や各学校を含めた，多様な団体・組織が関わっている地域活動へ参加する意識が強いこ
とがうかがえる．また，「クラブの情報を積極的に発信している」の 2 群間の平均値の差
（0.25）が大きいことも，多様な地域活動の場でクラブをアピールしていることに繋がる
と考えられる．  
 
表 3-4．互酬性の規範指数をもとにしたクラブ運営評価の比較分析  
 
 
 5．地域ネットワーク指数によるクラブ運営評価の比較分析  
 表 3-5 は，地域ネットワーク指数をもとに分類した高 LN 群と低 LN 群の 2 群間におい
て，クラブ運営評価 13 項目それぞれの平均値の差を比較した結果である．13 項目中，4
n mean S.D. n mean S.D.
　多種目のスポーツを選択できる体制をとっている 137 2.93 0.92 196 2.79 0.80 n.s.
　多世代のニーズに応じたスポーツプログラムを組んでいる 135 2.70 0.88 194 2.52 0.73 *
　多世代にわたって一貫して活動できる体制をとっている 137 2.61 0.85 195 2.40 0.69 *
　クラブハウスを頻繁に利用している 137 2.64 1.04 198 2.57 0.86 n.s.
　クラブを自主的に運営する体制をとっている 137 3.08 0.86 196 2.99 0.68 n.s.
　クラブを概ね会費によって運営する体制をとっている 137 2.45 0.95 197 2.48 0.87 n.s.
　スポーツクラブ以外のスポーツ団体，学校等との連携が図られている 137 2.98 0.86 195 2.67 0.81 **
　自主運営するための収入がある程度計算できる 136 2.31 0.89 197 2.30 0.90 n.s.
　クラブの情報を積極的に発信している 136 2.66 0.81 195 2.41 0.80 **
　他のスポーツクラブとの連携・交流が図られている 137 2.53 0.74 196 2.50 0.71 n.s.
　クラブ設立により住民に変化がみられた 137 2.47 0.76 196 2.21 0.76 **
　近隣のスポーツクラブ，スポーツ団体に好影響を与えている 137 2.31 0.75 196 2.15 0.67 n.s.
　クラブ設立により地域の活性化がみられた 137 2.51 0.80 196 2.32 0.76 *
高 規範 群 低 規範 群
*p＜.05，**p＜.01
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項目について統計的に有意な差がみられ，いずれの項目においても高 LN 群の平均値の方
が低 LN 群の平均値に比べて高い値を示した．具体的には，「クラブの情報を積極的に発信
している」については 0.1%水準で有意差がみられ，「クラブ設立により住民に変化がみら
れた」については 1%水準で有意差がみられた．また，「スポーツクラブ以外のスポーツ団
体，学校等との連携が図られている」，「近隣のスポーツクラブ，スポーツ団体に好影響を
与えている」の 2 項目については 5%水準で有意差がみられた．特に，「クラブの情報を積
極的に発信している」については，2 群間の平均値の差（0.34）が大きかった．対象として
いるスポーツクラブ 21 は，小学校区単位で設立されているため，自治会をはじめとした
地域団体の協力を得て回覧板等を活用すると全戸への広報が可能となり，クラブ広報につ
いては地域団体とのネットワークの有無が大きく影響しているといえる．一方で，クラブ
としての活動サービスに関する項目については，地域ネットワークは直接的には関係がな
いといえる．  
 
表 3-5．地域ネットワーク指数をもとにしたクラブ運営評価の比較分析  
 
 
 6．スポーツ・ネットワーク指数によるクラブ運営評価の比較分析  
 表 3-6 は，スポーツ・ネットワーク指数をもとに高 SN 群と低 SN 群の 2 群間において，
クラブ運営評価 13 項目それぞれの平均値の差を比較した結果である．13 項目中，12 項目
について統計的に有意な差がみられ，いずれの項目においても高 SN 群の平均値の方が低
SN 群の平均値に比べて高い値を示した．具体的には，「スポーツクラブ以外のスポーツ団
体，学校等との連携が図られている」，「クラブの情報を積極的に発信している」，「他のス
n mean S.D. n mean S.D.
　多種目のスポーツを選択できる体制をとっている 189 2.86 0.86 139 2.86 0.85 n.s.
　多世代のニーズに応じたスポーツプログラムを組んでいる 187 2.66 0.78 138 2.54 0.81 n.s.
　多世代にわたって一貫して活動できる体制をとっている 187 2.49 0.77 140 2.48 0.77 n.s.
　クラブハウスを頻繁に利用している 189 2.67 0.96 141 2.50 0.89 n.s.
　クラブを自主的に運営する体制をとっている 188 3.07 0.80 140 2.96 0.71 n.s.
　クラブを概ね会費によって運営する体制をとっている 189 2.51 0.88 140 2.41 0.93 n.s.
　スポーツクラブ以外のスポーツ団体，学校等との連携が図られている 188 2.90 0.81 139 2.68 0.89 *
　自主運営するための収入がある程度計算できる 188 2.37 0.83 140 2.25 0.96 n.s.
　クラブの情報を積極的に発信している 188 2.64 0.79 138 2.30 0.81 ***
　他のスポーツクラブとの連携・交流が図られている 188 2.56 0.71 140 2.42 0.74 n.s.
　クラブ設立により住民に変化がみられた 188 2.42 0.78 140 2.19 0.75 **
　近隣のスポーツクラブ，スポーツ団体に好影響を与えている 188 2.29 0.72 140 2.13 0.70 *
　クラブ設立により地域の活性化がみられた 188 2.46 0.78 140 2.34 0.77 n.s.
高 地域ネットワーク 群 低 地域ネットワーク 群
*p＜.05，**p＜.01，***p＜.001
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ポーツクラブとの連携・交流が図られている」，「クラブの設立により住民に変化がみられ
た」，「近隣のスポーツクラブ，スポーツ団体に好影響を与えている」，「クラブ設立により
地域の活性化がみられた」の 6 項目については 0.1%水準で有意差がみられた．また，「多
世代のニーズに応じたスポーツプログラムを組んでいる」，「クラブハウスを頻繁に利用し
ている」，「クラブを概ね会費によって運営する体制をとっている」，「自主運営するための
収入がある程度計算できる」の 4 項目については 1%水準で有意差がみられた．そして，
「多種目のスポーツを選択できる体制をとっている」，「クラブを自主的に運営する体制を
とっている」の 2 項目については 5%水準で有意差がみられた．特に，「スポーツクラブ以
外のスポーツ団体，学校等との連携が図られている」と「近隣のスポーツクラブ，スポー
ツ団体に好影響を与えている」については 2 群間の平均値の差（それぞれ，0.43，0.42）
が大きかった．クラブマネジャーが所属しているスポーツクラブ 21 と同形態のクラブ同
士，各種のスポーツ団体等とのネットワーク構築が進み，お互いに好影響を与えていると
考えられる．また，4 指数（社会的信頼指数，互酬性の規範指数，地域ネットワーク指数，
スポーツ・ネットワーク指数）をもとにした高低の 2 群間でクラブ運営評価において，ス
ポーツ・ネットワーク指数をもとにした比較の結果が，最も多くの項目において統計的に
有意な差がみられた．すなわち，クラブマネジャーと地域スポーツに関わる関係者とのネ
ットワーク構築は，クラブ運営の多様な面において有効に機能することが示唆された．  
 
表 3-6．スポーツ・ネットワーク指数をもとにしたクラブ運営評価の比較分析  
 
 
 
n mean S.D. n mean S.D.
　多種目のスポーツを選択できる体制をとっている 128 3.00 0.87 202 2.77 0.82 *
　多世代のニーズに応じたスポーツプログラムを組んでいる 128 2.75 0.79 200 2.52 0.78 **
　多世代にわたって一貫して活動できる体制をとっている 128 2.59 0.79 202 2.43 0.74 n.s.
　クラブハウスを頻繁に利用している 129 2.76 0.95 203 2.48 0.91 **
　クラブを自主的に運営する体制をとっている 129 3.16 0.76 202 2.94 0.75 *
　クラブを概ね会費によって運営する体制をとっている 129 2.66 0.90 202 2.33 0.88 **
　スポーツクラブ以外のスポーツ団体，学校等との連携が図られている 129 3.06 0.78 200 2.63 0.85 ***
　自主運営するための収入がある程度計算できる 129 2.50 0.89 202 2.18 0.86 **
　クラブの情報を積極的に発信している 129 2.73 0.82 200 2.36 0.76 ***
　他のスポーツクラブとの連携・交流が図られている 129 2.73 0.73 202 2.36 0.69 ***
　クラブ設立により住民に変化がみられた 129 2.50 0.75 202 2.19 0.77 ***
　近隣のスポーツクラブ，スポーツ団体に好影響を与えている 129 2.47 0.75 202 2.05 0.64 ***
　クラブ設立により地域の活性化がみられた 129 2.60 0.73 202 2.27 0.78 ***
高 スポーツ・ネットワーク 群 低 スポーツ・ネットワーク 群
*p＜.05，**p＜.01，***p＜.001
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第 4 節 結果のまとめ  
 本章の研究の目的は，兵庫県内で展開されているスポーツクラブ 21 に焦点を当て，ク
ラブ運営評価の特徴を，クラブマネジャーのソーシャル・キャピタル形成の比較から特徴
を明らかにすることであった．その特徴を明らかにした．その結果は以下のようにまとめ
られる． 
①ソーシャル・キャピタルの下位概念である 4 変数をもとにした指数の高低 2 群間でクラ
ブ運営評価の平均値の差を検定した結果，いずれの指数の比較においてもクラブ運営評
価に統計的に有意な差がみられ，いずれの場合も指数が高い群において高い値がみられ
た． 
②社会的信頼指数が高い群においては，クラブマネジャーの地域社会に対する信頼の強さ
が，クラブ内外との関係構築に有効に作用していることが示された．互酬性の規範指数
が高い群においては，クラブマネジャーの地域活動への参加意識の強さからクラブ外の
スポーツ団体，学校，地域住民との関係性が強い．  
③地域ネットワーク指数が高い群においては，クラブマネジャーの地域団体との結びつき
の強さを生かして，クラブの広報に積極性が高いことが示された．スポーツ・ネットワ
ーク指数が高い群においては，クラブマネジャーと各種のスポーツ関係者とのネットワ
ークが，幅広いクラブ運営に生かされている．  
 
第 5 節 論議 
これらより本章の研究では，クラブマネジャーのソーシャル・キャピタル形成によるク
ラブ運営評価の特徴や違いに着目し，以下のような研究視点を投げかけている．第 1 点は，
ソーシャル・キャピタルの形成が高まっているクラブマネジャーが所属しているクラブは，
クラブ運営評価が高かった点である．これは長積ら（2007）が指摘するように，クラブマ
ネジャーをはじめ，クラブに関わる人々が組織の自律性を高める上で欠くことのできない
組織内の協働を進める上でソーシャル・キャピタルが大きく作用したためであると考えら
れる．Coleman（1998）の定義を借りればソーシャル・キャピタルを“資本”として，よ
り良いクラブ運営という特定の目的を実現するために機能したことが示唆された．  
 第 2 点は，ソーシャル・キャピタルの下位概念それぞれが作用した具体的なクラブ運営
の内容に違いがみられた点である．クラブマネジャーが形成している地域に対する信頼関
係，互酬性の規範意識，スポーツ関係者とのネットワークについては，幅の広いクラブ運
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営内容に有効である一方，特に，地域とのネットワークについてはクラブの広報という限
られたクラブ運営に有効であった．クラブ運営スタッフと地域スポーツ団体関係者とのネ
ットワーク構築については，山口（2006），黒須（2008）が言及しているとおり，活動の
活発化，会員増に重要な要因であるとしており，本章の研究においても同様の結果が得ら
れた．また，Putnam（2000）が示すように，地域における信頼関係の構築が社会活動の
効率化をもたらすことから，クラブマネジャーとクラブが所在する地域との信頼関係の構
築も不可欠であるといえる．  
 本章の研究における研究の限界として，本章の研究においてはクラブ運営評価について
は山口ら（2007）から，ソーシャル・キャピタルに関する 4 変数については，内閣府（2003），
Grootaert et al.（2004）をもとに測定尺度を設定した．クラブ運営評価に関しては，学術
的に妥当性・信頼性を検証した評価尺度はなく，それぞれのクラブ育成支援の現場におい
て実践的な評価尺度が用いられている．ソーシャル・キャピタルに関する測定尺度につい
ては，坂本（2007）が，ソーシャル・キャピタルを定量的に分析する際の測定指標を検証
する研究は進んでいないことを指摘している．総合型クラブの活動を柱とした地域スポー
ツ振興やコミュニティ形成とクラブマネジャーが形成するソーシャル・キャピタルとの関
係性を検証するうえで，他の評価尺度の項目も含めた内容について，日常的にクラブ育成
支援を行っているスポーツ行政担当者からの意見も踏まえながら検討する必要があるだろ
う． 
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第 1 節 緒言 
第 2 章で総合型クラブの運営に対して，クラブマネジャーが形成するソーシャル・キャ
ピタルの影響を検証する際の研究課題を明らかにした．そして第 3 章では，ソーシャル・
キャピタルを定量的に測定し，ソーシャル・キャピタルの下位概念それぞれの高低 2 群間
においてクラブ運営評価の比較を行い，クラブ運営に対するソーシャル・キャピタルの有
効性を検証した．本章では，総合型クラブのクラブマネジャーがクラブの運営・活動など
どのような事象を通してソーシャル・キャピタルを形成するかという研究課題を，質的ア
プローチを用いて検証する．また，クラブの規模や運営，活動内容にも関わるクラブの組
織形態の違いによってクラブマネジャーが形成するソーシャル・キャピタルにも特徴がみ
られると推察される．したがって，ソーシャル・キャピタルの特徴を検証するうえで，NPO
法人格や任意団体といったクラブの組織形態による比較をもとに検証を行う．この検証結
果により，今後の総合型クラブ支援の方向性を検討する際に，クラブマネジャーのソーシ
ャル・キャピタル形成を促す有益な知見が得られると考える．したがって，本章における
研究の目的は，総合型クラブのクラブマネジャーが形成するソーシャル・キャピタルの特
徴を NPO 法人格の有無による比較を通じて明らかにすることである．  
 
第 2 節 研究方法 
 1．ソーシャル・キャピタルの質的研究の枠組み 
 ソーシャル・キャピタルの定義に関しては，前述のように明確なコンセンサスが取れて
はいない．金子（2009）や森岡（2011）は，ソーシャル・キャピタルが何らかの課題を解
決する際に有益な資本となることを実証することが研究課題として指摘している．総合型
クラブにおいては，ソーシャル・キャピタルという資本を組織運営において活用するクラ
ブマネジャーに焦点を当てる必要がある．したがって，本章の研究においてはクラブマネ
ジャーという個人に焦点を当てるため，Coleman（1988）が示している「個人に協調行動
を起こさせる社会の構造や制度で，信頼・互酬性の規範・社会的ネットワーク，または，
人々の間の関係に構造的に内在するもの」というソーシャル・キャピタルの定義を援用す
る．ソーシャル・キャピタルの研究枠組みとして，  World Bank Group が，“Analyzing 
Social Capital in Context － A Guide to Using Qualitative Method and Data －”
（Dudwick et al.，2006）というソーシャル・キャピタル評価ツール（以下，ASCC）を提
示しており，本章の研究において援用することとした．この枠組みを援用した理由として
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は，次の 3 点があげられる．1 点目は，ソーシャル・キャピタルに焦点を当てた質的研究
の指針という点である．質的な研究枠組みを活用することにより，地域スポーツの文脈に
おけるソーシャル・キャピタルの要因を探索的に明らかにすることができると考えた．2 点
目は，この枠組みが日常生活圏を念頭に置いたコミュニティを対象としている点である．
総合型クラブの拠点地域は規模の大小こそあるが，生涯スポーツ実践の場として日常生活
圏から大きく逸脱してはいないと考えられるため，前提としている地域的な規模が近いと
判断した．3 点目は，資源を活用する上での効率性とソーシャル・キャピタルとの関連性
についてである．World Bank は発展途上国の開発支援を行う機関であり，その資金的・
技術的支援を効率的に機能させる要因としてソーシャル・キャピタルを扱っている．一方，
総合型クラブが拠点とするコミュニティにおいても，クラブの成功要因として人的資源，
物的資源，財務，情報（山口，2006）という資源が存在している．これらの資源を効率的
に機能させ，総合型クラブでの活動を活発にさせる要因としてソーシャル・キャピタルを
位置づけており，ソーシャル・キャピタルを，既存の資源を効率的に機能させる要因とし
て着目している点が共通している．  
 
 2．調査内容 
 調査内容は，Dudwick et al.（2006）による ASCC と Dudwick et al.（2006）を日本語
訳した神原（2011）の知見を参考に研究代表者 1 名，共同研究者 2 名でのトライアンギュ
レーション注 1 を通じて，国内の地域スポーツ振興を対象とした調査項目を作成した．その
内容をもとに，2012 年 11 月に兵庫県内の NPO 法人格を有する総合型クラブ（以下，NPO
法人格クラブ）のクラブマネジャーを対象に予備調査を行い，質問項目の内容の理解が難
しい，回答が困難な項目についての指摘を受け，より総合型クラブの実情に沿った項目と
なるように意見を求めた．その内容をもとに，再度，研究代表者，共同研究者，及び研究
代表者が所属する大学院の大学院生 2 名でのトライアンギュレーションを経て，調査項目
注 2 を作成した（表 4-1）．“グループとネットワーク”に対しては，“地域のグループとネッ
トワーク”として，地域スポーツ団体および自治会等の地域団体のネットワークについて
の項目を設定した．“信頼と結束”に対しては“地域の信頼と連帯”として，拠点地域にお
ける重要なスポーツ団体と，クラブで問題が発生した際に頼る団体・組織についての項目
を設定した．“集合的行動と協働”に対しては“クラブ運営と協働”として，クラブ運営に
おける課題とその対策について項目を設定した．“情報とコミュニケーション”に対しては
67 
 
“地域スポーツに関する情報源”として，地域スポーツに関する情報源と有効と感じる情
報源についての項目を設定した．“社会的結合と包摂”に対しては“地域スポーツ団体の包
摂と対立”として地域スポーツ団体のまとまりと対立についての項目を設定した．“権限委
譲と政治的行動”に対しては“地域スポーツと住民気質の関連”として，地域の住民気質
とスポーツとの関連性についての項目を設定した．  
 
表 4-1 Analyzing Social Capital in Context と地域スポーツを対象とした本章の研究の
次元と項目  
 
 
 3．調査対象 
 本章の研究において調査対象とした総合型クラブは，近畿地方 2 府 5 県（大阪府，京都
府，兵庫県，和歌山県，奈良県，滋賀県，三重県）に所在する 18 クラブである．対象クラ
ブを抽出する際には，スポーツ振興基本計画（文部科学省，2000）において述べられてい
る総合型クラブの特徴のうち，多種目，多世代，自主運営という活動状況と，クラブに所
属している会員数が条件を満たすクラブを抽出した．具体的には，種目について日本スポ
ーツ振興センターが総合型地域スポーツクラブ活動助成の活動実績としてあげている条件
を基準とした．すなわち 3 種目以上の実施がなされていること，世代について特定の世代
に偏ることなく，定期・不定期に関わらず多世代での活動がなされていること，自主運営
について会員規約・総会資料等が公開されておりクラブ役員・スタッフが地域住民によっ
て担われていることがクラブのホームページ上等で示されていることが確認できる点であ
る．さらに会員数については，文部科学省（2012b）における会員数区分をもとにし，301
Analyzing Social Capital in Context （Dudwick et al., 2006） 本研究における地域スポーツを対象とした次元と項目
グループとネットワーク 地域のグループとネットワーク
　　コミュニティのグループとネットワークへのアクセス 　　拠点とする地域スポーツ団体のネットワーク
　　コミュニティのネットワークの特性 　　拠点とする地域の地域団体のネットワーク
信頼と結束 地域の信頼と連帯
　　コミュニティにおける重要な社会的グループ 　　拠点とする地域の重要なスポーツ団体
　　コミュニティで人々が頼る組織 　　クラブが頼る組織・団体
集合的行動と協働 クラブ運営と協働
　　コミュニティにおける重要課題と協力関係 　　クラブ運営における課題
　　コミュニティにおける集合的行動の経過と成果 　　課題に対して現在とっている対策
情報とコミュニケーション 地域スポーツに関する情報源
　　地域の情報源と情報チャネル 　　拠点とする地域の地域スポーツに関する情報源
　　地域の情報源の利用可能性 　　クラブ広報に有効と感じる情報媒体
社会的結合と包摂 地域スポーツ団体の包摂と対立
　　コミュニティにおける結合と対立 　　地域スポーツ団体間のまとまり具合
　　コミュニティにおける対立のパターン 　　地域スポーツ団体間の対立
権限委譲と政治的行動 地域スポーツと住民気質の関連
　　コミュニティにおけるしきたり 　　拠点とする地域の住民気質
　　コミュニティにおけるしきたりの公的機関への影響 　　地域スポーツと住民気質の関連性
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人以上の会員が在籍することを公開されている総会資料にて確認した．抽出されたクラブ
へ電子メール，もしくは電話にて調査協力を依頼し，承諾を得られた NPO 法人格クラブ
10 クラブ，任意団体クラブ 8 クラブを調査対象クラブとした（表 4-2）．インタビュー対
象としたクラブマネジャーの個人的属性については，40 歳代から 60 歳代が多く，NPO 法
人格クラブではほとんどが有給のクラブマネジャーであった．また，任意団体クラブでは
クラブ拠点施設の管理を行う団体の職員，比較的時間的余裕がある自営業，主婦などがク
ラブマネジャーを担当していた．  
表 4-2 調査対象クラブ  
 
 4．調査方法 
 調査方法は，調査対象クラブのクラブマネジャーへの直接面接法によるインタビュー調
査を採用し，各クラブの拠点施設（クラブハウス），またはクラブ拠点近隣の社会教育施設
等にて実施した．調査期間は 2012 年 11 月～2013 年 2 月で，1 回当たりの調査時間は，
60 分～120 分である．インタビュー調査にあたっては，調査協力を依頼する際に調査趣旨
と調査内容を事前に確認してもらうことで，回答に関わる事柄の整理を依頼した．インタ
ビュー調査を開始する際には，再度調査の趣旨を十分に説明することによりラ・ポールの
形成を図り，文字データへの記録が済み次第消去することを条件とし許可を得て IC レコ
ーダーにて録音を行った．インタビュー自体は半構造化インタビューを用いており，調査
内容に則った質問で得られた回答を具体化する（例：“地域スポーツ団体の連携体制がある”
という回答が得られれば，“その連携体制は具体的にどのようなものですか？”と質問する）
ように進行していった．またその際には，必要以上に内容が反復するような質問は避ける
所在地
設立年
(年)
会員数
(人)
活動種目
数
クラブ
マネジャー 所在地
設立年
(年)
会員数
(人)
活動種目
数
クラブ
マネジャー
70代 男性 30代 男性
有給MG 団体職員
40代 男性 60代 女性
有給MG 嘱託職員
60代 男性 40代 女性
有給MG 主婦
60代 男性 50代 男性
有給MG 会社員
50代 女性 40代 男性
有給MG 教員
60代 男性 50代 男性
教員 団体職員
60代 男性 40代 男性
有給MG 自営業
70代 男性 40代 男性
有給MG 団体職員
60代 男性
有給MG
50代 男性
有給MG
任意団体クラブ
クラブ A
NPO法人格クラブ
2004 361
クラブ B 2004 937 20 クラブ L
2004 343
499
クラブ D クラブ N
兵庫県
クラブ C 2000 4,300
23
大阪府
大阪府2002 809 12 クラブ K 2004 657 16
兵庫県
2003
12
1999 3,943 36
30 クラブ M
10
京都府
クラブ F 2003 756 27 クラブ P
17 クラブ Oクラブ E 2007 360
和歌山県
2005 302 13京都府
クラブ H 2002 310
奈良県
和歌山県 1107 23
クラブ G 2007 851 滋賀県
三重県
25 クラブ Q 2004
16 クラブ R 2006
470 14
2008 350 3
クラブ I 2003 759 24
クラブ J 2004 323 12
滋賀県
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ことを留意した．調査終了後には録音を行ったインタビュー内容を文字データへと記録し，
回答者であるクラブマネジャーに電子メールで確認を依頼し，結果を研究に活用する上で
問題がない旨を確認した．  
 
 5．分析方法 
分析方法として，インタビュー調査の結果得られたテキストデータをもとに，テキスト
マイニングを行った．Hearst（1999）によると，テキストマイニングとはコンピューター
を利用することで，テキストデータの集合から新しい知識を見出そうとする分析手法であ
り，豊富な情報が含まれていながら，機械的に解釈することが困難であるテキストデータ
の分析を簡便にすることが可能になる．本章の研究においては，地域スポーツという文脈
における個人が形成するソーシャル・キャピタルという知見が限られた対象において，そ
の要因を実際のクラブ運営に関する語りの中から導こうするため，テキストマイニングを
採用した．テキストマイニングは，藤井（2005）によれば，①テキストデータの収集，②
集められたテキストデータの分析，③分析結果の解釈の 3 段階を経る．この一連の分析手
続きによって，質的研究における代表的な分析手法の KJ 法やグラウンデッド・セオリー・
アプローチ等と比較して，大量データの扱いや分析過程の可視化，そして結果に与える分
析者の影響を減らすことができる（大島ら，2006）．すなわち，質的研究における分析対象
となってきた，インタビュー等によって得られたテキストデータを量的に分析することに
なる． 
本章の研究においては，上記②のプロセスを樋口（2014）の KH Coder を用いて形態素
解析を行い，テキストデータの構成要素を抽出した．形態素とは，意味をもつ最小の言語
単位であり，形態素解析とはテキストデータを形態素ごとに分解することである．抽出さ
れた構成要素は，NPO 法人格クラブ（n=10）においては 2,280 種類，任意団体クラブ（n=8）
においては 2,088 種類であった．さらに清水ら（2005）を参考に，句読点，助詞，助動詞
等の単独では意味を成さない品詞や，副詞の語幹となりうる名詞を除き，名詞，動詞，形
容詞，形容動詞でテキストデータの中での出現頻度が 10 回以上となる構成要素のみを採
用した．ただし，構成要素のうち複数で意味をなしている複合語について検索を行い，出
現頻度が 10 回以上となっている語については，1 つの構成要素として取り扱った．これに
該当する語は，NPO 法人格クラブにおいては，「指導者」，「連絡協議会」，「教育委員会」，
「スポーツクラブ」，「自治会」，「広報誌」，「子ども会」，「指定管理」，任意団体クラブにお
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いては，「スポーツクラブ」，「事務局」，「教育委員会」，「指導者」であった．そして，これ
らの構成要素が同じ発話において含まれるケースが多いもの同士でグループ分けを行うた
めに，階層的クラスター分析を行った．具体的には，これらの構成要素の出現頻度をもと
に距離の推定法としてユークリッド距離を用い，Ward 法によって階層的クラスター分析
を行った．さらに階層的クラスター分析の結果得られたクラスターごとで，各クラスター
に含まれる構成要素についてテキストデータを検索し，同じクラスターの他の構成要素が
含まれる発話の内容から意味を解釈し，クラスター名の命名を試みた．  
 
第 3 節 結果 
 表 4-3 は，形態素解析による構成要素ならびに構成要素の出現頻度，構成要素が出現し
たサンプル数を示している．なお構成要素に関しては，清水（2005）に基づき出現頻度が
10 回以上のものを表示している．NPO 法人格クラブにおいては 94 種類，任意団体クラブ
においては 79 種類の構成要素が得られた．NPO 法人格クラブにおいて出現頻度が多かっ
た構成要素としては，「クラブ」，「地域」，「スポーツ」，「思う」，「団体」，「言う」，「スポー
ツクラブ」，「活動」，「小学校」，「委員」が上位 10 位を占めた．一方，任意団体クラブにお
いて出現頻度が多かった構成要素としては，「クラブ」，「思う」，「言う」，「人」，「地域」，
「スポーツ」，「入る」，「来る」，「活動」，「出る」が上位 10 位を占めた．  
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表 4-3 形態素解析による構成要素・出現頻度・出現したサンプル数  
 
 
 表 4-4 は，NPO 法人格クラブのサンプルにおいて，形態素解析によって得られた構成要
素とその出現頻度に基づき階層的クラスター分析を行った結果である．クラスター1 では，
「財源」，「人材」といったクラブ運営における資源の内容と，それらの「確保」といった
構成要素がみられた．「指定管理料を財源にして，去年から 1 人入っていただいた」（クラ
構成要素 出現頻度 サンプル数 構成要素 出現頻度 サンプル数 構成要素 出現頻度 サンプル数 構成要素 出現頻度 サンプル数
クラブ 105 10 体育館 19 6 クラブ 86 8 大会 14 5
地域 92 10 大きい 19 7 思う 86 8 調整 14 4
スポーツ 82 10 町 19 6 言う 69 8 聞く 14 5
思う 81 10 サッカー 18 6 人 61 8 理事 14 4
団体 65 10 管理 18 7 地域 50 8 使う 13 5
人 56 10 総合 17 5 スポーツ 48 8 事業 13 5
言う 54 10 調整 17 7 入る 40 8 自分 13 5
スポーツクラブ 46 10 グラウンド 16 6 来る 37 8 大きい 13 7
活動 45 10 含める 16 6 活動 33 8 問題 13 6
小学校 37 9 教育委員会 16 7 出る 31 8 コミセン 12 6
委員 36 10 連携 16 6 多い 28 7 協議 12 5
入る 35 9 連絡協議会 16 7 団体 28 7 強い 12 6
会員 34 10 会議 15 5 施設 26 8 見る 12 5
学校 34 9 関わる 15 5 協会 23 8 話 12 5
大会 33 8 情報 15 4 運営 22 8 お金 11 5
行政 32 10 先生 15 5 広報 22 8 イベント 11 5
話 32 9 中心 15 5 行く 22 6 課題 11 5
見る 30 8 連盟 15 5 スポーツクラブ 21 7 教育委員会 11 5
自治会 30 7 ホームページ 14 6 違う 21 6 行政 11 4
出る 30 9 感じ 14 6 考える 21 5 参加 11 4
多い 28 9 月 14 6 作る 21 7 出す 11 4
自分 27 9 広報誌 14 6 持つ 21 7 場所 11 5
部分 27 8 行う 14 5 先生 21 7 職員 11 3
作る 26 8 出す 14 5 体育 21 6 増える 11 5
組織 26 9 他 14 5 小学校 20 6 無い 11 5
体育 25 8 問題 14 6 情報 20 7 サッカー 10 3
来る 24 8 県 13 5 学校 18 7 高齢 10 3
イベント 23 8 財源 13 6 市 18 5 少ない 10 5
運営 23 8 指定管理 13 5 事務局 18 6 中心 10 4
教室 23 8 指導 13 6 新しい 18 6 町 10 3
行く 23 7 新しい 13 5 体育館 18 5 配布 10 4
子ども 23 7 会費 12 5 連絡 18 7 野球 10 2
市 23 7 難しい 12 4 子ども 17 7
年 23 6 スタッフ 11 4 年 17 7
協会 22 8 一緒 11 5 会長 16 6
事業 22 8 広報 11 5 感じ 16 5
課題 21 8 使う 11 5 教室 16 6
確保 21 7 子ども会 11 4 部分 16 4
関係 21 7 実行 11 4 意見 15 5
参加 21 6 新聞 11 3 関係 15 4
違う 20 6 中学校 11 4 市内 15 5
協力 20 7 拠点 10 4 組織 15 5
施設 20 7 交流 10 3 大学 15 2
センター 19 8 若い 10 3 メンバー 14 5
考える 19 7 人材 10 4 会員 14 6
指導者 19 7 分かる 10 4 口コミ 14 6
持つ 19 6 文化 10 3 指導者 14 5
NPO法人格クラブ 任意団体クラブ
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ブ G），「財源の確保という 1 つの方策で，指定管理は大きいですね」（クラブ I）というよ
うに，「指定管理」者制度も含め財源の確保と人材の確保に向けた課題意識が示されている．
したがってクラスター1 を「財源と人材の確保」と名付けた．クラスター2 では，クラブの
事業である「教室」とそこで「指導」する「指導者」，「参加」する「会員」といった構成
要素がみられた．「やっぱり教室をやろうと思ったら指導者が必要になってくる」（クラブ
E），「指導できる方がいたら，どんどん教室を作ろうとやってきたけれども，会員の立場か
らすると，やっぱりいい指導者を見つけるのは難しい」（クラブ G），というように，会員
確保に向けて教室事業を充実させるために，より良い指導者の確保を目指していることが
うかがえる．したがってクラスター2 は「教室事業における指導者の確保」と名付けた．
クラスター3 では，「ホームページ」，「広報誌」，「情報」，「広報」といったクラブの広報に
関する構成要素がみられた．「ホームページ上でも（広報誌と）同じようにスケジュール確
認ができるようにしています」（クラブ F），「ホームページも含めて，市のホームページと
リンクできるような形」（クラブ J）という発言が示すように，クラブの公式ホームページ
を中心に他の情報とのリンクをしながら幅広い情報を提供するよう工夫している．したが
ってクラスター3 は「IT 媒体を活用した広報」と名付けた．クラスター4 では，「小学校」，
「学校」，「小学校」，「中学校」といった学校に関する構成要素と，「施設」，「体育館」とい
った施設に関する構成要素，学校施設で活動する「子ども」，学校関係者である「先生」と
いった構成要素がみられた．「学校開放事業の中で発展してきたのがこのスポーツクラブ
ですね」（クラブ A），「（スポーツクラブの主催大会の）案内は，行政を通して校長先生や
関係の先生方に行っていて」（クラブ B）というように，学校施設の開放事業との関わりの
中でクラブの活動場所を確保し，学校長を始めとした関係する教員とも積極的に関係性を
築こうとしていることがうかがえる．したがってクラスター4 は「学校施設を通じたつな
がり」と名付けた．クラスター5 では，人材や参加者である「人」，「委員」，「スタッフ」，
企画を連想する「イベント」，「会議」といった構成要素がみられた．「町の運動会を企画す
るのに体育の日実行委員会を立ち上げるんです」（クラブ F），「グラウンドを使ってイベン
トをするときにもいろんな人が来る」（クラブ G）というように，多様な団体と一緒に地域
のイベントに参画していることがうかがえる．したがって，クラスター5 は「イベント開
催における連携」と名付けた．  
クラスター6 では，「自治会」，「子ども会」といった地域団体の名称，連携を連想させる「協
力」や「一緒」といった構成要素がみられた．「この付近のことでしたら，自治会に相談し
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たり，協力を頼んだり」（クラブ A），「子ども会の規模自体は小さくなってきていて，いろ
いろ協力しながら」（クラブ H）などのように，地域団体とクラブが連携・協力しながらス
ポーツに限らず多様な活動の運営に携わっている発言がみられた．したがってクラスター
6 は「地域団体との協力体制」と名付けた．クラスター7 では，イベントを連想する「大
会」，スポーツ振興の担当としての「行政」，「教育委員会」，スポーツ団体を示す「協会」
といった構成要素がみられた．「教育委員会にも一枚かんでいただいて，市が絡んだ大会と
いうことで参加者が多いんです」（クラブ A），「体育協会の大きな大会なんかにも（クラブ
として話に）乗っていきますね」（クラブ G）というように，行政や体育協会が関係する大
会にもクラブとして積極的に参加することにより，クラブの活動を活性化しようとする発
言がみられた．したがってクラスター7 は「行政や体育協会とのつながり」と名付けた．
クラスター8 では，クラブ間のネットワーク組織である「連絡協議会」，広域スポーツセン
ターを示す「センター」という構成要素がみられた．「連絡協議会が中心になって，県に働
きかけをしてもいいと思います」（クラブ C），「広域スポーツセンターの機能をもった組織
を市で作りたいんですよ」（クラブ H）というように，主にクラブ間のネットワーク組織に
よって，相互の協力体制や課題解決に活用しようという発言がみられた．したがってクラ
スター8 は「クラブ間ネットワーク」と名付けた．クラスター9 では，クラブマネジャー自
身やクラブ自体を示す「自分」，クラブの機能を示す「組織」，「調整」といった構成要素が
みられた．「学校施設の日程調整の部分を自分たちがリードしてやっている」（クラブ B），
「自分たちが総合型（クラブ）の組織として，もっとやれることを考えていかなあかん」
（クラブ C）という発言から，クラブマネジャーとして地域スポーツ団体の活動調整を担
っているという自覚がうかがえる．したがってクラスター9 は「調整組織としてのクラブ」
と名付けた．クラスター10 では，「クラブ」，「地域」，「スポーツ」，「スポーツクラブ」と
いった総合型クラブにつながる構成要素，クラブの取り組みである「活動」，「事業」，「課
題」といった構成要素がみられた．「クラブと関わりある団体とはいろいろと調整を行いま
すね」（クラブ G），「それぞれのクラブや団体がちょっと日曜日にあつまって，お互いに活
動できるようになれば」（クラブ H）のように，クラブを含めた地域スポーツ団体が交流を
進めていきたいという姿勢がみられた．したがってクラスター10 は「地域スポーツ団体ネ
ットワーク」と名付けた．  
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表 4-4 構成要素と出現頻度に基づく階層的クラスター分析（NPO 法人格クラブ）  
 
 
 表 4-5 は，任意団体クラブのサンプルにおいて，形態素解析によって得られた構成要素
とその出現頻度に基づき階層的クラスター分析を行った結果である．クラスター1 では，
活動に関する「活動」，「調整」という構成要素，施設に関する「施設」，「体育館」という
構成要素がみられた．「体育館を借りているので，そこで調整してやらしてもらってい
る」（クラブ K），「施設だけではなくで，活動に関していろいろ調整したりする」（クラ
ブ Q）というように，活動や施設利用にあたっての調整役をクラブマネジャーが担って
いる様子がうかがえた．したがってクラスター1 は「活動や施設利用の調整」と名付け
た．クラスター2 では，「小学校」，「学校」といった学校に関する構成要素，「使う」，「事
業」，「参加」といったクラブの活動や施設利用に関する構成要素がみられた．「小学校を
開放してもらって使えるというのは恵まれている」（クラブ L），「学校教育で授業がある
場合，活動がストップしてしまうので，それに代わる施設がなかなかない」（クラブ M）
という発言から，学校施設を拠点施設として活動しているものの，やや飽和状態になって
いることもうかがえた．したがってクラスター2 は「学校施設に集中する活動」と名付け
た．クラスター3 では，クラブの活動にあたっての「課題」，課題の内容である「場所」，
「増える」という構成要素がみられた．「活動場所を増やすことがメンバーの価値になる
と考えてきた」（クラブ K），「練習時間帯と活動場所です．取り合いになったり」（クラ
ブ M）というように，クラブの課題として活動場所の確保が大きな比重を占めているこ
とが述べられた．したがってクラスター3 は「活動場所の確保」と名付けた．クラスター
クラスター1 クラスター2 クラスター3 クラスター4 クラスター5 クラスター6 クラスター7 クラスター8 クラスター9 クラスター10
財源と人材の
確保
教室事業に
おける指導者
の確保
IT媒体を
活用した広報
学校施設を
通じた
つながり
イベント開催
における連携
地域団体との
協力体制
行政や体育
協会との
つながり
クラブ間
ネットワーク
調整組織
としてのクラブ
地域スポーツ
団体
ネットワーク
確保 会員 ホームページ 小学校 人 自治会 大会 センター 自分 クラブ
財源 教室 広報誌 学校 言う 多い 入る 連絡協議会 部分 思う
指定管理 参加 情報 子ども 委員 運営 行政 県 組織 地域
人材 指導者 広報 施設 年 協力 体育 市 スポーツ
会費 町 体育館 来る 関わる 行く 違う 団体
指導 管理 イベント 他 協会 持つ スポーツクラブ
難しい 先生 関係 一緒 サッカー 大きい 活動
分かる 感じ 会議 使う 教育委員会 調整 話
連携 月 スタッフ 子ども会 連盟 中心 見る
問題 中学校 実行 文化 出す 出る
交流 新聞 作る
若い 事業
課題
考える
総合
グラウンド
含める
行う
新しい
拠点
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4 では，スポーツ団体を示す「協会」，クラブの事業について「作る」，「考える」といっ
た企画を連想する構成要素がみられた．「（地域スポーツ団体の）活動をつなぐって考えは
体育協会にもあるみたい」（クラブ K）「体育協会とつながりをもって新しい活動を作っ
ていけたら」（クラブ R）というように，クラブの立場から体育協会との関係性を構築し
ていきたいという思いと，クラブ・体育教会を含めた各団体が連携して活動していかなく
てはいけないという課題を感じる発言がみられた．したがってクラスター4 は「外部団体
との連携の必要性」と名付けた．クラスター5 では，クラブの広報に関する「広報」，「情
報」，否定的な「違う」，「少ない」という構成要素がみられた．「広報誌なんかを見てきた
人は，何かイメージが違うかなって，すぐ辞めちゃうケースもある」（クラブ K），「広報
誌を見てきた人と口コミで来た人は，ちょっと色合いが違うって感じがしますね」（クラ
ブ P）という発言から，広報誌でクラブの情報を得て参加した人は，クラブの活動に対し
てギャップを感じているケースが述べられた．したがってクラスター5 は「広報誌による
情報のギャップ」と名付けた．クラスター6 では，コミュニケーションに関する「思
う」，「言う」，「口コミ」，「人」，地域スポーツに関する「地域」，「スポーツ」といった構
成要素が得られた．「やっぱり口コミで良いって思ってもらって，地域で広がって，ごそ
っと人が来ることがある」（クラブ L），「口コミだと，地域でいろんな情報を吹き込まれ
てから来るので，やっぱり強いなと」（クラブ O）というように，クラブの事業を含めた
地域スポーツ活動において，地域での口コミによる情報伝達が非常に有効であることが発
言されている．したがってクラスター6 は「口コミの有効性」と名付けた．クラスター7
では，クラブとスポーツ団体を示す「クラブ」，「団体」，参加や加盟に関連する「入る」，
「出る」，話し合いに関連する「連絡」，「意見」，「協議」といった構成要素がみられた．
「クラブに対して団体が意見や問題を出してきた場合は，きちんと調べますね」（クラブ
K），「連絡会とかでも，結局，各団体の代表者の方が来ておられても，自分たちの損得に
関わらなかったら，何も意見とか言わないね」（クラブ L）というように，クラブに所属
している各活動種目団体との話し合いや調整に関する内容が述べられている．したがって
クラスター7 は「クラブ内の団体とのネットワーク」と名付けた．クラスター8 ではクラ
ブの活動に関わる「運営」，「教室」，指導者に関わる「先生」，「指導者」，参加する「会
員」といった構成要素がみられた．「運営に関して，若い人に引き継いでいくことが難し
いですね」（クラブ N），「先生も高齢化ということがあって，世代交代で代わりの先生を
探してて」（クラブ P）というように，運営スタッフ・指導者という人材において必要性
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を感じながらも，世代交代を進められないというジレンマが感じられる．したがって，ク
ラスター8 は「運営と指導者の世代交代」と名付けた．クラスター9 では，「スポーツク
ラブ」と運営に関係する「事務局」，「理事」，スポーツ振興の担当としての「教育委員
会」，「行政」，「大学」や「コミセン」といったクラブの外部の組織名についての構成要素
がみられた．「コミセンの職員さん，所長さんとスポーツクラブが背中合わせでやってい
るところはうまくいかないと思います」（クラブ L），「（クラブの）事務局とコミセンと
か，教育委員会とか情報を交換できていないところは，山のようにあると思いますよ」
（クラブ N）という発言から，行政やコミュニティセンターのような地域団体との結び
つきの必要性を実感していることがうかがえる．したがってクラスター9 は「クラブと行
政・地域団体とのつながり」と名付けた．  
 
表 4-5 構成要素と出現頻度に基づく階層的クラスター分析（任意団体クラブ）  
 
 
第 4 節 結果のまとめと考察  
本章の研究の目的は，テキストマイニングを通じて，総合型クラブの法人格の有無によ
って，クラブマネジャーが形成しているソーシャル・キャピタルの特徴を明らかにするこ
とであった．具体的には，Dudwick et al.（2006）を参考にした，ソーシャル・キャピタ
ルの質的研究の枠組みからインタビュー項目を作成し，テキストマイニングによるカテゴ
リ化によって，NPO 法人格クラブと任意団体クラブのクラブマネジャーが形成している
ソーシャル・キャピタルの特徴を明らかにすることであった．これらの特徴を検討する上
で，Uphoff（2000）によるソーシャル・キャピタルの構造的側面（“つながり”や“連携”）
と認知的側面（“信頼関係”や“規範”）という分類にもとづき，研究代表者 1 名，共同研
クラスター1 クラスター2 クラスター3 クラスター4 クラスター5 クラスター6 クラスター7 クラスター8 クラスター9
活動や施設
利用の調整
学校施設に
集中する活動
活動場所の
確保
外部団体との
連携の
必要性
広報誌による
情報の
ギャップ
口コミの
有効性
クラブ内の
団体との
ネットワーク
運営と指導者
の世代交代
クラブと行政・
地域団体との
つながり
活動 多い 課題 協会 広報 思う クラブ 運営 行く
施設 小学校 場所 作る 違う 言う 入る 持つ スポーツクラブ
体育館 学校 増える 体育 情報 人 出る 先生 事務局
新しい 市内 考える 市 地域 団体 教室 年
会長 使う メンバー 組織 スポーツ 連絡 部分 大学
調整 事業 話 大きい 来る 感じ 会員 理事
聞く 自分 イベント 口コミ 意見 指導者 コミセン
無い 参加 少ない 強い 大会 お金 教育委員会
子ども 配布 見る 問題 出す 行政
サッカー 協議 関係 職員
高齢 町
中心
野球
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究者 1 名，スポーツ社会学を専攻する大学院生 2 名によるトライアンギュレーションによ
ってソーシャル・キャピタルの特徴を明らかにしていく．  
NPO 法人格クラブのケースにおけるクラブマネジャーのソーシャル・キャピタルの特
徴は，第 1 に，クラブの活動拠点となっている地域において，近隣のクラブや地域スポー
ツ団体，行政窓口である教育委員会，さらには自治会や子ども会といった地域団体のよう
な多様な組織・団体とのネットワークが築かれている点があげられる．具体的には，クラ
スター8 や 10 のようにクラブ同士や地域スポーツ団体間でみられた主体的に課題解決に
取り組む姿勢や，クラスター7 のように行政や体育協会と積極的な関係性を築くことによ
り，クラブの事業に社会的な信頼をもたらそうという姿勢がみられた．藤田（2012）は，
法人格取得の割合が高く，比較的クラブ規模が大きい総合型クラブにおいて，他団体や組
織と構築しているネットワークからの外部資源を有効活用して障害者の受け入れを進めて
いることを指摘している．さらに，クラスター5 や 6 のように，他団体との協働を進めて
いることがうかがえる．このような取り組みは，先行研究で指摘されている社会的信頼の
向上（行實・清水，2003；内藤，2006）や社会的認知度の向上（菊池・権田，2005；内藤，
2006）を促すと考えられ，クラブマネジャーを含めた関係者間の信頼関係の構築に寄与す
ると推察される．第 2 に，対象クラブがクラブの物的資源である活動拠点を媒介としてネ
ットワークを構築している点があげられる．例えばクラスター4，9 のように，地域スポー
ツの活動拠点となる公共スポーツ施設や学校体育施設の利用調整を通して，クラブ外の地
域スポーツ団体間のネットワークにおいて中心的立場に立っている．松橋・金子（2012）
は，NPO 法人格クラブを有している総合型クラブが学校体育施設開放事業の管理を担う
ことにより，行政と総合型クラブの取り組みの好循環が施設の有効活用につながることを
示唆している．これには，行政の方策として総合型クラブへの委託が前提となるが，その
ためには，クラブが日々の運営において地域スポーツ振興という規範に則り，地域社会か
らの社会的信頼を積み重ねていくことが不可欠であろう．第 3 に，クラブ運営において財
源や人材の確保に向けて，ネットワークの活用を目指している点があげられる．クラブの
財政基盤を整える上で，教室事業等の収益事業の充実や，指定管理者となっているクラブ
は継続しての事業の受託を念頭において行政との連携を重要視している姿勢がクラスター
1 や 2 に表れている．これは，外部との連携による多様な資源の活用（藤田，2012），行政
からの委託金や寄付金による財政基盤の強化（行實・清水，2003，内藤，2006）という総
合型クラブにおける NPO 法人格の取得のメリットと一致している．西原（2012）が指摘
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するように，クラブマネジャーがクラブ運営を実践する中でクラブ外部とのネットワーク
の必要性や有効性に気づき，異なる組織・団体による橋渡し型のソーシャル・キャピタル
（稲葉，2007）をクラブ運営に積極的に活用している現状がうかがえる．  
 任意団体クラブのケースにおけるクラブマネジャーのソーシャル・キャピタルの特徴
は，第 1 に，クラブ内部の団体とのネットワークと行政・地域団体とのネットワークを
構築している点があげられる．クラスター7 が示しているように，総合型クラブ設立以前
からの地域スポーツ団体，いわゆる既存団体がクラブ内に所属している形態のため，クラ
ブ内部での活動調整等で信頼関係を保つことに腐心していることがうかがえる．これを荒
井（2003）によるチームとクラブの違いにもとづいて述べれば，クラブ内部の既存団体
がチームに相当し，チームを取り巻くクラブの機能の大半が内部の調整に向けられると状
態になっている．クラスター9 においては，行政窓口の教育委員会やコミセンのような地
域スポーツ団体とも一定の関係性を構築していることが示された．NPO 法人格クラブの
ケースほどではないものの，比較的クラブ規模が小さい中で，拠点地域において行政や地
域団体との間に社会的な信頼関係を築いていることがうかがえる．こういったクラブ内部
や限られた地域での信頼関係の構築により，口コミの有効性（クラスター6）が際立って
おり，広報誌のような公式情報とのギャップ（クラスター5）が生じているといえる．第
2 に，限られた活動拠点施設において施設利用の調整を前提としたネットワークが構築さ
れていることがあげられる．具体的にはクラスター1 や 2 のようにクラブが活動調整を行
っているが，多くのクラブで既存団体を抱えており限られた場所での活動の調整の意味合
いが強くなり，限られた人のためのクラブとなりかねない．これは柳沢（2008）が述べ
るスポーツの特性による閉鎖性を示しており，同質性の高い構成員による信頼関係の高ま
りにより結束型のソーシャル・キャピタル（稲葉，2007）の形成による排他的な性格を
生み出すことにもつながる．この閉鎖性を乗り越えて，総合型クラブが備える公共性を達
成するべく活動場所の確保（クラスター3）に苦心しているクラブマネジャーの姿がうか
がえる．第 3 に，クラブ運営における課題解決のためにクラブ外部とのネットワーク構
築の必要性を感じていることがあげられる．クラスター8 に表れているように，クラブ運
営を担うスタッフやクラブの教室事業を担当する指導者に関して，世代交代の必要性を運
営課題として認識している．西原（2012）が述べるように，クラブマネジャーがクラブ
外部とのネットワークの必要性に気づき，他者との関係構築という学びの過程にあり，直
面しているクラブ運営の課題解決につながる多様な資源を，外部組織・団体とのネットワ
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ーク構築に求めているといえる．  
 
第 5 節 論議 
 本章の研究では，総合型クラブのクラブマネジャーにおいて形成されるソーシャル・キ
ャピタルの NPO 法人格の有無による特徴から，以下のようなクラブの運営課題が明らか
となった．第 1 に，総合型クラブの NPO 法人格取得により，クラブマネジャーが行政や
地域スポーツ団体，各種地域団体とのネットワークを構築し，その組織・団体間での多様
な協働体制において調整役を担うほどのソーシャル・キャピタルを形成していた点である．
これは，総合型クラブの NPO 法人格取得におけるメリットとして示された，社会的信頼
の向上（行實・清水，2003；内藤，2006）や社会的認知度の向上（菊池・権田，2005；内
藤，2006），外部との連携による多様な資源の活用（藤田，2012）といった点を支持して
いる．クラブマネジャーは，クラブ運営の実践において外部とのネットワークの有効性に
気づき，多様な協働体制の中で社会的信頼や規範意識が高まり，ソーシャル・キャピタル
を形成してきたといえる．また，藤井（2012）は，NPO 法人の社会的な存在意義として
「新たな起業家の苗床」，「『新しい公共』の担い手」，「市民の社会参加の促進」，「雇用の創
出」をあげている．これらを踏まえると，クラブマネジャーが総合型クラブの運営を通し
てソーシャル・キャピタルを形成することは，地域スポーツ振興や地域課題に対する新た
な事業を喚起し，多様な地域住民の参画を促す可能性をもっていると考えられる．一方で，
総合型クラブ NPO 法人化に関しては，会員によるボランタリズム醸成の妨げ（行實・清
水，2003；内藤，2006）やサービスの提供・被提供という会員の二層化（内藤，2006）と
いう重要な課題も指摘されていることから，短期的な収益を重視するなどの過度に経営的
視点で NPO 法人化を行うことは控えるべきであろう．したがって NPO 法人格クラブの
クラブマネジャーは，会員や地域住民の意向を汲んで信頼関係を築き，地域スポーツ振興
や地域課題に対して長期的視点で地域生活に寄与するというソーシャル・キャピタルの形
成されることが望ましい．  
 第 2 に，NPO 法人を取得していない任意団体の総合型クラブのクラブマネジャーにお
いては，閉鎖的なソーシャル・キャピタルの形成が進む可能性と，開放的なソーシャル・
キャピタルの形成の必要性を認識している点である．本章の研究結果から，任意団体クラ
ブのクラブマネジャーは NPO 法人格クラブのクラブマネジャーに比べて，会員や行政関
係者，地域団体関係者との信頼関係を構築しやすい傾向が示された．この状況で，限られ
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たクラブの資源，特に，活動において不可欠な活動拠点施設の利用を調整することになり，
柳沢（2008）が指摘する閉鎖性につながる可能性がみられた．これは，Portes and Landolt
（1996）が指摘したソーシャル・キャピタルの内部指向性による排他的な性格を帯びた負
の側面にあたるといえる．したがって，本章の研究結果からも任意団体クラブのクラブマ
ネジャー達は現状におけるクラブの各種資源では限界を感じている言説がみられたことか
ら，クラブ外部との関係構築によって得られる実働するネットワークの必要性について学
びの過程（西原，2012）にあるといえる．今後のクラブの支援のあり方として，クラブの
運営課題や地域課題の解決に向けてクラブ間や多様な団体のネットワークの構築を促し，
そこで得られる人的資源や物的資源の模索を図っていくことが必要といえる．一方，クラ
ブの規模が比較的小さいことから，地域団体関係者や学校関係者，クラブ会員とは顔の見
える状態となり，クラブ運営においては互助的な関係性を構築しやすいともいえる．クラ
ブ外部との連携・協働体制を模索することで，稲葉（2007）が示した橋渡し型のソーシャ
ル・キャピタルが形成され，限られたクラブの運営資源による閉塞感を打破する契機にも
つながるであろう． 
 第 3 に，クラブマネジャーをはじめとしたクラブ関係者が形成するソーシャル・キャピ
タルに着目することで，総合型クラブの育成の支援活動に寄与できる点である．NPO 法人
格クラブにおいては，クラブマネジャーは多様な組織・団体との間に橋渡し型のソーシャ
ル・キャピタル（稲葉，2007）を形成する傾向にあることが示された．NPO 法人，また総
合型クラブという組織の性格上，公益性の確保，行政と民間企業だけで対応しきれない地
域スポーツ活動のニーズに対しての補完的役割が期待されている（菊池・権田，2005）た
め，多様なつながりを生み出す橋渡し型のソーシャル・キャピタルを意識した支援のあり
方が望ましいといえる．一方，Coleman（1988）が指摘するように，相互の互酬性の規範
が希薄になる可能性もはらんでいる．これは，ボランタリズムの弱体化・正会員と一般会
員の二層化・クラブ設立理念との乖離（行實・清水，2003）といった総合型クラブの NPO
法人化のデメリットとも共通する．したがって，NPO 法人格クラブのクラブマネジャー
は，拠点地域における住民や多様な地域団体を巻き込んでクラブの明確なビジョンを描き，
共有していくことが必要といえる．そして，クラブ運営を通しての地域スポーツ振興への
貢献はもちろんのこと，公益性の高い地域課題への協働を促す動機づけを行うような育成
支援が重要といえる．  
任意団体クラブにおいては，クラブマネジャーが限られたクラブの運営資源を背景に，
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結束型のソーシャル・キャピタル（稲葉，2007）を形成する可能性が示唆された．文部科
学省（2013）では解散等クラブ数として 59 クラブ，文部科学省（2014a）では統合・解散
等クラブ数として 147 クラブがあげられていることを鑑みると，大半を占める任意団体ク
ラブにおいて，その組織規模や運営体制について見直しが行われているといえる．この現
状を鑑みるに，比較的クラブ規模の小さい任意団体クラブを NPO 法人化することによる
クラブ基盤の強化は有効な手段として考えられる．しかし，NPO 法人化の際には，経営的
な観点から安易に行政からの事業の委託等による財源確保のみを目的とすると，田中
（2006）が批判している行政の下請け化につながり，内藤（2006）や行實・清水（2003）
が指摘するように地域住民が主体となるクラブ運営からは遠ざかることになる．さらに，
行政とクラブ間での癒着を引き起こすようなソーシャル・キャピタル負の側面（Portes and 
Landolt，1996）を生み出す可能性も否定できない．また，総合型クラブの NPO 法人化は，
ある程度組織が成熟してから行うべきである（内藤，2006）という主張もある．クラブの
現状における運営体制を考慮し，クラブ設立段階で掲げた地域スポーツにおける課題を主
体的・自立的に解決できる，もしくは改善できる手段として有効であれば NPO 法人化を
導入すべきであろう．もちろん NPO 法人化の後も，柳沢（2002）が掲げる身の丈に合っ
た規模のクラブづくり，内藤（2011）が示す NPO 法人化によるメリットとデメリットの
バランスを念頭に置いたクラブ運営が必須となる．たとえ任意団体クラブにおいて NPO
法人化を導入しなくとも，クラブマネジャーをはじめとしたクラブ関係者に向けて，近隣
のクラブ，地域スポーツ団体，地域団体と必要に応じて協働できるネットワーク形成への
動機づけをもたらす支援は重要であろう．その結果として，スポーツに限らず，多様な団
体が地縁的な結びつきで機能するネットワーク型の組織が形成され，多面的に公益性の高
い事業を生み出す動機づけともなりうるだろう． 
今後の研究課題として，地域スポーツを対象としたソーシャル・キャピタルの更なる把
握を進めるために，本章の研究において行われた質的アプローチで得られた結果をもとに，
ソーシャル・キャピタルを定量的に測定する尺度の開発が課題となってくる．さらに，開
発された尺度を用いて，より広域におよぶクラブを対象とした調査を行い，得られたデー
タと質的アプローチによって得られたデータから，信頼性・妥当性の検証，ならびにクラ
ブ運営においていかに有効であるかを検証することが求められる．  
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注 
1 「トライアンギュレーション」とは，佐藤（2005）によると 1 つの現象に関する研究
において，研究方法，データ収集方法，調査者，理論的視点が異なっているものを組み
合わせるプロセスである．本章の研究においては，研究者 3 名の視点が入った「研究者
のトライアンギュレーション」を採用している．研究代表者は，公益財団法人日本体育
協会の公認資格であるアシスタントマネジャーを取得し，元広域スポーツセンターの職
員である．また共同研究者 2 名に関しては，総合型クラブにおいての研究経験があり，
居住地である県のクラブアドバイザー事業を 10 年継続しており，各地の総合型クラブ
について十分な知識を備えている．本章の研究においては，研究代表者が調査項目の作
成，インタビュー調査の実施を行い，共同研究者はその調査の結果を受けて，各自の研
究経験，アドバイザー事業経験を踏まえながら，研究代表者を交えて議論を行った．  
 
2 本章の研究において，実際にインタビュー調査で用いた文言としては以下の表 4-6 の
とおりである．  
 
表 4-6 本章の研究におけるインタビュー調査の質問項目  
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第 1 節 緒言 
 第 2 章において，総合型クラブの運営に対してクラブマネジャーが形成するソーシャル・
キャピタルの影響を検証する際の研究課題を示し，本章では，ソーシャル・キャピタルを
資本として捉え，総合型クラブの運営・活動に有効であるかを定量的に検証する．第 3 章
では，クラブマネジャーが形成するソーシャル・キャピタルを定量的に測定し，クラブ運
営に対する地域住民との信頼関係や互酬性の規範の共有，地域スポーツ団体関係者とのネ
ットワークの重要性が示された．しかし，総合型クラブの運営評価とソーシャル・キャピ
タルの測定尺度に関して，他の測定尺度の内容や日常的にクラブの育成支援を担当してい
る行政担当者等による意見も踏まえながら検討する必要性が示された．第 4 章では，クラ
ブマネジャーが形成するソーシャル・キャピタルの特徴を質的に検証した．具体的には，
クラブ形態に着目した比較から，NPO 法人格クラブでは橋渡し型のソーシャル・キャピタ
ル，任意団体クラブでは結束型のソーシャル・キャピタルが形成される傾向が示され，ク
ラブ形態による特徴が示された．また，これらの知見を踏まえて，クラブマネジャーが地
域住民や地域団体関係者，地域スポーツ団体，行政関係者との間にソーシャル・キャピタ
ルを形成し，地域スポーツ振興や地域課題に対する協働へ向けた動機づけを高めるような
育成支援が重要な視点として示された．第 1 章で述べたとおり，地域課題を明らかにしな
がら創造的な取り組みが必要であり，長期的な視点で成果をもたらすことが重要である総
合型クラブの運営においては，動機づけの中でもクラブマネジャー自身の内発的動機づけ
を高めることがクラブ育成支援として不可欠であろう．したがって，本章の研究ではクラ
ブマネジャー自身のクラブ運営に対する内発的動機づけを交え，クラブ形態の違いを考慮
しながらソーシャル・キャピタルのクラブ運営に対する影響を検証する．  
ソーシャル・キャピタルの形成が総合型クラブの運営に寄与することを実証的に検証す
るうえで，Boix and Posner（1993）は，Putnam（1993）の知見を受け，ソーシャル・キ
ャピタルが行政のパフォーマンスを高めるうえで，媒介する要因が存在する可能性を指摘
している．Ryan and Deci（2000）は，内発的動機づけを促進する要因として自律性と有
能感，関係性という要因をあげている．これを受けて Moran（2005）は，他者との間に高
い信頼関係が構築され，相互作用で価値の交換が行われると，協力関係に積極的になるこ
とを示している．石塚（2013）は，信頼や規範意識といったソーシャル・キャピタルの形
成が自律的な活動を促すことを示唆している．これらから，総合型クラブマネジャーのソ
ーシャル・キャピタルが形成されることで，クラブ運営への内発的動機づけを媒介してク
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ラブ運営評価を高める可能性が考えられる． 
したがって本章の研究は，地域スポーツの推進を担う総合型クラブを対象とし，クラ
ブマネジャーのソーシャル・キャピタルと内発的動機づけ，およびクラブ運営評価の
関連性を検証するという学術的意義がある．また，これらの関連性を NPO 法人格の有
無による比較によって検証することにより，クラブの組織形態ごとの支援に向けての
有益な知見が得られるという社会的意義がある．本章の研究の目的は，総合型クラブに
おいて，クラブマネジャーのソーシャル・キャピタルと内発的動機づけがクラブの運営評
価に及ぼす影響を明らかにすることである．具体的には，クラブマネジャーのソーシャル・
キャピタルを独立変数，内発的動機づけを媒介変数として，従属変数であるクラブ運営評
価に対する影響を NPO 法人格の有無による比較を通して明らかにすることである．  
 
第 2 節 先行研究の検討 
 1．ソーシャル・キャピタル  
 ソーシャル・キャピタルを定量的に検証する研究は知見が蓄積されつつあるが，ソーシ
ャル・キャピタルを測定するうえでの定義や代替変数についてコンセンサスがない．
Ostorm and Ahn（2003）は，その要因として国・行政区分等の集団レベルに着目する場
合と，個人・組織等の個人レベルに着目する場合があることを指摘している．本研究にお
いては，総合型クラブの運営評価に対するクラブマネジャーが形成するソーシャル・キャ
ピタルの影響を検証している．クラブマネジャーという個人が各種団体や地域住民と形成
するソーシャル・キャピタルに焦点を当てるため，Coleman（1988）の主張に沿って，ソ
ーシャル・キャピタルを「個人に協調行動を起こさせる，信頼・互酬性の規範という性格
を持ち，個人間の人間関係に構造的に存在する社会的ネットワーク」と定義している．  
また Uphoff（2000）は，Coleman（1988）によるソーシャル・キャピタルの定義をも
とに，信頼や互酬性の規範といった心理的に認識する側面を認知的ソーシャル・キャピタ
ル，人と人とのつながりを示す社会的ネットワークを構造的ソーシャル・キャピタルとし
て分類し，両者は相補完的な関係にあることを述べている．稲葉・山口（2009）は，認知
的ソーシャル・キャピタルと構造的ソーシャル・キャピタルの測定項目を設定し，クラブ
代表者のソーシャル・キャピタルがクラブ運営評価に及ぼす影響を検証している．分析の
結果，認知的ソーシャル・キャピタルである信頼と，構造的ソーシャル・キャピタルであ
るスポーツ関係者とのネットワークがクラブ運営に有益であることが示された．したがっ
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て本章の研究では，総合型クラブのクラブマネジャーを対象とし，クラブマネジャー個人
が他者・他団体との関係性において形成し，認知的・構造的という 2 つの側面をもつソー
シャル・キャピタルを検証する．  
 
 2．内発的動機づけ  
 鹿毛（1994）は，内発的動機づけの研究が教育，臨床・障害，職務，レジャー・スポー
ツなどの研究領域へと広がっていると述べている．その中でも職務における内発的動機づ
けについては，Amabile（1985）の知見から，堀江ら（2007），Osterloh and Frey（2010）
が創造的な成果をもたらすうえで，デシ（1980）があげた自らが有能で自己決定的である
という内発的動機づけの特性が重要であると指摘した．Ryan and Deci（2000）は，内発
的動機づけを促進する要因として自律性，有能感，関係性という要因を提示している．自
律性とは，自己決定し，自由に自発的に行動できる状態，有能感とは，自己の置かれた環
境や活動において効果的である状態，関係性とは，支援し，支援される信頼関係を持って
いる状態である（堀江ら，2007，p．2）．Ryan and Deci（2000）は，内発的動機づけは自
律性を主要因として向上すると述べており，自律性が満たされている状態は，自身の価値
観や判断基準に沿って行動，判断できている状態といえる．Coleman（1988）がソーシャ
ル・キャピタルの要因としてあげている互酬性の規範も，地域生活に公益性をもたらす自
律性の一側面と捉えることができるであろう．さらに，地域生活における住民・地域団体
との信頼関係で結ばれたネットワークは関係性の一側面であり，地域生活での有能感を得
ることにつながる．したがって，ソーシャル・キャピタルにも Ryan and Deci（2000）が
示す内発的動機づけを高める要因の一部が含まれていると考えられる．石塚（2013）は，
Weis et al.（1967）を参考にした堀江ら（2007）の内発的動機づけの尺度を援用し，信頼
や規範意識が構築された企業内の個人間のソーシャル・キャピタルの形成が，より自発的
で自律的な活動に向けた内発的動機づけにつながることを実証している．したがって，地
域の特性に応じた創造的な取り組みを通して貢献することが期待されている総合型クラブ
においては，クラブマネジャーらの運営スタッフの内発的動機づけを高めるうえで，ソー
シャル・キャピタルの有効性が推察される．  
 
 3．クラブ運営評価  
 総合型クラブの運営評価に関しては，スポーツ基本計画（文部科学省，2012）において，
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組織的・財政的に自立したクラブ運営を目標として掲げていることもあり，実践的な必要
性から評価指標が提示されている．水上（2002）や山口ら（2007）は，クラブ運営を多角
的に評価した指標を提示している．水上（2002）は，「人口統計的環境」，「社会文化的環
境」，「施設面の環境」，「人材」，「政治的・行政面の環境」，「運営理念」，「会員・ファン・
サポーターへのサービス」，「利害関係」，「行政・政治」という 9 因子 47 項目の評価指標
を示している．これらは，総合型クラブが地域への公益的活動を目的とした組織であると
いう観点からの基本的チェック項目であるとしている．また山口ら（2007）は，「スポーツ
クラブ 21 ひょうご」事業により設立されたクラブの促進・阻害要因を検証するため，「サ
ービス機能」，「自立度」，「ネットワーキング」，「設立効果」の 4 因子 13 項目の評価指標
を設定し，クラブアドバイザー事業における評価票として用いられている．稲葉・山口
（2009，2014）は，山口ら（2007）の指標を援用し，クラブ運営評価に対するクラブ代表
者のソーシャル・キャピタルの影響を検証している．総合型クラブの運営評価に関しては
学術的には十分な検証が進んでいるとはいえないことから，実践的な評価指標をベースに
して，妥当性・信頼性を検証しながら本章の研究に援用する．  
 
 4．仮説モデルの設定  
 本章の研究の目的は，総合型クラブにおいて，クラブマネジャーのソーシャル・キャピ
タルと内発的動機づけがクラブの運営評価に及ぼす影響を明らかにすることである．具体
的には，総合型クラブのクラブマネジャーを対象としたソーシャル・キャピタルを測定し，
内発的動機づけを媒介としたクラブの運営評価に対しての影響を検証し，NPO 法人格ク
ラブと任意団体クラブの 2 群間でモデル内の変数間の影響を比較することである．  
 Ryan and Deci（2000）は，内発的動機づけを促進する要因として自律性と有能感，関
係性という要因をあげており，Coleman（1988）が定義するソーシャル・キャピタルにも
これらの要因の一側面が含まれると推察される．さらに，NPO 法人格クラブと任意団体ク
ラブを比較する観点から，第 4 章では NPO 法人格クラブのクラブマネジャーは外部との
ネットワーク構築を積極的に進め，任意団体クラブのクラブマネジャーは地域内での互助
関係の構築に根差したクラブ運営を進めていることを指摘していた．これらは，NPO 法人
格クラブにおいては構造的ソーシャル・キャピタル，任意団体クラブにおいては認知的ソ
ーシャル・キャピタルの形成が進みやすいことを示唆している．したがって，以下の仮説
を設定した．  
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 仮説 1：認知的ソーシャル・キャピタルは，内発的動機づけに正の影響を及ぼす．  
 仮説 1’：任意団体クラブの方が NPO 法人格クラブと比べて，認知的ソーシャル・キャ
ピタルが内発的動機づけに及ぼす正の影響が強い．  
 仮説 2：構造的ソーシャル・キャピタルは，内発的動機づけに正の影響を及ぼす．  
 仮説 2’：NPO 法人格クラブの方が任意団体クラブと比べて，構造的ソーシャル・キャピ
タルが内発的動機づけに及ぼす正の影響が強い．  
 
Burt（1992）は，ソーシャル・キャピタルには個人が成果を出すうえでの有用性があり，
組織の内外におけるソーシャル・キャピタルの形成が，創造的な成果や発見につながるこ
とを主張している．そして稲葉・山口（2009）は，クラブ代表者のソーシャル・キャピタ
ルがクラブ運営評価に影響を及ぼすことを実証している．これらより，クラブマネジャー
のソーシャル・キャピタルが形成されると，クラブ運営評価が高まると考えられる．さら
に第 4 章では，NPO 法人格クラブにおける構造的ソーシャル・キャピタルの形成，任意団
体クラブにおける認知的ソーシャル・キャピタルの形成という特徴が示されたため，以下
の仮説を設定した．  
 
 仮説 3：認知的ソーシャル・キャピタルの形成が進むと，クラブ運営評価に正の影響を  
及ぼす． 
 仮説 3’：任意団体クラブは NPO 法人格クラブと比べて，認知的ソーシャル・キャピタ   
     ルがクラブ運営評価に及ぼす正の影響が強い．  
 仮説 4：構造的ソーシャル・キャピタルの形成が進むと，クラブ運営評価に正の影響を  
及ぼす． 
 仮説 4’：NPO 法人格クラブは任意団体クラブと比べて，構造的ソーシャル・キャピタル  
がクラブ運営評価に及ぼす正の影響が強い．  
 
 Amabile（1985）は，内発的動機づけが創造的な活動を促進する重要な要因であると述
べている．西原（2012）と作野（2000）によれば，総合型クラブの運営は地域課題と向き
合った実践の中で創造性が求められる．そのため充実したクラブ運営を行ううえでは，運
営に携わる当事者の内発的動機づけを高めることが重要である．また NPO 法人格取得に
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よって，権利義務の主体となる点（内藤，2006），社会的信頼の向上（内藤，2006；行實・
清水，2003）等のメリットがあげられ，クラブ運営に対する自律性は NPO 法人格クラブ
の方が高いと推察される．したがって，以下の仮説を設定した . 
 
仮説 5：内発的動機づけが高まることにより，クラブ運営評価に正の影響を及ぼす． 
仮説 5’：NPO 法人格クラブの方が任意団体クラブに比べて，内発的動機づけがクラブ運  
営評価に及ぼす正の影響は強い．  
 
 仮説 1 から 5 をもとに，図 5-1 の仮説モデルを設定した．さらに，NPO 法人格クラブと
任意団体クラブの 2 群間においてモデル内の変数間の影響の強さの差を比較し，仮説 1’か
ら 5’について検証した． 
 
図 5-1．クラブ運営評価に影響を及ぼす要因に関する仮説モデル  
 
第 3 節 研究方法 
1．調査内容 
表 5-1 は，本章の研究における調査項目を示しており，クラブ運営評価（36 項目），
ソーシャル・キャピタル（認知的ソーシャル・キャピタル：14 項目，構造的ソーシャ
ル・キャピタル：19 項目），内発的動機づけ（5 項目），NPO 法人格の取得，個人的属
性から構成されている．特に，クラブ運営評価とソーシャル・キャピタルの項目につい
認知的ソーシャル・キャピタル
構造的ソーシャル・キャピタル
・
・
・
・
・
・
クラブ運営評価
内発的動機づけ
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ては，第 3 章の段階では検討の余地があったため，クラブ運営評価に関しては第 3 章
で採用した測定尺度（山口ら，2007）に水上（2002）の測定尺度を，ソーシャル・キ
ャピタルに関しては第 3 章で採用した測定尺度（Grootaert et al.，2004；内閣府，2003）
に Okayasu et al.（2010）を加え，内発的動機づけに関しては Weis et al.（1967）を
参考に調査項目を設定した．これらの項目について，兵庫県内の市町において日常的
に総合型クラブの育成支援を行っているスポーツ推進担当者 4 名から項目の追加や表
記の変更についての意見を得て（各 30～60 分程度），項目を整理した．その後，研究
代表者，共同研究者，および研究代表者が所属する大学院の大学院生（4 名）のトライ
アンギュレーション注 2 による検討を経て，質問紙で用いる調査項目として定めた．  
各変数の操作定義として，クラブ運営評価と認知的ソーシャル・キャピタルに関し
ては，「大いにそう思う」から「まったくそう思わない」までの 4 段階尺度を設定し，
4 点から 1 点として点数化を行った．構造的ソーシャル・キャピタルに関しては，対
象とのつきあいの頻度について「週に 2 日以上」から「年に 1 日以下」までの 4 段階
尺度で設定し，4 点から 1 点として点数化を行った．内発的動機づけに関しては，ク
ラブ運営に携わる内発的動機づけについて「大いにそう思う」から「まったくそう思わ
ない」までの 5 段階尺度で設定し，5 点から 1 点として点数化を行った．NPO 法人格
の取得に関しては，所属しているクラブの NPO 法人格取得の有無についてたずねた．
個人的属性に関しては，クラブマネジャー自身の性別，年齢，現居住地域の居住年数
（以下「居住年数」と略す），クラブ運営に携わっている年数（以下「運営年数」と略
す），職業についてたずねた．  
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表 5-1．本章の研究における変数，操作定義，及び尺度  
 
 
 
操作定義 尺度
・クラブ運営評価の自己評価36項目
　1.体力に応じた活動に参加　2.複数の活動へ参加可能
　3.健康づくりを目的とした活動　4.幅広い活動内容が選択可能
　5.会員のニーズが反映されている　6.会員間の交流する機会
　7.地域住民を対象とした活動　8.小学生以下の会員が活動
　9.中学生・高校生の会員が活動　10.成人の会員が活動
　11.高齢者の会員が活動　12.障がい者の会員が活動
　13.クラブハウスの確保　14.クラブハウスは自由に使用
　15.活動場所の確保　16.自主的に運営する体制
　17.運営体制は組織化　18.運営に必要なスタッフを確保
　19.運営に専門的に携わる人　20.地域住民が運営に参画
　21.十分な会費設定　22.収益を得るための事業
　23.地元の営利団体からの支援　24.助成金申請に積極的
　25.他クラブとの連携　26.各種スポーツ団体との連携
　27.各種学校との連携　28.各種地域団体との連携
　29.行政からの支援体制　30.地域のスポーツ活動の調整
　31.会員への広報　32.地域住民への広報
　33.必要な指導者の確保　34.一貫した指導体制
　35.指導者の質を向上させる取り組み　36.安全管理体制の整備
について，「大いにそう思う」を4点～「まったくそう思わない」を1点
として点数化
　4.大いにそう思う
　3.まあそう思う
　2.あまりそう思わない
　1.まったくそう思わない
認知的
ソーシャル・
キャピタル
・認知的ソーシャル・キャピタル14項目
　1.地域の人々は信頼できる　2.地域の人々は大半が正直
　3.お互いに良い関係を築いている　4.地域で生活していると不安
　5.地域の人々は助けてくれる　6.地域に関する相談を受ける
　7.行政の取り組みは上手くいっている　8.地域活動に関心
　9.地域のために役に立ちたい　10.地域活動によく参加
　11.地域活動の話し合いによく参加　12.地域活動への物質的支援
　13.地域の問題解決に協力　14.地域のルールは守らないといけない
について，「大いにそう思う」を4点～「まったくそう思わない」を1点
として点数化．ただし，「4.地域で生活していると不安」については，
点数を逆転している
　4.大いにそう思う
　3.まあそう思う
　2.あまりそう思わない
　1.まったくそう思わない
構造的
ソーシャル・
キャピタル
・構造的ソーシャル・キャピタル19項目
　1.近隣の住民　2.友人・知人　3.親類　4.自治会関係者
　5.高齢者団体関係者　6.女性団体関係者　7.子ども団体関係者
　8.PTA関係者　9.商工業者組織関係者　10.文化活動団体関係者
　11.クラブの会員　12.他のクラブ関係者　13.行政のスポーツ担当職員
　14.スポーツ推進委員　15.市町村競技団体関係者
　16.スポーツ少年団関係者　17.レクリエーション活動団体関係者
　18.各種学校関係者　19.公共スポーツ施設職員
に対してのつきあいの頻度を，「週に2日以上」を4点～「年に1日以下」
を1点として点数化
　4.週に2日以上
　3.週に1日以下，月に2日以上
　2.月に1日以下，年に2日以上
　1.年に1日以下
・内発的動機づけ5項目
　1.現在の活動から達成感　2.能力を現在の活動に活かせている
　3.今後も続けていきたい　4.忙しく活動できることは良い
　5.さらに難しい活動に取り組みたい
について，「大いにそう思う」を5点～「まったくそう思わない」を1点
として点数化
　5.大いにそう思う
　4.まあそう思う
　3.どちらでもない
　2.あまりそう思わない
　1.まったくそう思わない
・対象クラブのNPO法人格の取得
　1.はい
　2.いいえ
性別 ・サンプルの性別
　1.男性
　2.女性
年齢 ・サンプルの年齢 　実数
現居住地域に
おける居住年数
・現居住地域におけるサンプルの居住年数 　実数
クラブ運営に
携わっている年数 ・サンプルがクラブ運営に携わっている年数 　実数
職業 ・サンプルの職業
　1.クラブマネジャー（有給）
　2.農林漁業　3.自由業・商工自営
　4.勤め人（正規の社員・職員）
　5.勤め人（パート・アルバイト）
　6.専業主婦　7.退職・無職
　8.その他
変数
クラブ運営評価
ソ
ー
シ
ャ
ル
・
キ
ャ
ピ
タ
ル
内発的動機づけ
個
人
的
属
性
NPO法人格の取得
96 
 
 2．調査対象 
本章の研究において対象クラブを抽出する際，スポーツ振興基本計画（文部省，2000）
においてあげられている総合型クラブの特徴のうち，多種目，多世代，自主運営という活
動状況をインターネット上にて確認を行った．具体的には，まず，クラブが独自で問い合
わせの対応や広報の体制が整っていることを確認するべく，総合型クラブが自主的に運営
するホームページが確認できるクラブを抽出した．その理由として，クラブ所在地である
市区町村の行政窓口にクラブのホームページが掲載されているケースでは，クラブの問い
合わせ先がそのまま行政窓口となっている場合もみられ，総合型クラブの地域住民による
自主運営という観点からは十分とはいえないためである．また，郵送法による質問紙調査
を想定した際に，クラブ窓口の住所をクラブのホームページから把握し，回収率の向上を
図ったことも理由としてあげられる．そして，多種目と多世代について，日本スポーツ振
興センターが総合型地域クラブ活動助成の活動実績としてあげている 3 種目以上の活動実
施と，活動種目の対象として“子ども向け”，“一般向け”，“シニア向け”などの表記から
子ども，成人，高齢者までが活動対象として含まれて活動がなされていることを，該当ク
ラブのホームページ上で確認した．  
その結果，文部科学省（2013）における創設済みクラブのうち休止中の 32 クラブを除
いた 3,205 クラブから一般社団法人等の NPO 法人以外の法人格を有する 67 クラブを除
いた 3,138 クラブのうち，クラブが独自でホームページを有するのは 1,143 クラブ（NPO
法人格クラブ：486；任意団体クラブ：657）であった．その中で上記の多種目・多世代の
活動状況を確認できたのは 887 クラブ（NPO 法人格クラブ：376；任意団体クラブ：511）
であり，同ホームページ上でクラブの所在地・窓口が明確になっている 816 クラブ（NPO
法人格クラブ：339；任意団体クラブ 477）を調査対象とした．  
 
 3．調査方法 
 調査方法は，郵送法による質問紙調査を採用し，調査協力の文面と調査票の表紙に
は，「クラブの運営に携わる代表者の方（クラブマネジャー，事務局長等）がご記入く
ださい」と表記注 3 し，対象とする 816 クラブの運営状況を総括的に把握している責任
者からの回答が得られるように留意した．2014 年 1 月 28 日に発送を行い，2 月 10 日
を返送締切日としたうえで，返送されなかったクラブに対して催促状を送付し回収率
の向上に努めた．回収数は 439 票（回収率 53.8%）であり，そのうち，クラブ運営評価
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36 項目，認知的ソーシャル・キャピタル 14 項目，構造的ソーシャル・キャピタル 19 項
目，内発的動機づけ 5 項目について欠損値が含まれる回答を除いた 370 票を有効回答とし
て分析に用いた．  
 
 4．分析方法 
 分析方法は，NPO 法人格クラブと任意団体クラブのサンプルの傾向を把握するため
に，性別・年齢・職業についてはクロス集計，居住年数・運営年数については t 検定を
行った．そして，クラブ運営評価と認知的ソーシャル・キャピタル，構造的ソーシャ
ル・キャピタルの尺度構成を把握するため，主因子法のプロマックス斜交回転による
探索的因子分析を用い，尺度の信頼性に関してはクロンバックのα係数を算出した．
なお，抽出された因子については，該当する項目の合成変数とし，NPO 法人格クラブ
と任意団体クラブの 2 群間において t 検定を行った．さらに，変数間の影響を NPO 法
人格クラブと任意団体クラブの 2 群間で検証するため，多母集団分析による構造方程
式モデリングを行った．なお，統計的なデータ処理には，SPSS ver.18.0，および Amos 
ver.18.0 を使用し，構造方程式モデリングを用いた際の適合度指標の基準値は，Hair 
et al.（2005）を参考にした．  
 
第 4 節 結果 
 1．サンプルの個人的属性  
 表 5-2 は，サンプルの性別，年齢，職業について，NPO 法人格クラブと任意団体クラブ
で比較したものである．性別，年齢についてはクロス集計を行い，χ2 検定の結果，統計的
に有意な差は認められなかった．すなわち，NPO 法人格クラブと任意団体クラブの両群に
おいて，性別と年齢については等質性が確認された．また，いずれのクラブにおいても，
性別は男性が 3 分の 2 以上を占めており，年齢は 50 歳代と 60 歳代が中心となっていた．
職業については，回答なしの項目がみられたためχ2 検定を行うことができなかったが，有
給のクラブマネジャーという回答が NPO 法人格クラブにおいては約 7 割（69.8%）を占
め，任意団体クラブでは約 4 割（41.6%）にとどまっていた．表 5-3 は，サンプルの居住
年数と運営年数の平均値を，NPO 法人格クラブと任意団体クラブにおいて比較したもの
である．t 検定を行った結果，居住年数は 5%水準で統計的に有意差がみられ，任意団体ク
ラブの方が高い値を示した．また，運営年数においても 5％水準で統計的に有意差がみら
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れ，NPO 法人格クラブの方が高い値を示した．  
 
表 5-2．サンプル（対象クラブのクラブマネジャー）の年齢，性別，及び職業  
 
 
表 5-3．サンプル（対象クラブのクラブマネジャー）の居住年数，運営年数  
 
 
 2．各変数の因子分析の結果  
 2．1．クラブ運営評価の探索的因子分析  
 表 5-4 は，先行研究をもとに設定したクラブ運営評価（36 項目）について探索的因
子分析（主因子法，プロマックス斜交回転）を行った結果である．  Nunnally and 
NPO法人格クラブ（%） 任意団体クラブ（%）
男性 128（70.3） 123（66.5）
女性 54（29.7） 62（33.5）
合計 182 185
NPO法人格クラブ（%） 任意団体クラブ（%）
20歳代 14（  7.7） 12（  6.5）
30歳代 28（15.5） 19（10.3）
40歳代 39（21.5） 31（16.8）
50歳代 42（23.3） 60（32.7）
60歳代 39（21.5） 49（26.6）
70歳以上 19（10.5） 13（  7.1）
合計 181 184
NPO法人格クラブ（%） 任意団体クラブ（%）
クラブマネジャー（有給） 127（69.9） 77（41.6）
農林漁業 0（  0.0） 5（  2.7）
自由業・商工自営 9（  4.9） 10（  5.4）
勤め人（正規の社員・職員） 20（11.0） 43（23.2）
勤め人（パート・アルバイト） 4（  2.2） 21（11.4）
専業主婦 1（  0.5） 2（  1.1）
退職・無職 16（  8.8） 19（10.3）
その他 5（  2.7） 8（  4.3）
合計 182 185
年齢 n.s.（χ2=8.205，d.f.=5）
職業
性別 n.s.（χ2=0.627，d.f.=1）
n mean S.D. n mean S.D.
居住年数* 179 30.94 19.64 182 36.21 19.02
運営年数* 181 8.34 6.47 184 6.91 4.81
*p＜.05
NPO法人格クラブ 任意団体クラブ
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Burnstein（1994）を元に因子負荷量が .400 以上となり，複数因子への負荷がないことを
基準に各因子を構成する項目を採用した．固有値の減衰状況と因子の解釈可能性を念頭に
置き，24 項目で 6 因子構造が妥当であると判断した．  
 抽出された 6 因子について，先行研究の結果等を参考に因子名を命名した．第 1 因子は，
クラブ外部との連携体制に関する 6 項目によって構成されているため「連携体制」と命名
した（α係数=.776）．第 2 因子は，クラブ内部の運営に関する 5 項目によって構成されて
いるため「運営体制」と命名した（α係数=.773）．第 3 因子は，クラブの活動における指
導に関する 4 項目から構成されているため「指導体制」と命名した（α係数=.798）．第 4
因子は，クラブの活動における多様性に関する 4 項目から構成されているため「活動の多
様性」と命名した（α係数=.757）．第 5 因子は，クラブハウスの活用に関する 2 項目から
構成されているため「クラブハウスの活用」と命名した（α係数=.859）．第 6 因子は，ク
ラブの活動内容の広報体制に関する 3 項目から構成されているため「広報体制」と命名し
た（α係数=.628）． 
 
表 5-4．クラブ運営評価の探索的因子分析の結果  
 
 
 2．2．クラブマネジャーが形成するソーシャル・キャピタルの探索的因子分析  
 表 5-5 と表 5-6 は，先行研究をもとに設定した，クラブマネジャーが形成する認知的ソ
ーシャル・キャピタル尺度（14 項目）と構造的ソーシャル・キャピタル尺度（19 項目）に
No. 項目 F1 F2 F3 F4 F5 F6 mean S.D.
F1 連携体制（α=.776）
27 クラブに活動にあたり、各種学校との連携を図っている .770 2.61 0.88
28 クラブの活動について、各種地域団体との連携を図っている .755 2.61 0.81
26 クラブの活動にあたり、各種スポーツ団体との連携を図っている .738 2.74 0.79
24 外部の助成金の申請を積極的に行なっている .522 2.61 1.03
25 クラブの活動にあたり、他クラブとの連携を図っている .508 2.64 0.84
30 クラブが所在する地域のスポーツ活動の調整を行っている .475 2.36 0.89
F2 運営体制（α=.773）
16 クラブを自主的に運営する体制をとっている .882 3.24 0.78
17 クラブの運営体制は組織化されている .819 3.25 0.72
18 クラブの運営に必要なスタッフは確保されている .720 2.87 0.77
19 クラブの運営に専門的にたずさわっている人がいる .604 3.07 0.85
21 クラブを運営する上で、十分な会費を設定している .526 2.55 0.77
F3 指導体制（α=798）
35 クラブにおいて指導者の質を向上させる取り組みがなされている .771 2.62 0.77
34 クラブにおいて一貫した指導体制で活動している .766 2.81 0.76
36 活動の際の安全管理体制が整っている .758 3.00 0.63
33 クラブの活動において、必要な指導者が確保されている .627 2.95 0.74
F4 活動の多様性（α=.757）
1 体力に応じた活動に参加することができる .803 3.39 0.61
2 複数の活動内容への参加が可能な体制となっている .788 3.57 0.63
3 健康づくりを目的とした活動が用意されている .760 3.54 0.61
4 幅広い活動内容が選択できている .705 3.09 0.76
F5 クラブハウスの活用（α=.859）
14 クラブハウスは会員が自由に使用できている .869 1.97 1.08
13 クラブ運営の拠点となるクラブハウスが確保されている .836 2.35 1.26
F6 広報体制（α=.628）
32 クラブの活動について地域住民に広報している .837 3.02 0.82
29 クラブの活動について、行政からの支援体制が整っている .645 2.66 0.90
31 クラブの活動について会員に広報している .607 3.25 0.79
27.344% 35.520% 42.732% 49.368% 55.633% 60.937%累積寄与率
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ついて探索的因子分析（主因子法，プロマックス斜交回転）を行った結果である．Nunnally 
and Burnstein（1994）を元に因子負荷量が .400 以上となり，複数因子への負荷がないこ
とを基準に各因子を構成する項目を採用した．固有値の減衰状況と因子の解釈可能性を念
頭に置き，認知的ソーシャル・キャピタル尺度は 10 項目で 2 因子構造，構造的ソーシャ
ル・キャピタル尺度は 13 項目で 3 因子構造が妥当と判断した．  
抽出された認知的ソーシャル・キャピタル尺度の 2 因子について先行研究の結果等を参照
に因子名を命名した．第 1 因子は，地域生活において助け合おうという考え方に関する 7
項目で構成されているため「互酬性の規範」と命名した（α係数=.824）．第 2 因子は，地
域の人々の信頼関係に関する 3 項目で構成されているため「地域的信頼」と命名した（α
係数=.845）．次に，抽出された構造的ソーシャル・キャピタル尺度の 3 因子について先行
研究の結果等を参照に因子名を命名した．第 1 因子は，地域において特定の目的で組織さ
れた団体とのつながりに関する 5 項目から構成されているため「地域団体ネットワーク」
と命名した（α係数=.813）．第 2 因子は，地域におけるスポーツ関係団体・組織とのつな
がりに関する項目から構成されているため「地域スポーツ・ネットワーク」と命名した（α
係数=.721）．第 3 因子は，学校を始めとした教育に関係する組織とのつながりに関する 3
項目から構成されているため「教育ネットワーク」と命名した（α係数=.719）． 
 
表 5-5．認知的ソーシャル・キャピタルの探索的因子分析の結果  
 
 
 
 
 
 
No. 項目 F1 F2 mean S.D.
F1 互酬性の規範（α=.824）
11 地域での活動に関する話し合いによく参加している .850 2.86 0.79
10 地域での活動によく参加している .818 3.05 0.74
8 地域で行なっている活動に関心がある .593 3.13 0.62
12 地域での活動のために、物質的（金銭・現物等）支援をする .588 2.31 0.80
6 近所の人から地域に関する相談を受けることがある .507 2.53 0.76
13 地域で問題が起きたときに、解決のために協力する .500 3.04 0.63
9 地域のために役立つことをしたい .493 3.44 0.54
F2 地域的信頼（α=.845）
2 地域の人々は、大半が正直な人だと思う .897 3.25 0.52
1 地域の人々は信頼できる .869 3.26 0.53
3 地域の人々は、お互いに良い関係を築いている .677 3.13 0.53
34.841% 49.212%累積寄与率
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表 5-6．構造的ソーシャル・キャピタルの探索的因子分析の結果  
 
 
 3．各変数の NPO 法人格クラブと任意団体クラブでの比較  
 表 5-7 は，クラブ運営評価とソーシャル・キャピタルの各因子と，内発的動機づけにつ
いて該当する項目の総和変数として算出し，NPO 法人格クラブと任意団体クラブとの間
で平均値の差を検証した結果である．クラブ運営評価に関する 6 変数のうち，5 つの変数
について統計的に有意な差が認められ，いずれの変数においても NPO 法人格クラブの方
が任意団体クラブよりも高い数値を示した．総合型クラブの NPO 法人格取得により，財
政基盤の強化（内藤，2006；行實・清水，2003），運営の円滑化（菊池・権田，2005），外
部との連携による多様な資源の活用（藤田，2012）といったメリットが，本章の研究にお
いても「連携体制」や「運営体制」，「指導体制」，「活動の多様性」の高さに表れている．
また，権利義務の主体となる点（内藤，2006）を生かしてクラブが指定管理者となり，拠
点施設の一部として「クラブハウスの活用」が進んだと考えられる．一方で，クラブの「広
報体制」については，NPO 法人格クラブと任意団体クラブとの間には統計的に有意な差は
認められなかった．  
認知的ソーシャル・キャピタル 2 変数（互酬性の規範，地域的信頼）と構造的ソーシャ
ル・キャピタル 3 変数（地域団体ネットワーク，地域スポーツ・ネットワーク，教育ネッ
トワーク）については，NPO 法人格クラブと任意団体クラブとの間では統計的に差がみら
れなかった．ソーシャル・キャピタルの形成を促す要因として先行研究では居住年数
（Putnam，1995）や職業（Glaeser，2002）があげられており，表 5-3 では任意団体クラ
ブにおいて居住年数が長く，表 5-2 では NPO 法人格クラブにおいて有給クラブマネジャ
ーが多かった．両群のクラブでソーシャル・キャピタルの形成する促進する要因を備えて
No. 項目 F1 F2 F3 mean S.D.
F1 地域団体ネットワーク（α=.813）
5 高齢者団体（老人会等）関係者 .887 2.14 0.82
6 女性団体（婦人会等）関係者 .857 1.93 0.79
4 自治会関係者 .650 2.41 0.89
1 近隣の住民 .503 3.15 0.89
10 文化活動団体関係者 .415 1.99 0.84
F2 地域スポーツ・ネットワーク（α=.721）
13 行政のスポーツ担当職員 .742 2.96 0.87
15 市町村競技団体関係者 .720 2.29 0.88
19 公共スポーツ施設職員 .570 2.69 1.03
14 スポーツ推進委員（旧、体育指導委員） .562 2.66 0.95
12 他の地域スポーツクラブ関係者 .433 2.46 0.79
F3 教育ネットワーク（α=.719）
8 PTA関係者 .633 1.99 0.84
18 各種学校関係者 .626 2.47 0.87
7 子ども団体（子ども会等）関係者 .559 2.19 0.88
32.548% 43.553% 46.876%累積寄与率
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いたが，明確な差をもたらすには至っていなかった．  
 クラブマネジャーの内発的動機づけは，NPO 法人格クラブの方が任意団体クラブに比
べて高い値がみられた．Ryan and Deci（2000）は，内発的動機づけを高める要因として，
自律性と有能感，関係性をあげている．NPO 法人格クラブの方が法人格を有することで権
利義務の主体となり（内藤，2006），クラブマネジャーがクラブの様々な事業を自律的に展
開することが可能となる点が，内発的動機づけを高めていると考えられる．  
 
表 5-7．クラブ運営評価，ソーシャル・キャピタル，内発的動機づけの NPO 法人格クラ
ブ・任意団体クラブ間における平均値の比較  
 
 4．クラブ運営評価に影響を及ぼす仮説モデルの NPO 法人格クラブ・任意団体クラブ間
での比較 
 総合型クラブにおいて，クラブ運営評価に対するクラブマネジャーのソーシャル・キャ
ピタルと内発的動機づけの影響を示した仮説モデル（図 5-1）をもとに，NPO 法人格クラ
ブと任意団体クラブの 2 群間において多母集団分析による構造方程式モデリングを行った．
表 5-8 は，分析対象とするモデルを選出するために，狩野・三浦（2007）を参考に等値制
約をおいた 5 つのモデルを設定した内容を示している．各モデルの適合度を Hair et al.
（2005）が示す基準値と比較したところ，RMSEA（基準値≦.080）についてはすべての
モデルが基準を満たしたが，χ2／d.f.（2.00≦基準値≦3.00）と CFI（基準値≧ .900）は基
準値を満たさなかった．したがって，CFI が比較的基準値に近かったモデル 0 とモデル 1
のうち，RMSEA がより低い数値で，AIC も比較的低い数値を示していたモデル 1 を採用
n mean S.D. n mean S.D.
 連携体制 184 16.53 3.53 186 14.70 3.41 ***
 運営体制 184 16.03 2.42 186 13.93 2.83 ***
 指導体制 184 11.94 2.26 186 10.88 2.13 ***
 活動の多様性 184 13.93 1.85 186 13.34 2.00 **
 クラブハウスの活用 184 4.89 2.24 186 3.85 2.04 ***
 広報体制 184 9.13 1.83 186 8.78 1.87 n.s.
 互酬性の規範 184 20.63 3.47 186 20.15 3.53 n.s.
 地域的信頼 184 9.70 1.42 186 9.58 1.34 n.s.
 地域団体ネットワーク 184 11.38 3.12 186 11.89 3.23 n.s.
 地域スポーツ・ネットワーク 184 13.13 2.99 186 13.18 3.23 n.s.
 教育ネットワーク 184 6.53 2.02 186 6.84 2.16 n.s.
184 19.79 3.11 186 18.71 2.95 **
**p＜.01，***p＜.001
内発的動機づけ
NPO法人格クラブ 任意団体クラブ
ク
ラ
ブ
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営
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価
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した． 
図 5-2 は，前述のモデル 1 に関して，クラブ運営評価に影響を及ぼす要因の影響の強さ
を，NPO 法人格クラブと任意団体クラブそれぞれにおいて示したものである．NPO 法人
格クラブにおいては，互酬性の規範が内発的動機づけに有意に正の影響を及ぼし，地域的
信頼，地域スポーツ・ネットワーク，ならびに内発的動機づけがクラブ運営評価に有意に
正の影響を及ぼしていた．すなわち，クラブマネジャーが互酬性の規範意識を高めること
が内発的動機づけを高めることにつながり，クラブ運営の質の向上に寄与する．そして，
クラブマネジャーと地域住民との信頼関係の構築や，地域スポーツ関係者とのネットワー
クの構築が，資源としてクラブの活動に活かされることが示された．なお，モデルの説明
力を示す決定係数（R2）は，内発的動機づけの 12%（.120），クラブ運営評価の 52%（.517）
を示していた．  
 任意団体クラブにおいては，互酬性の規範と地域的信頼が内発的動機づけに有意な影響
を及ぼしていた．さらに，互酬性の規範，地域的信頼，および内発的動機づけがクラブ運
営評価に有意な影響を及ぼしていた．すなわち，クラブマネジャーが互酬性の規範意識を
高め，地域住民との信頼関係を構築することが内発的動機づけを高めることにつながり，
クラブ運営の質の向上に寄与する．そして，互酬性の規範意識や地域住民との信頼関係の
構築が，地域の特性に沿ったクラブ運営へとつながることが示された．なお，モデルの説
明力を示す決定係数（R2）は，内発的動機づけの 24%（.239），クラブ運営評価の 56%（.561）
を示していた．  
 表 5-9 は，NPO 法人格クラブと任意団体クラブにおいて，モデル内のパス係数間の比較
を行った結果である．地域的信頼から内発的動機づけに向けてのパス係数と，互酬性の規
範からクラブ運営評価に向けてのパス係数において 5%水準（t 値≧1.960）で統計的に有
意差がみられ，いずれのパスにおいても任意団体クラブの方が NPO 法人格クラブに比べ
て強い正の影響を及ぼしていることが示された．すなわち，クラブマネジャーの地域住民
との信頼関係の構築が進めばクラブ運営に向けて動機づけが高まる点と，クラブマネジャ
ーの地域における互酬性の規範意識の高まるとクラブ運営の質の向上に寄与する点が，任
意団体クラブのクラブマネジャーの方が NPO 法人格クラブのクラブマネジャーに比べて
顕著に表れていた．分析結果から，変数間の仮説について検証すると，仮説 5 は支持，仮
説 1，3，4 は一部支持され，仮説 2 は棄却された．また，変数間の関係を NPO 法人クラ
ブと任意団体クラブで比較した仮説について検証すると，仮説 1’，3’は一部が支持され，
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仮説 2’，4’，5’は棄却された．  
 
表 5-8．多母集団分析における構造方程式モデリングの各モデルに対する適合度指標の主
な結果 
 
 
 
図 5-2．多母集団分析におけるクラブ運営評価に影響を及ぼすソーシャル・キャピタルと
内発的動機づけのモデル 
 
 
 
 
 
χ2/d.f. RMSEA CFI AIC Δχ2 Δd.f.
モデル0  配置不変モデル 1.573 .040 .875 1943.75 － －
モデル1  因子負荷量のパスに等値制約 1.555 .039 .875 1913.85 240.099 27
モデル2  モデル1に加えて，潜在変数間の共分散に等値制約 1.572 .040 .867 1916.82 70.966 34
モデル3  モデル1に加えて，観測変数の誤差分散に等値制約 1.567 .039 .867 1907.48 10.665 10
モデル4  モデル2に加えて，観測変数の誤差分散に等値制約 1.566 .039 .867 1904.92 1.439 2
モデル
***p＜.001，**p＜.01，*p＜.05
パス係数の数値はNPO法人格クラブ
（　　）内のパス係数の数値は任意団体クラブ
※因子負荷量へのパスに等値制約しているため，クラブ運営評価から下位の因子に対しての
　パラメータはNPO法人格クラブと任意団体クラブの2群で同値
※他の観測変数については，測定項目に該当するため省略
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地域スポーツ・
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表 5-9．クラブ運営評価に影響を及ぼす要因のモデルにおける NPO 法人格クラブ・任意団
体クラブ間のパス係数の比較  
 
 
 5．考察 
 本章の研究の目的は，総合型クラブのクラブマネジャーのソーシャル・キャピタルと内
発的動機づけがクラブ運営評価に与える影響を明らかにし，NPO 法人格クラブと任意団
体クラブとの間で検証することである．本章の研究の目的を達成するため，先行研究にも
とづいた仮説モデル（図 5-1）を設定し，NPO 法人格クラブと任意団体クラブの 2 群間に
おいて多母集団分析による構造方程式モデリングを行った（図 5-2）． 
その結果，クラブの形態に関わらず総合型クラブのクラブマネジャーが形成するソーシ
ャル・キャピタルが，直接的に，あるいは内発的動機づけを媒介として間接的にクラブ運
営評価に正の影響を及ぼすことを実証することができた．つまり，ソーシャル・キャピタ
ルが独立変数としてどのような効果をもたらすのかという研究課題（金子，2009；森岡，
2011）や，Boix and Posner（1988）が指摘したソーシャル・キャピタルと成果を媒介す
る要因の存在について，一定の成果を示すことができた．これらから本章の研究では，総
合型クラブの運営を担うクラブマネジャーが形成するソーシャル・キャピタルが，直接的
にクラブ運営に貢献し，あるいは，クラブマネジャー自身の内発的動機づけを高めること
で間接的にクラブ運営に貢献する資本であることが示された．  
また，クラブマネジャーのソーシャル・キャピタルがクラブ運営に及ぼす影響について
は，NPO 法人格クラブと任意団体クラブの 2 群間で共通点と，それぞれのクラブ形態にお
ける特徴がみられた．NPO 法人格クラブと任意団体クラブとの間で共通していたのは，互
酬性の規範が内発的動機づけに正の影響を及ぼしている点，地域的信頼がクラブ運営評価
に正の影響を及ぼしている点，さらに，内発的動機づけがクラブ運営評価に好影響をもた
t値
　互酬性の規範 ➡ 　内発的動機づけ .878 n.s.
　地域的信頼 ➡ 　内発的動機づけ 2.081 ＊
　互酬性の規範 ➡ 　クラブ運営評価 2.104 ＊
　地域的信頼 ➡ 　クラブ運営評価 .861 n.s.
　地域スポーツ・ネットワーク ➡ 　クラブ運営評価 -.771 n.s.
　内発的動機づけ ➡ 　クラブ運営評価 .029 n.s.
＊p＜.05
パスの方向
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らしている点の 3 点である．すなわち，クラブマネジャーの互酬性の規範意識が高まるこ
とで内発的動機づけが強くなり，クラブ運営評価に好影響がもたらされた．加えて，クラ
ブマネジャーと地域住民の信頼関係が協力体制を育み，クラブ運営に良い効果をもたらし
たといえるだろう．Ryan and Deci（2000）は，内発的動機づけを高める要因として，自
律性，有能感，関係性をあげていたが，本章の研究では，ソーシャル・キャピタル要因の
うち，互酬性の規範が内発的動機づけに好影響をもたらしたといえる．作野（2000）は，
総合型クラブの育成において地域独自の問題や課題を認識する重要性をあげている．本章
の研究で取り上げた NPO法人格クラブと任意団体クラブのクラブマネジャーにおいては，
多様な地域課題に対しても公益性・互酬性をもたらす規範にもとづきクラブ運営を行うこ
とが求められるといえ，主体的に判断・行動することができるという自律性が保たれてい
る状態と考えられる．したがって，互酬性の規範が内発的動機づけを高めるという結果は，
Ryan and Deci（2000）の知見とも共通性があることが示唆された．そして，NPO 法人格
クラブと任意団体クラブのいずれにおいても構造的ソーシャル・キャピタルとして設定し
た 3 つのネットワークが内発的動機づけに影響を及ぼしていなかった．第 4 章では，NPO
法人格クラブのクラブマネジャーがクラブ外部とのネットワークの構築を積極的に進めて
いることを報告しているが，それ自体だけではクラブマネジャーの内発的動機づけを高め
るものではないことが示された．   
NPO 法人格クラブのケースで特徴的だったのは，地域スポーツ・ネットワークの形成が
クラブ運営評価に好影響をもたらしていた点である．NPO 法人格クラブと任意団体クラ
ブにおけるパス係数の比較では統計的に有意差はみられなかったが，NPO 法人格クラブ
のケースのみで地域スポーツ・ネットワークがクラブ運営評価に有意に影響を及ぼしてい
た．つまり，クラブマネジャーと地域スポーツ関係者との間で形成されたネットワークを
通して，情報や人的・物的資源を活用していることが示された．NPO 法人格クラブのクラ
ブマネジャーの方が任意団体クラブのクラブマネジャーに比べて長くクラブ運営に携わる
（表 5-3）ことで，藤田（2012）が示すように構造的ソーシャル・キャピタルを通じて，
外部の資源をクラブ運営に上手く活用できているのかもしれない．また，NPO 法人格クラ
ブにおいては内発的動機づけにおける決定係数（R2）が比較的低かった（R2=.120）．NPO
法人格クラブにおいて内発的動機づけに対して正の影響を及ぼしていたのは互酬性の規範
のみであり，地域的信頼や 3 つのネットワークからの影響はみられなかった．総合型クラ
ブの NPO 法人化によって，財政基盤の強化（内藤，2006；行實・清水，2003）が進むこ
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とが示唆されているが，同時に会員のボランタリズム醸成の妨げ（行實・清水，2003）を
引き起こすことも指摘されている．財源の確保が進むことにより，会員を含めたクラブ関
係者・地域住民が創意・工夫をすることの必要性が低下し，地域住民との信頼関係の構築
がクラブ運営をするうえでの内発的動機づけに影響を及ぼさなくなっているのではないか
と推察される．  
 任意団体クラブのケースで特徴的だったのは，内発的動機づけとクラブ運営評価のどち
らに対しても，互酬性の規範と地域的信頼が共に好影響を及ぼしていた点であった．さら
に，内発的動機づけに対する地域的信頼の正の影響，クラブ運営評価に対する互酬性の規
範の正の影響が，任意団体クラブの方が NPO 法人格クラブに比べて統計的に有意に強か
った点もあげられる．任意団体クラブのクラブマネジャーの方が NPO 法人格クラブのク
ラブマネジャーに比べて居住年数が長かったこと（表 5-3）から，Putnam（1995）が示す
ように，居住年数の長さによって地域と密接なソーシャル・キャピタルが形成されたと考
えられる．文部科学省（2012）では，自己財源率が 50%以下のクラブが 57.7%，法人格を
取得したクラブが 11.4%という現状を示しており，全国的に大半を占める任意団体クラブ
では比較的クラブの財政規模が小さいことが予想される．そのため，クラブの拠点地域に
おける限られた人的・物的資源をクラブ運営に活用するようになり，住民・クラブ会員等
とクラブマネジャーとの間に互助的な関係が構築されやすいと推察される．その結果，強
い信頼関係や互酬性の規範意識が共有され，クラブマネジャーのクラブ運営への内発的動
機づけやクラブ運営を維持することに大きな役割を果たしている．一方で，第 4 章の結果
が示すように，任意団体クラブのクラブマネジャーは，クラブ外部との連携を課題として
認識しており，本章の研究においてもクラブ外部とのネットワークを示す構造的ソーシャ
ル・キャピタルを活かす余地が残されていることが示された．  
 
第 5 節 論議 
 本章の研究では，総合型クラブの運営において，クラブマネジャーが形成するソーシャ
ル・キャピタル資本の一種として，以下のような研究視点を投げかけている．第一点は，
クラブマネジャーが形成するソーシャル・キャピタルがクラブ運営に影響を及ぼし，その
影響について，NPO 法人格クラブと任意団体クラブの間で共通点がみられた点である．具
体的には，互酬性の規範が内発的動機づけを媒介としてクラブ運営評価に正の影響を及ぼ
し，地域的信頼がクラブ運営評価に直接正の影響を及ぼしていた．Ryan and Deci（2000）
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は，内発的動機づけを促進する要因として自律性，有能感，関係性をあげていたが，本章
の研究ではソーシャル・キャピタルのうち互酬性の規範が内発的動機づけに好影響をもた
らすことが示された．つまり，地域に貢献しようとするクラブマネジャーの規範意識にお
いて，クラブ運営に対する自律性が含有されていたと考えられる．さらに，ソーシャル・
キャピタルのうち地域的信頼が直接クラブ運営評価を高めることに寄与しており，個人・
組織が成果を出すうえでのソーシャル・キャピタルの有効性（Burt，1992）を示している．
そして，内発的動機づけがクラブ運営評価に正の影響を及ぼしていることから，創造性を
必要とするクラブ運営（西原，2012）に対して Ambile（1985）が主張している内発的動
機づけの重要性を示している．したがって，ソーシャル・キャピタルを資本として捉え，
独立変数としてどのような効果をもたらすのかという研究課題（金子，2009；森岡，2011）
と，ソーシャル・キャピタルがパフォーマンスを高めるうえで媒介する要因が存在すると
いう指摘（Boix and Posner，1998）に対し，ソーシャル・キャピタルが直接，あるいは内
発的動機づけを媒介としてクラブ運営評価に一定の影響をもたらすことを立証することが
できた．一方で，構造的ソーシャル・キャピタルとして設定した 3 つのネットワークに関
して，クラブマネジャーの内発的動機づけを促進することは，NPO 法人格クラブと任意団
体クラブの両方でみられなかった．すなわち，単にクラブマネジャーと各種関係者が知り
合いというだけではクラブ運営への意欲を高めることはなく，地域に貢献しようとする規
範意識を共有することで，より良い運営・事業を行おうという意欲が高まるといえる．  
 第二点は，クラブマネジャーが形成するソーシャル・キャピタルがクラブ運営に及ぼす
影響において，NPO 法人格クラブと任意団体クラブの間で差がみられたという点である．
具体的には，地域的信頼が内発的動機づけに及ぼす正の影響と，互酬性の規範がクラブ運
営評価に及ぼす正の影響について，任意団体クラブの方が NPO 法人格クラブに比べて有
意に強かったという点（表 5-9）である．加えて，任意団体クラブにおいては，内発的動機
づけとクラブ運営評価のどちらに対しても互酬性の規範と地域的信頼が正の影響を及ぼし
ていた．クラブマネジャーが形成する互酬性の規範意識と地域住民との信頼関係が，内発
的動機づけとクラブ運営評価に対して影響しているということは，地域において内部指向
性が強くなることが推察される．文部科学省（2012）が示すように，任意団体クラブは NPO
法人格クラブに比べて財政等のクラブ基盤が弱いと考えられることから，ソーシャル・キ
ャピタルを始めとした限られた地域資源を活用してクラブ運営を行っており，会員のボラ
ンタリズムが醸成（行實・清水，2003）されやすいといえる．一方，地域スポーツ・ネッ
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トワークがクラブ運営評価に及ぼす正の影響については，NPO 法人格クラブと任意団体
クラブとの間で統計的に有意な差はみられなかった（表 5-9）が，NPO 法人格クラブのみ
が，地域スポーツ・ネットワークがクラブ運営評価に対して有意に正の影響を及ぼしてい
た．NPO 法人格取得によって財政基盤の強化（内藤，2006；行實・清水，2003）が進ん
だことにより運営の円滑化（菊池・権田，2005）が図られ，外部との連携による多様な資
源の活用（藤田，2012）が進んでいると思われる．Chang and Chuang（2011）は，専門
的な成果が求められる組織では，組織内外のネットワーク構築が重要であり，地域スポー
ツ・ネットワークの形成がクラブ運営評価に寄与していた結果と共通している．   
 第三点は，行政のスポーツ担当窓口や広域スポーツセンター等が総合型クラブの活動支
援を行う際に，ソーシャル・キャピタルの観点から，クラブ支援の取り組みを検討してい
く有効性が示唆された点である．前述のように，任意団体クラブは NPO 法人格クラブに
比べて限られた資源によって運営されている．資源の中でも特に，クラブの活動に不可欠
といえる施設利用を巡っては，柳沢（2008）が指摘する限られた人々による閉鎖性を生み
出すことにもつながる．この現象は，Portes and Landolt（1996）が指摘する，ソーシャ
ル・キャピタルによる排他性などの負の側面ということができる．第 4 章では，任意団体
クラブのクラブマネジャー自身が現状のクラブの各種資源に限界を感じ，外部との関係性，
すなわちネットワークを構築することの必要性を感じていることを示された．こういった
任意団体クラブに対しては，行政のスポーツ担当窓口や広域スポーツセンター等が地域に
おける物的資源，人的資源，情報を把握・整理しながらクラブに提供し，活用を促してい
くという支援が望まれる．一方で，NPO 法人格クラブに対しては，ボランタリズムの弱体
化，正会員と一般会員との二層化，クラブ設立理念との乖離（行實・清水，2003）といっ
た NPO 法人格取得による課題の解消が望まれる．過度に経営的な視点に傾倒すると，本
章の研究において構造的ソーシャル・キャピタルとして設定した各ネットワークを通じて
クラブの経営資源を獲得することに注力し，地域住民との信頼関係や地域に貢献する規範
意識が希薄になり，総合型クラブの本来の存在意義からかけ離れた組織運営がなされる危
険性も考えられる．菊池・権田（2005）は，地域スポーツ活動のニーズに対しての補完的
役割が期待されるクラブの位置づけを，クラブの役員，会員，地域住民，および行政担当
者が見直したうえで，クラブの明確なビジョンを描いて共有していくことが必要と主張し
ている．したがって，任意団体クラブにおいては，クラブの設立理念にもとづくミッショ
ンが地域の多様な資源やクラブ会員・地域住民のボランタリズムによって遂行されている
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ならば，必ずしも NPO 法人化を進めなくても良いといえる．クラブ規模は NPO 法人格ク
ラブよりも劣るであろうが，地域性が色濃く表れたユニークなクラブ運営が行われるであ
ろう．そして，ミッションを遂行するうえで，クラブにおける人的・物的資源の確保，財
政基盤の強化がより必要とされるという段階において NPO 法人化を進めるべきではなか
ろうか．一方，既に NPO 法人化している総合型クラブにおいては，クラブ会員や地域住
民においてクラブ理念やクラブの存在意義を確認しつつ，クラブの総会や日常的な打ち合
わせなどで，適宜，その地域に即したクラブのあり方を顧みることが重要であろう．この
ような取り組みを通じて，クラブが多様な人・組織とつながる可能性のあるソーシャル・
キャピタルが形成され，地域スポーツ活動を核としながらも，多角的に地域に貢献する総
合型クラブが育成されていくのではなかろうか． 
 最後に本章の研究における限界を 2 点言及する．第 1 に，本章の研究における従属変数
のクラブ運営評価がクラブマネジャー自身による自己評価であるという点があげられる．
山口ら（2007）においては，クラブ代表者の自己評価とクラブアドバイザーの評価の比較
を行っているが，クラブ代表者の評価の方がクラブアドバイザーの評価に比べてやや高い
傾向を示していた．総合型クラブで活動している一般の会員が，自身の活動現場に関する
事項のみならず，クラブの財政面，外部との連携状況，運営体制に関して評価を行うこと
は信頼性の面からも困難が予想され，本章の研究における限界といえる．第 2 に，尺度開
発における検証，特に妥当性の検証が不十分な点である．本章の研究においては，第 3 章
における研究の限界に示したとおり，実際の総合型クラブの育成支援を行う行政担当者ら
から測定尺度の内容に関して意見を求め，修正を行った．これにより，一定の内容的妥当
性を示すことはできたが，クラブマネジャーへの予備調査を行っていないため十分ではな
い．また構成概念妥当性に関しては，構造方程式モデリングの適合度指標によってモデル
全体での妥当性を確認したが，総合型クラブの運営評価とソーシャル・キャピタルの測定
尺度それぞれについての検証は行っていない．総合型クラブのクラブ運営評価に関する尺
度は，クラブ育成の実践現場におけるものがほとんどで，学術的な検証を経たものはみら
れない．また，地域スポーツ，特に地域スポーツクラブの運営に関わるソーシャル・キャ
ピタルの測定尺度に関しても，先行研究の知見は非常に限られている．本章の研究ではこ
れらに関して先鞭をつけることはできたが，引き続いての検証が必要といえる．  
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注 
注 1) 内藤（2006）は，総合型クラブの NPO 法人格取得について，権利義務の主体となる
ことで徴収した会費やスポーツ用具等のクラブとしての財がクラブ自体に帰属するよう
になることをあげている．また，行政からスポーツイベント等の事業の委託を受けやす
くなり，指定管理者制度による公共スポーツ施設の管理・運営を受託することも可能と
なる．これらに加え，山口（2006）は，独立行政法人日本スポーツ振興センターのスポ
ーツ振興くじ助成に申請が可能になるなど，多様な財源の確保が可能になることを示し
ている． 
 
注 2) 佐藤（2005）によると，トライアンギュレーションとは 1 つの現象に関する研究に
おいて，研究方法，データ収集方法，調査者，理論的視点が異なっているものを組み合わ
せるプロセスである．本章の研究においては，研究者 3 名以上の視点が入った「研究者
のトライアンギュレーション」を採用している．研究代表者は，公益財団法人日本体育協
会の公認資格であるアシスタントマネジャーを取得し，元広域スポーツセンターの職員
である．また共同研究者 2 名に関しては，総合型クラブを対象とした研究経験があり，
居住地である県のクラブアドバイザー事業を 10 年以上継続しており，各地の総合型クラ
ブについて十分な知識を備えている．なお，トライアンギュレーションの結果，「質問項
目の近いものが連続するように並べ替える」，「項目の表現の仕方を可能な限り『クラブ』
から始まる表記にそろえる」，「クラブ運営に携わる対象を会員に限らず『人』や『地域住
民』に広げる」，といった変更を行った．  
 
注 3）有給，無給を問わず，クラブマネジャーという役職を置かず，事務局長等の実質的
なクラブ運営を行っている人物に回答を求めるために，調査票の記入依頼部分に「クラブ  
運営に携わる代表者の方（事務局長，クラブマネジャー等）がご記入ください」という記
載をした．なお，本章の研究におけるクラブマネジャーとは，上記のとおり実質的に総合
型クラブの運営責任を負う者を指す．  
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第 1 節 研究全体の考察 
本研究の目的は，総合型クラブのクラブマネジャーに着目し，総合型クラブの運営評価
に影響を及ぼすソーシャル・キャピタル要因について，質的・量的アプローチを用いて実
証的に明らかにすることである．具体的には，まず，第 2 章で文献レビューを通じてソー
シャル・キャピタルに関する研究の潮流を概観し，ソーシャル・キャピタルの定義や議論
を整理した．その上で，スポーツ分野でのソーシャル・キャピタルの概念を援用した研究
の動向の検討と，総合型クラブを対象とした研究の動向の検討を通じて，総合型クラブを
対象としてソーシャル・キャピタルの概念を援用する際の研究課題を明らかにした．第 3
章では，兵庫県の総合型クラブ育成事業である「スポーツクラブ 21 ひょうご」事業によっ
て創設されたクラブを対象に，クラブマネジャーが形成するソーシャル・キャピタルを量
的に計測した結果を指数化して，クラブ運営評価の検証を行った．第 4 章では，関西地区
2 府 5 県を拠点としている 18 の総合型クラブのクラブマネジャーを対象に，クラブ運営
の文脈に沿ったソーシャル・キャピタルに関する調査項目をもとにインタビュー調査を行
い，その結果のテキストデータを用いてテキストマイニングを行った．第 5 章では，816
の総合型クラブのクラブマネジャーを対象に，クラブマネジャーが形成するソーシャル・
キャピタルと，クラブの育成支援の観点から重要な要因といえる内発的動機づけを量的に
計測し，クラブ運営評価に対する影響を構造方程式モデリングによって分析した．以上の
研究から明らかになった結果と考察を，本章においてまとめる．  
第 2 章では，「ソーシャル・キャピタル」，「スポーツ分野におけるソーシャル・キャピタ
ル」，「総合型クラブ」の 3 つの視点から先行研究の検討を行った．先行研究の結果，ソー
シャル・キャピタルという概念について定義のコンセンサスはない．しかし，多くの先行
研究における定義において「信頼」，「規範」，「ネットワーク」といった下位概念をもとに
議論されている．そして，主に社会学においてミクロ視点で議論された個人に焦点を当て
た場合と，政治学においてマクロ視点で議論された国や地域に焦点を当てた場合の先行研
究がみられた．Ostorm and Ahn（2003）は，ミクロ視点とマクロ視点というソーシャル・
キャピタルに対する捉え方の違いが，ソーシャル・キャピタルに関する議論が混乱する要
因であると主張している．したがって，ソーシャル・キャピタルとの関連性を検証する事
象によって，ソーシャル・キャピタルをどちらの視点で捉えるかを明確化したうえで議論
するべきという研究上の注意点が示された．スポーツ分野におけるソーシャル・キャピタ
ルの先行研究においては，ソーシャル・キャピタルを質的に捉えた研究として，特に「社
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会的包摂」と「コミュニティ形成」をトピックとしたものが多くみられた．移民等の社会
的マイノリティを対象にした社会的包摂やコミュニティの活性化を目的とした地域スポー
ツやスポーツ・ボランティアの活動を通じて，そこに関わる人々の間におけるソーシャル・
キャピタルの形成過程や要因を詳細に検証するべく，質的アプローチを採用していると考
えられる．一方，ソーシャル・キャピタルを量的に捉えた研究として，特に「ソーシャル・
キャピタル形成の比較」に着目した研究が多く，住民調査の二次分析や地域スポーツクラ
ブの会員への質問紙調査をもとに，スポーツ参与や地域スポーツへの参加がソーシャル・
キャピタルの形成に有効であることを実証している．しかし，ソーシャル・キャピタルを
独立変数や媒介変数として捉えて，資本としてのソーシャル・キャピタルがどのような事
象に影響を及ぼすかという研究課題が残されていた．総合型クラブの先行研究においては，
クラブのマネジメント，その中でも人的資源をトピックとした研究が多く，実践的なクラ
ブ支援における必要性を反映しているといえる．以上の「ソーシャル・キャピタル」，「ス
ポーツ分野におけるソーシャル・キャピタル」，「総合型クラブ」という 3 つの視点から先
行研究の検討を行った結果から，総合型クラブ運営の中心を担うクラブマネジャーがクラ
ブ運営を通して，どのようにソーシャル・キャピタルを形成するのかという点，形成され
たソーシャル・キャピタルが，どのような総合型クラブの活動において差をもたらすかと
いう点，ソーシャル・キャピタルを資本として捉え，クラブ運営に影響をもたらすかを統
計的な検証を踏まえて実証的に明らかにする点という，総合型クラブを対象としてソーシ
ャル・キャピタルを援用する際の研究課題が明らかになった．  
第 3 章では，総合型クラブのクラブマネジャーが形成しているソーシャル・キャピタル
を社会的信頼，互酬性の規範，地域ネットワーク，スポーツ・ネットワークの 4 つの下位
概念で量的に計測して指数化し，それぞれの高低群でクラブ運営評価を比較した．その結
果，社会的信頼指数が高い群においては，他の総合型クラブやスポーツ団体・学校等のク
ラブ外の団体・組織との連携が図られており，クラブマネジャーが築いた信頼関係が寄与
していた．互酬性の規範指数が高い群においても，スポーツ団体・学校等との連携が図ら
れており，クラブマネジャーの地域に貢献しようとする規範意識の高さがクラブ外部の組
織・団体との協働を促していた．地域ネットワーク指数が高い群においては，クラブの情
報を積極的に発信することに特徴がみられた．クラブマネジャーがクラブの活動情報を拠
点地域に幅広く発信するうえで，スポーツ以外の地域団体関係者とのネットワークを活用
していることがうかがえる．スポーツ・ネットワーク指数が高い群においては，全 4 指数
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の中で最も多くの項目において高い評価が示されており，クラブマネジャーと地域スポー
ツ団体関係者とのネットワーク構築が，人的資源，物的資源，財務，情報など幅広いクラ
ブ運営資源を得るうえで有効であることが示された．しかし，地域スポーツを対象とした
ソーシャル・キャピタルを定量的に測定するうえで，総合型クラブのクラブマネジャーを
はじめとした関係者の意見も踏まえ，より実践に即した測定尺度の検討が必要であるとい
う課題も生まれた．  
 第 4 章では，総合型クラブのクラブマネジャーを対象にクラブ運営を通じて形成される
ソーシャル・キャピタルの特徴を，インタビュー調査の結果からテキストマイニングを用
いて明らかにした．その結果，NPO 法人格クラブにおいては，近隣のクラブや地域スポー
ツ団体，行政窓口，地域団体のような多様な組織・団体とのネットワークが構築されてい
る点，クラブの物的資源である活動拠点を媒介としてネットワークを構築している点，構
築したネットワークを活用することでクラブの人的資源や財源を獲得している点が特徴と
してあげられる．任意団体クラブにおいては，クラブ内の団体，行政窓口，地域団体との
ネットワークを構築されている点，限られた活動拠点施設の利用調整を通じたネットワー
クを構築している点，クラブ運営における課題解決に向けてクラブ外部とのネットワーク
構築の必要性を感じている点が特徴としてあげられる．しかし，インタビュー調査を調査
方法としていたために，限られた事例（18 クラブ）による検証となっている．したがって，
第 4 章で得られた知見をもとにしたより実践的なソーシャル・キャピタルの測定尺度を用
いて，総合型クラブの運営に対する影響を統計的に検証する必要性があると考えた．  
 第 5 章では，総合型クラブのクラブマネジャーのソーシャル・キャピタルと内発的動機
づけがクラブ運営評価に与える影響を明らかにし，NPO 法人格クラブと任意団体クラブ
との比較から検証した．クラブマネジャーが形成するソーシャル・キャピタルの要因につ
いて，クラブ育成支援を担う行政担当者の意見も交えて測定尺度を設定し，互酬性の規範，
地域的信頼，地域団体ネットワーク，地域スポーツ・ネットワーク，教育ネットワークが
抽出された．NPO 法人格クラブと任意団体クラブとの間で共通していたのは，互酬性の規
範が内発的動機づけに正の影響を及ぼしている点，地域的信頼がクラブ運営評価に正の影
響を及ぼしている点，さらに，内発的動機づけがクラブ運営評価に正の影響を及ぼしてい
た点の 3 点である．NPO 法人格クラブの特徴として，地域スポーツ・ネットワークがクラ
ブ運営評価に正の影響を及ぼしている点，任意団体クラブの特徴として，互酬性の規範が
クラブ運営評価に正の影響を及ぼし，地域的信頼が内発的動機づけに正の影響を及ぼして
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いた点があげられる．  
本論文の目的に従うと，上記の各章における結果は以下の 4 点に集約される．  
1) 総合型クラブのクラブマネジャーが形成するソーシャル・キャピタルは，地域住民との
信頼，地域に貢献するうえでの互酬性の規範，既存の地域団体とのネットワーク，各種
地域スポーツ団体とのネットワーク，学校等の教育関係組織とのネットワークという要
因によって示すことができた．  
2) 総合型クラブのクラブマネジャーが形成するソーシャル・キャピタルは，クラブ運営に
有益であることが示された．具体的には，ソーシャル・キャピタル要因のうち，地域住
民との信頼関係，互酬性の規範意識が高いと，近隣の総合型クラブや地域スポーツ団体，
学校といった団体・組織との協働・連携が進んでいる．また，既存の地域団体とのネッ
トワークは地域におけるクラブの広報に活用され，地域スポーツ団体とのネットワーク
はクラブ運営のための幅広い資源を得ることに活用されている．  
3) 総合型クラブの NPO 法人格の有無によって，クラブマネジャーのソーシャル・キャピ
タルの特徴に違いがみられた．具体的には，NPO 法人格クラブのクラブマネジャーは，
クラブ外部の組織・団体にわたって構築される橋渡し型のソーシャル・キャピタルの形
成する傾向が認められ，任意団体クラブのクラブマネジャーは、クラブ内部の関係者と
の結束型のソーシャル・キャピタルの形成する傾向が認められた．  
4) 総合型クラブマネジャーが形成するソーシャル・キャピタルは，クラブ運営に向けての
内発的動機づけを媒介としてクラブ運営評価に正の影響を及ぼしており，特に，NPO 法
人格の有無で違いがみられた．NPO 法人格クラブのクラブマネジャーにおいては，地域
スポーツ団体とのネットワークがクラブ運営評価に影響を及ぼす点が特徴的であり，任
意団体クラブのクラブマネジャーにおいては，地域住民との信頼や互酬性の規範意識が
共にクラブ運営評価に影響を及ぼしている点が特徴的であった．  
 
第 2 節 研究全体の論議 
 総合型クラブのクラブマネジャーが形成するソーシャル・キャピタルに関して，クラブ
運営との関係性を検証してきた．地域スポーツの文脈でソーシャル・キャピタルを量的に
計測し，独立変数としてクラブ運営にどのような影響が及ぼすのか，また，この知見から
今後の総合型クラブの育成支援，特にクラブ運営の中心となるクラブマネジャーへの支援
のあり方を議論する必要性から，以下の研究視点を提示したい．  
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 第一に，ソーシャル・キャピタルの形成度合いによって，クラブ運営の具体的な内容に
違いがみられた点である．本論文ではソーシャル・キャピタルという概念について，「個人
に協調行動を起こさせる，信頼・互酬性の規範と認知される性格を持ち，個人間の人間関
係に構造的に存在する社会的ネットワーク」と定義し，信頼，互酬性の規範，ネットワー
クを下位概念として設定した．さらに，研究対象から地域スポーツという文脈を念頭に置
いて，ネットワークを地域団体とのネットワークと地域スポーツ団体とのネットワークと
して設定した．下位概念それぞれの形成度合いについて高低の 2 群間で比較した結果，信
頼や互酬性の規範といった認知的なソーシャル・キャピタルが高い群においては，クラブ
以外のスポーツ団体や学校，他の総合型クラブとの連携・協働が進んでいることが示され
た．1995 年開始された総合型クラブ育成事業は，これまでに前例のない（山口，2006）ス
ポーツ・システムであった．冨山ら（2002）は，行政や体育協会，スポーツ少年団，小・
中学校など多様な組織がそれぞれの資源を出し合いながら，新しいスポーツ・システムで
ある総合型クラブの育成に努めてきたことをあげている．そして，クラブ育成の過程で，
これまでになかった組織間の新たな関わりが生まれ，時には組織間にコンフリクトを生み
出すことがあることをあげている．また，松橋・金子（2012）は，多くの地域スポーツ団
体・地域住民にとっての活動拠点となる学校体育施設の利用をめぐっての既得権益や閉鎖
性に着目しており，地域スポーツをめぐる重要な課題として議論している．総合型クラブ
のクラブマネジャーが地域において信頼関係を構築し，地域に貢献する互酬性の規範意識
を高めることで，クラブ以外のスポーツ団体や学校，他の総合型クラブとの間に協力関係
を生み出し，また，主な活動拠点となることが多い学校体育施設の利用をめぐっても良好
な関係を築く可能性がある．さらには，人的資源の確保や，地域からのニーズを把握して
クラブの活動内容を充実するうえで欠かせない．したがって，クラブ以外のスポーツ団体
や学校，他の総合型クラブとの連携・協働を図るうえでは，信頼関係を築き，共に地域に
貢献するという規範意識を高めるという，認知的なソーシャル・キャピタルの形成が重要
といえる．また，地域スポーツ団体とのネットワークが高い群においては，クラブ以外の
地域スポーツ団体や学校，他の総合型クラブといったクラブ外の団体・組織との連携はも
ちろんのこと，クラブの運営体制，多種目・多世代の活動，財務基盤など，クラブ運営に
おける幅広い資源の活用につながっていることが示された．すなわち，地域スポーツ団体
関係者と総合型クラブのクラブマネジャーとネットワークが，クラブ運営の幅広い資源を
充実させるうえで重要な要因といえる．黒須（2008）は総合型クラブの普及・定着に向け
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て，クラブ内ネットワーク，地域内ネットワーク，クラブ間ネットワークの形成が不可欠
であると主張している．これらのネットワークを通じて，指導者・運営スタッフ等の人的
資源の獲得，様々なノウハウや地域課題等の情報の共有が図られ，トップダウン型ではな
くボトムアップ型の組織構造を構築できることを示唆している．山口（2006）は，総合型
クラブの促進要因である人材の発掘，財務基盤の確保において，地域における各種団体と
の関係性の重要性を主張している．したがって，地域スポーツ団体とのネットワークの構
築は，総合型クラブの運営資源の獲得に向けて欠かせないといえる．地域団体とのネット
ワークに関しては，クラブの情報発信に対しては有効であった．これは対象となった総合
型クラブが任意団体であり，比較的規模が小さいことから，クラブが拠点としている地域
に対して既存の地域団体の情報発信力が強く，総合型クラブの認知度高めるには有効な資
源であったと考えられる．一方で，クラブのプログラムや運営体制，財務基盤に関する項
目に関しては統計的に有意な差はみられなかった．嘉門（2016）や小林（2012），曾根（2005）
は，高齢者がスポーツに参加するうえでの利便性，健康問題といった生活課題に関して，
総合型クラブが十分に関与できていないことを指摘している．スポーツ基本計画において
「コミュニティの中心となる地域スポーツクラブの育成・推進」（文部科学省，2012）が掲
げられている以上，今後の総合型クラブの育成上の課題として，地域団体とのネットワー
クから拠点地域の生活課題を共有し，その解決に寄与できるようなクラブの取り組みが一
層求められる．  
 第二に，NPO 法人格の有無というクラブの組織形態によって，クラブマネジャーが形成
するソーシャル・キャピタルの傾向に違いがみられた点である．NPO 法人格クラブにおい
ては，クラブ外における，スポーツ関係に限らず幅広い組織・団体とのネットワークを構
築する橋渡し型のソーシャル・キャピタルを形成していた．NPO 法人格クラブは法律にも
とづいて権利義務の主体（内藤，2006）となっている事業体であり，組織としての独立性
も高くなる．したがって，クラブ独自の事業，行政からの委託事業などによってクラブの
財政基盤を確立しなければならない．さらに，NPO 法人や総合型クラブという組織の性格
上，公共性を帯びているためクラブが取り組む事業についても，スポーツを含めて地域に
貢献する内容となる．こういった事業を多様な組織・団体と連携・協働して進めていくこ
とで，NPO 法人格クラブが調整役を担うほどに，信頼関係や規範意識を十分に備えたソー
シャル・キャピタルを形成することにつながる．松橋・金子（2012）は，地域スポーツの
重要な物的資源である学校体育施設の利用をめぐるトラブルに対して，NPO 法人格を有
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する総合型クラブに委託することを解決策の一つとして提示していることにも共通してい
る．一方で，任意団体クラブにおいては，クラブ内に属するチームや拠点地域の限られた
組織・団体との閉鎖的なソーシャル・キャピタルを形成する可能性が示唆された．任意団
体クラブは比較的クラブ規模が小さく，活動場所・活動拠点といった物的資源，運営スタ
ッフ・指導者といった人的資源，会費収入による財務基盤が少ないことで，限られた資源
をクラブの各チームに対して公平に配分しなければならず，内部指向の信頼関係や規範意
識からソーシャル・キャピタルの排他性を生み出す可能性もみられた．西原（2012）が示
すように，クラブマネジャーがクラブ運営の実践からの学びを通じて，排他性を脱却する
べく，クラブ外部へのネットワーク構築の必要性を認識しているケースがみられた．  
第三に，NPO 法人格の有無によって，クラブマネジャーが形成するソーシャル・キャピ
タルによるクラブ運営評価に対する影響に違いがみられた点である．NPO 法人格クラブ
においては，地域スポーツ団体のネットワークがクラブ運営評価に正の影響を及ぼしてお
り，NPO 法人格クラブの組織基盤を維持するためには，多様な地域スポーツ団体や行政窓
口とのネットワーク構築が欠かせないことが示された．藤田（2012）は，総合型クラブへ
の障害者の受け入れに関して，行政の支援やボランティアの確保など，他組織との連携を
持ち，年間事業予算規模が大きく法人格を有しているクラブが多いことを示している．奥
田（2007）によって，障害者の学校卒業後におけるスポーツ実践の場が少ないことが指摘
されているが，総合型クラブが法人格を有することが、この課題に対して有効である可能
性を示している．したがって，スポーツ実践機会に恵まれなかった人々がスポーツに触れ
るうえで，法人格を有する総合型クラブが関わることは，重要な糸口となり得る．任意団
体クラブにおいては，地域住民との信頼関係，地域に貢献する規範意識がクラブ運営評価
に正の影響を及ぼしており，顔の見える地域においての住民との関係者や，地域のためを
思う意識の高さがクラブ運営の質を向上させていることが示された．また，NPO 法人格ク
ラブと任意団体クラブの両者において，内発的動機づけもクラブ運営評価に正の影響を及
ぼしていた．松尾（2008）や山口（2006）は総合型クラブ育成に向けて，クラブマネジャ
ーをはじめとした運営スタッフのモチベーションの維持が重要であると指摘しており，本
論文において統計的に実証できたといえる．また，Boix and Posner（1998）はソーシャ
ル・キャピタルを資本として成果を示すうえで，何らかの媒介する概念が存在することを
主張している．本論文のように総合型クラブのクラブ運営という成果をもたらすうえで，
ソーシャル・キャピタルとの間に内発的動機づけが媒介する関係性を示すことができた．
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内発的動機づけを高めるための地域に貢献する規範意識への働き掛けも含めて，クラブ育
成において欠かせない視点であるといえる．  
 
第 3 節 研究成果のインプリケーション  
 文部科学省（2015）は，総合型クラブの運営上の課題として「会員の確保（増大）」，「財
源の確保」，「指導者の確保（養成）」といった内容をあげている．これを受けて，本研究の
成果をもとに，総合型クラブの育成支援に向けた社会的成果 2 点，研究方法を含めた学術
的成果 1 点について提言する．  
 
1) 総合型クラブの安定した運営を目指すうえで，クラブマネジャーをはじめとした運営ス
タッフと各種団体関係者とのネットワークの構築は，多様な運営資源をもたらす可能性が
あるという点である． 特に，本研究においては，地域スポーツ団体関係者とのネットワー
クがクラブ運営において有効に機能していることが実証された．すなわち，地域団体スポ
ーツ関係者とのネットワークを通じて，指導者などの人的資源，委託事業や助成金関係の
情報を得ることができ，その結果，クラブの活動内容の質が向上して会員の確保につなげ
ていると考えられる．本研究においては，比較的規模が大きい NPO 法人格クラブにおい
てその傾向がみられた．NPO 法人格クラブは，その組織形態の性格上，クラブマネジャー
らは様々な経営資源を獲得するためにネットワークを多岐にわたって形成する傾向にある．
しかしクラブ規模が大きくなると，行實・清水（2003）が指摘する企業経営者的意識に拍
車がかかり，総合型クラブの NPO 法人化のデメリットとしてあげられた，ボランタリズ
ム醸成の妨げ（行實・清水，2003），サービスを提供する側・される側への二層化（内藤，
2006）といった問題を引き起こすことになる．したがって，クラブが運営資源を得るべく
クラブ外部の組織・団体とのネットワークを構築する際に，運営スタッフのみならず，会
員も含めたクラブ関係者が．クラブ理念にかなったものであるかを十分検討しなければな
らない． 
一方で，任意団体クラブはクラブ規模が比較的小さいと考えられ，クラブマネジャーは
クラブの運営資源が十分でないという認識から，外部へのネットワーク構築の必要性を認
識していた．しかしながら，こういったクラブの多くは，クラブマネジャーや運営スタッ
フが日常的なクラブ運営で精一杯であり，自らクラブに有益なネットワークを構築するの
が困難な状況にある．したがって，クラブの所在地である都道府県の広域スポーツセンタ
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ーや行政のスポーツ振興担当者が，該当地域の地域スポーツ団体をはじめとした各種団体
関係者とクラブマネジャーらとの間で情報共有の中継，あるいは橋渡し役となるべきであ
ろう．その結果，既存の地域スポーツ団体間や総合型クラブ間の連絡協議会が，連絡・調
整といった役割にとどまらず，“困ったときはおたがいさま”といった互恵的な関係性が醸
成されることで，規模の小さなクラブで人手に余裕がない任意団体クラブであってもクラ
ブ運営に有効なネットワーク構築が図りやすくなると考える．  
 
2) 総合型クラブの拠点地域における地域課題を地域住民や地域団体関係者と共有し，協働
して解決にあたることで，クラブの設立意義を高めるという点である．総合型クラブの設
立・育成は「総合型クラブ育成モデル事業」（文部省，1995）に端を発しているが，その前
提として，1970 年代におけるコミュニティ・スポーツ論がある．つまり，それまで伝統的
に地域の中心的な組織であった自治会や婦人会，老人会といった中間集団の弱体化をうけ，
これらの組織を補う，あるいは代替する組織づくりの契機として地域スポーツ活動に注目
が集まったのである．スポーツ基本計画（文部科学省，2012a）では、「コミュニティの中
心となる地域スポーツクラブの育成・推進」が掲げられており，スポーツの枠にとらわれ
ずコミュニティの中心的存在として総合型クラブが位置づけられている．しかしながら，
クラブマネジャーや運営スタッフが総合型クラブ設立自体やクラブの継続といった経営的
視点のみに偏った運営を行うと，嘉門（2016）や曾根（2005）が指摘するような地域課題
や実情と乖離した状況が生まれかねない．総合型クラブ自体は，地域スポーツ振興の中心
的存在の組織であり，スポーツ自体を行うことが基本となるが，スポーツを手段的に捉え
ると教育や健康増進といった面においても大いに貢献することができる．また，クラブの
活動で育まれた地域住民同士の新しい人間関係が，防犯や防災，福祉関係などの分野にお
いても生かされることも考えられることから，総合型クラブは地域スポーツのみならず，
多様な分野で地域貢献が可能となる社会的意義のある組織ということができる．したがっ
て，クラブマネジャーや運営スタッフや，地域住民をはじめ，自治会や老人会といった地
域団体，学校や PTA といった教育関係組織・団体，多様な分野の非営利団体やボランティ
ア組織，そして各種スポーツ団体などの関係者達と信頼関係を築き，地域に貢献するとい
う規範意識の共有を図ることが欠かせない．クラブの拠点地域における地域課題や需要に
即した運営や活動が行われれば，会員確保にもつながり，会費収入の面でも好影響をもた
らすと考えられる．さらに，地域課題の解決に貢献できるクラブであれば，該当地域での
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クラブがもつ社会的意義に対する認知度が高まり，企業・団体からの寄付等の支援も望め
るのではなかろうか．  
 
3）総合型クラブのクラブマネジャーに着目し，質的・量的な研究手法を用いて彼らが形成
するソーシャル・キャピタルの特徴を明らかにし，クラブ運営評価への影響を検証した点
である．質的研究においては，クラブマネジャーへのインタビュー調査の結果をテキスト
データ化し，それをもとにテキストマイニングを行った．テキストマイニングは内容分析
に端を発し，情報科学の分野で活発に研究が行われている（樋口，2014）．そして，質的研
究の方法論として共通していることは，研究者自身がもつ直感，洞察，視点，そして志向
性といった主観がテキストを分析・解釈するための装置として用いられること（藤井，2005）
であり，研究の限界として示される内容である．こういった研究者自身の主観をできるだ
け抑え，より客観的な分析・解釈を行うべく主に心理学，福祉学，看護学においてテキス
トマイニングを用いた研究が広がりつつある．しかし，スポーツ社会学においてはテキス
トマイニングを用いた研究はほとんど見られず，本研究は方法論的に先駆的な研究である
といえる．また量的研究においては，分析方法として多母集団分析による構造方程式モデ
リングを用いた．この分析方法はスポーツを対象とした研究ではマネジメント分野に多く
用いられていが，総合型クラブの運営を対象とした研究では先行研究がみられない．測定
尺度に対して検討の余地が残されていること，モデル適合度についてさらに改善できる可
能性があることなど，今後の研究課題は存在するが，NPO 法人クラブと任意団体クラブと
いうクラブ形態を加味して，クラブ運営評価に対するソーシャル・キャピタルの影響の違
いを示すという一定の成果を示すことができた．  
 
社会的成果 2 点について，本研究において採用した Uphoff（2000）によるソーシャル・
キャピタルの観点に立って述べると，前者は構造的ソーシャル・キャピタル，後者は認知
的ソーシャル・キャピタルが寄与する内容である．Uphoff（2000）が示すように，構造的
ソーシャル・キャピタルと認知的ソーシャル・キャピタルは相補完的な関係性にあり，総
合型クラブの育成支援の面からも 2 つのソーシャル・キャピタルは，両者の性質を鑑みな
がら，均衡を保ちながら形成されていくべきである．「総合型クラブ育成モデル事業」（文
部省，1995）が開始されてから 20 年が経過し，クラブ支援のあり方も総合型クラブの創
設数からクラブ運営の質の部分に移行してきたといわれる．その“質”の重要な部分はク
127 
 
ラブの独自性ではなかろうか．総合型クラブは規模の大小の違いこそあれ，地域住民の生
活圏を基盤として成り立っている組織である．その生活圏とする地域は全てのクラブにお
いて千差万別であり，人口構造や都市構造，生活課題なども異なってくる．これらの社会
的背景と向き合い，地域スポーツ活動を充実させることを大前提としながら，地域の多様
な人々・組織・団体が寄り合う中で望ましいソーシャル・キャピタルを形成し，新たな中
間集団である総合型クラブが育成されていくことが望まれる．  
 
第 4 節 研究の限界と今後の課題  
 本論文における研究の限界については，以下の 3 点があげられる． 
1) 本論文において用いた総合型クラブのクラブ運営評価は，クラブマネジャー自身が自己
評価を行ったものであるという点である．山口ら（2007）において，総合型クラブの活動・
運営に助言を行うクラブアドバイザーの評価と自己評価の比較を行っており，有意差はみ
られなかったものの 13 項目中 12 項目において自己評価がクラブアドバイザー評価を上回
った．また，与那覇ら（2014）においては，同じく山口ら（2007）のクラブ運営評価尺度
を用いて，行政からの補助金が終了した総合型クラブを対象にクラブアドバイザー評価と
自己評価の比較を行っている．結果から，13 項目中 10 項目について統計的に有意に自己
評価の方が高く，補助金が終了したことに伴い，活動の幅が狭くなったことが自己評価の
高さにつながっていると指摘している．一方で，クラブ運営を担うクラブマネジャーらで
はなく，クラブ会員に評価をゆだねることも十分ではないと考える．なぜなら，会員自身
の活動に関係する内容に関する評価については回答の信頼性があるが，自身が全く関係の
ないクラブの活動内容に関する評価については極端に回答の信頼性が低下する可能性があ
るからである．また，大規模クラブや NPO 法人格クラブにおいて“サービスされる側”
に固定化された会員が評価した場合には，消費者のような立場から自身が受けているサー
ビスに関する項目を相対的に低く評価する可能性も考えられる．したがって，現状では他
の総合型クラブの現状も十分認識し，自身のクラブを客観視できるクラブマネジャー等の
運営スタッフか，活動にも積極的であり，運営の中枢にも参加している会員あたりがクラ
ブ運営評価を行ううえで妥当な対象者ということになる．しかし，本論文においては克服
できていないため，今後の研究課題といえる．  
2) 本論文においては，量的・質的いずれの調査方法においても調査対象がクラブマネジャ
ーに限られている点である．彼らは総合型クラブの運営を担ううえでは不可欠な人材であ
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り，対外的にもクラブの顔としての立場となっている．こういった観点から，総合型クラ
ブの運営に影響を及ぼすソーシャル・キャピタルを形成する存在としてクラブマネジャー
を調査対象とした．しかし，クラブによっては複数のクラブマネジャーを含めて複数のキ
ーパーソンが存在する場合も考えられる．クラブ内とクラブ外のように複数のキーパーソ
ンがそれぞれの強みを生かして，各関係者とのソーシャル・キャピタルを形成することも
考えられることから，ケーススタディ等で総合型クラブの運営体制の違いによって，クラ
ブに有益なソーシャル・キャピタルを形成しているかを検証する必要性があると考えられ
る． 
3) 本論文では，ソーシャル・キャピタルの測定尺度に関して Grootaert et al．（2006），
内閣府（2003），Okayasu et al．（2010）を中心に，総合型クラブの関係者の意見も交え
たうえで設定してきた．特に，Uphoff（2000）が提示した認知的・構造的というソーシャ
ル・キャピタルの分類をもとに尺度を構成したが，認知的・情緒的・構造的というソーシ
ャル・キャピタルの分類もみられる．また，測定するうえでの代理変数として，認知的ソ
ーシャル・キャピタルではボランティア活動への参加頻度や寄附の習慣，構造的ソーシャ
ル・キャピタルでは登録している公益的な団体数，それらの団体における知人・友人の人
数などもあげられる．そして，本論文では，先行研究においてソーシャル・キャピタルを
捉える対象のレベルとしてミクロ・マクロという 2 つのレベルが存在することを示したが，
研究対象を踏まえたうえで，ソーシャル・キャピタルが形成される形態についての議論の
余地が残されている．  
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地域スポーツクラブの実態と指導者ニーズに関する調査 
＜兵庫体育・スポーツ科学学会＞ 
 この度，文部科学省委託調査として，スポーツクラブ２１ひょうごの実態と指導者ニーズに関する調
査を実施することになりました．回答はすべて統計的に処理されますので個人の情報が公表されること
は決してございません．調査の趣旨をご理解いただき，ご協力下さいますようお願い申し上げます． 
 
問１．クラブに指導者はいますか． 
   １．いる （      ）人   ２．いない → 問２へお進みください． 
 ★問１−１．問１で「いる」と回答した方にお聞きします．有資格指導者は何人いますか． 
       有資格指導者 （      ）人 
 ★問１−２．問１で「いる」と回答した方にお聞きします．有資格指導者はどのような資格を持っ 
       ていますか．あてはまる番号すべてに○をつけてください． 
       １．日本体育協会認定スポーツ指導者   ２．日本スポーツクラブ協会認定指導者 
       ３．保健体育科教員免許         ４．日本レクリエーション協会認定指導者 
       ５．日本障害者スポーツ協会認定指導者  ６．健康運動指導士・健康運動実践指導者 
       ７．公認審判資格            ８．兵庫県・地域スポーツクラブマネジャー 
       ９．兵庫県・スポーツリーダー      10．その他（             ） 
 
問２．現在，クラブにいる指導者の数は足りていますか． 
   １．足りている  ２．足りていない 
 
問３．指導者に謝金（交通費は含まない）を支払っていますか． 
   １．支払っている  → 指導 1 回あたりの平均謝金額 （        ）円 
   ２．支払っていない → 問４へお進みください． 
 ★問３−１．問３で「支払っている」と回答した方にお聞きします．指導者への謝金の金額に 
       ついてどのようにお考えですか． 
       １．高い    ２．適当である    ３．安い 
 
問４．指導者に交通費を支払っていますか． 
   １．支払っている  → 指導 1 回あたりの交通費 （        ）円 
   ２．支払っていない → 問５へお進みください． 
 ★問４−１．問４で「支払っている」と回答した方にお聞きします．指導者への交通費の金額 
       についてどのようにお考えですか． 
       １．高い    ２．適当である    ３．安い 
 
問５．スポーツ指導者の指導に対する謝金・交通費などについてどのような考えをお持ちですか． 
   あてはまる番号 1 つに○をつけて下さい． 
   １．資格の有無に関係なく，指導を受けた場合は謝金・交通費を支払うのは当然である． 
   ２．有資格指導者から指導を受けた場合は謝金・交通費を支払う． 
   ３．謝金・交通費を支払ってまで，指導を受けたいと思わない． 
   ４．その他（                                     ） 
 
  
問６．クラブの活動に際して，どのような資格を持っている指導者が必要ですか．あてはまる番号 
   すべてに○をつけてください． 
   １．日本体育協会認定スポーツ指導者   ２．日本スポーツクラブ協会認定指導者 
   ３．保健体育科教員免許         ４．日本レクリエーション協会認定指導者 
   ５．日本障害者スポーツ協会認定指導者  ６．健康運動指導士・健康運動実践指導者 
   ７．公認審判資格            ８．兵庫県・地域スポーツクラブマネジャー 
   ９．兵庫県・スポーツリーダー      10．資格は必要ない 
   11．その他（                                     ） 
 
問７．クラブの活動に際して，スポーツ指導者にはどのような指導内容を望みますか．あてはまる 
   番号すべてに○をつけてください． 
   １．健康・体力づくり      ２．スポーツの技術や競技レベルの向上 
   ３．スポーツ傷害の予防     ４．トレーニング方法 
   ５．練習方法や練習メニュー   ６．クラブやチームのマネジメント 
   ７．その他（                                     ） 
 
問８．スポーツ指導者について，どのような情報が欲しいですか．あてはまる番号すべてに○をつ 
   けてください． 
   １．スポーツ指導者の紹介方法  ２．どのような指導者資格があるのか 
   ３．スポーツ指導者講習会    ４．地域にどのようなスポーツ指導者がいるか 
   ５．特になし          ６．その他（                     ） 
 
問９．「兵庫県スポーツ指導者バンク」を知っていますか． 
   １．知っている   ２．知らない 
問１０．今後，「兵庫県スポーツ指導者バンク」を利用したいと思いますか． 
   １．利用したことがある ２．利用したことはない ３．今後利用したい ４．今後も利用する予定はない 
問１１．クラブの活動に際して，今後どのようなスポーツ指導者が必要だと思いますか．下記のす 
    べての項目について，あてはまる番号 1 つに○をつけてください． 
 非常に 
必要である 
まあ 
必要である 
あまり 
必要でない 
全く 
必要でない 
１．スポーツを楽しませる指導ができる人  １ ２ ３ ４ 
２．スポーツへの興味・関心がわくように指導できる人  １ ２ ３ ４ 
３．健康・体力づくりのための運動・スポーツの指導ができる人  １ ２ ３ ４ 
４．障害者や高齢者のスポーツ指導ができる人 １ ２ ３ ４ 
５．青少年のスポーツ指導ができる人 １ ２ ３ ４ 
６．競技力向上のために高度な技術指導ができる人 １ ２ ３ ４ 
７．大会や教室などの企画・運営ができる人 １ ２ ３ ４ 
８．定期的に指導できる人 １ ２ ３ ４ 
９．いろいろなニュースポーツを指導できる人 １ ２ ３ ４ 
10．指導に関する資格を持っている人 １ ２ ３ ４ 
11．クラブやチームの運営ができる人 １ ２ ３ ４ 
12．その他（                  ） １ ２ ３ ４ 
  
問１２．下の表の会員内訳にしたがい，その会員数，入会金，年会費（月会費の場合は年会費に換 
    算）についてお答えください． 
会員内訳 会員数 入会金 年会費 
小学生以下 人 円 円 
中・高校生〜19 歳 人 円 円 
成人期（20〜30 代） 人 円 円 
中年期（40〜50 代） 人 円 円 
高齢期（60 代以上） 人 円 円 
合計 人 円 円 
    
ファミリー会員 世帯 円 円 
団体会員 団体 円 円 
その他会員  円 円 
 
問１３．クラブ運営に関する以下の各項目についてどの程度あてはまりますか．下記のすべての項 
    目について，あてはまる番号 1 つに○をつけてください． 
 非常に 
あてはまる 
まあ 
あてはまる 
あまり 
あてはまらない 
全く 
あてはまらない 
１．多種目のスポーツを選択できる体制をとっている １ ２ ３ ４ 
２．多世代のニーズに応じたスポーツプログラムを組んでいる  １ ２ ３ ４ 
３．多世代にわたって一貫して活動できる体制をとってい
る 
１ ２ ３ ４ 
４．クラブハウスを頻繁に利用している １ ２ ３ ４ 
５．クラブを自主的に運営する体制をとっている １ ２ ３ ４ 
６．クラブを概ね会費によって運営する体制をとっている １ ２ ３ ４ 
７．スポーツクラブ 21 以外のスポーツ団体，学校等との連携が図られている  １ ２ ３ ４ 
８．自主運営するための収入がある程度計算できる １ ２ ３ ４ 
９．クラブの情報を積極的に発信している １ ２ ３ ４ 
10．他のスポーツクラブ 21 との連携・交流が図られている １ ２ ３ ４ 
11．クラブの設立により住民に変化がみられた １ ２ ３ ４ 
12．近隣のスポーツクラブ 21，スポーツ団体に好影響を与えている １ ２ ３ ４ 
13．クラブの設立により地域の活性化がみられた １ ２ ３ ４ 
 
問１４．スポーツ指導者についてご意見，ご要望等ございましたらご自由にお書きください． 
 
 
 
 
 
 
 
  
問１５．あなたは、次の方々とどの程度の頻度でおつきあい（電話・メールでの連絡も含む）をさ 
    れていますか．下記のすべての項目について，あてはまる番号に○をつけてください． 
 
 週２日以上 週 1 日以下から 
月 2 日以上 
月 1 日以下から 
年に 2 日以上 
年に 
1 日以下 
１．あなたが所属するスポーツクラブ２１の仲間 １ ２ ３ ４ 
２．他のスポーツクラブ２１の関係者（役員・会員） １ ２ ３ ４ 
３．市町教育委員会のスポーツ担当職員 １ ２ ３ ４ 
４．地域におけるスポーツ団体の関係者 
（市町体育協会、スポーツ少年団、体育振興会等） 
１ ２ ３ ４ 
５．スポーツ以外の地域団体の関係者 
（自治会、町内会、PTA、青年団等）  
１ ２ ３ ４ 
６．親類・親戚  １ ２ ３ ４ 
７．友人・知人 １ ２ ３ ４ 
８．近隣の住民 １ ２ ３ ４ 
 
問１６．あなたと地域との関わりについて下記の項目はどの程度あてはまりますか．下記の 
    すべての項目について、あてはまる番号に○をつけてください． 
 
 非常に 
あてはまる 
まあ 
あてはまる 
あまり 
あてはまらない 
全く 
あてはまらない 
１．あなたが困った時、地域の人は助けてくれる １ ２ ３ ４ 
２．地域の人は信頼できる １ ２ ３ ４ 
３．地域に関する相談を受けることがある １ ２ ３ ４ 
４．地域の政策は信頼できる １ ２ ３ ４ 
５．地域での活動に協力する １ ２ ３ ４ 
６．地域での活動に関する話し合いに参加する １ ２ ３ ４ 
７．地域での活動に寄付をする １ ２ ３ ４ 
８．地域での問題解決に協力する １ ２ ３ ４ 
 
問１７．あなた自身についておうかがいします． 
  ・性  別 １．男  ２．女 
  ・年  齢 １．20 歳代 ２．30 歳代 ３．40 歳代 ４．50 歳代 ５．60 歳代 ６．70 歳以上 
  ・職  業 １．農林漁業  ２．自由業・商工自営  ３．勤め人（正規の社員・職員） 
        ４．勤め人（嘱託・パート・アルバイト） ５．専業主婦  ６．学生  ７．無職 
        ８．その他（                              ） 
  ・家族構成 １．単身（あなた 1 人） ２．夫婦のみ（あなたと配偶者のみ） ３．二世代家族  
     ４．三世代家族     ５．その他（                  ） 
  ・現居住地域の １．１年未満      ２．１年〜５年未満    ３．５年〜１０年未満 
   居住年数  ４．１０年〜２０年未満 ５．２０年〜３０年未満  ６．３０年以上 
 
以上で質問は終わりです．ご協力いただき，誠にありがとうございました． 
  
 
 
総合型地域スポーツクラブのクラブ運営評価と地域の結びつきに関する調査 
 
 
＜ 調査へのご協力のお願い ＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜ ご記入にあたってのお願い ＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜ 調査についてのお問い合わせ ＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
このたび、総合型地域スポーツクラブの運営をされている方々を対象に、総合型地域スポーツクラブの運
営評価の内容を明らかにし、地域の結びつきを通じてのクラブ育成への影響を明らかにすることを目的にアン
ケート調査を実施しいたします。本調査は、今後のクラブ育成支援に寄与するものであり、地域の結びつきに
よるクラブ支援の基礎資料にしたいと考えております。調査対象のクラブは、各都道府県の広域スポーツセ
ンターのホームページに記載されている一覧表等から選出させていただきました。 
ご回答いただきました内容は、すべて統計的に処理いたしますので、個人の情報が公開されるようなことは
一切ございません。また、研究以外の他の目的には使用いたしません。お忙しいところ誠に恐縮ですが、本調
査の趣旨をご理解いただき、ご協力くださいますようお願い申し上げます。皆様からのご回答をお待ちしており
ます。 
神戸大学大学院人間発達環境学研究科生涯スポーツ研究室 
 稲葉 慎太郎 
●回答は、クラブの運営にたずさわる代表者の方（事務局長、クラブマネジャー等）がご記入ください。 
●無回答が多くなると集計に支障をきたしますので、できるだけすべての質問に回答してください。 
●回答は、該当するものに○印をつけ、必要事項には適当な字句を記入してください。 
●ご記入がお済みになったら、調査票を同封の返信用封筒に入れて 
２月 10日（月）までに返送してください。 
（切手を貼る必要はありません） 
●記入上の不明な点、調査についてのお問い合わせは、下記までお願いいたします。 
神戸大学大学院人間発達環境学研究科生涯スポーツ研究室 
稲葉慎太郎 
 
住 所 ： 〒657-8501 兵庫県神戸市灘区鶴甲 3-11 
電 話 ： 078-803-7829     FAX ： 078-803-7829 
  
こちらから、回答をはじめてください 
 
 
◆ 所属クラブ所在地 ☛ （           ）都道府県、（           ）市区町村 
 
問 1．あなたのクラブは，法人格を取得していますか？あてはまる番号に○（マル）印をつけてください． 
１．はい （法人種別：          法人） ２．いいえ 
 
問 2．クラブの活動に関する以下の内容について、どの程度当てはまると思いますか？ 下記の１．から 36.のすべ
ての項目について、あてはまる番号に○（マル）印をつけてください。 
 大いに 
そう思う 
まあ 
そう思う 
あまりそう 
思わない 
まったく 
そう思わない 
１．体力に応じた活動に参加することができている ４ ３ ２ １ 
２．複数の活動内容への参加が可能な体制となっている ４ ３ ２ １ 
３．健康づくりを目的とした活動が用意されている ４ ３ ２ １ 
４．幅広い活動内容が選択できている ４ ３ ２ １ 
５．クラブの活動に会員のニーズが反映されている ４ ３ ２ １ 
６．クラブ全体の会員間で交流する機会が用意されている ４ ３ ２ １ 
７．非会員の地域住民を対象とした活動を行なっている ４ ３ ２ １ 
８．小学生以下の会員が活動している ４ ３ ２ １ 
９．中学生・高校生の会員が活動している ４ ３ ２ １ 
10．成人の会員が活動している ４ ３ ２ １ 
11．高齢者の会員が活動している ４ ３ ２ １ 
12．障がい者の会員が活動している ４ ３ ２ １ 
13．クラブ運営の拠点となるクラブハウスが確保されている ４ ３ ２ １ 
14．クラブハウスは会員が自由に使用できている ４ ３ ２ １ 
15．クラブの活動場所は確保されている ４ ３ ２ １ 
16．クラブを自主的に運営する体制をとっている ４ ３ ２ １ 
17．クラブの運営体制は組織化されている ４ ３ ２ １ 
18．クラブの運営に必要なスタッフは確保されている ４ ３ ２ １ 
19．クラブの運営に専門的にたずさわっている人がいる ４ ３ ２ １ 
20．様々な地域住民がクラブ運営に参画するように促している ４ ３ ２ １ 
21．クラブを運営する上で、十分な会費を設定している ４ ３ ２ １ 
22．クラブにおいて、収益を得るための事業を行っている ４ ３ ２ １ 
23．地元の営利団体（企業・商店等）から支援を得ている ４ ３ ２ １ 
24．外部の助成金の申請を積極的に行なっている ４ ３ ２ １ 
 
 
次ページへ続きます。引き続き、ご回答願います☛ 
 
  
 大いに 
そう思う 
まあ 
そう思う 
あまりそう 
思わない 
まったく 
そう思わない 
25．クラブの活動にあたり、他クラブとの連携を図っている ４ ３ ２ １ 
26．クラブの活動にあたり、各種スポーツ団体との連携を図っている ４ ３ ２ １ 
27．クラブの活動にあたり、各種学校との連携を図っている ４ ３ ２ １ 
28．クラブの活動について、各種地域団体との連携を図っている ４ ３ ２ １ 
29．クラブの活動について、行政からの支援体制が整っている ４ ３ ２ １ 
30．クラブが所在する地域のスポーツ活動の調整を行っている ４ ３ ２ １ 
31．クラブの活動について会員に広報している ４ ３ ２ １ 
32．クラブの活動について地域住民に広報している ４ ３ ２ １ 
33．クラブの活動において、必要な指導者が確保されている ４ ３ ２ １ 
34．クラブにおいて一貫した指導体制で活動している ４ ３ ２ １ 
35．クラブにおいて指導者の質を向上させる取り組みがなされている ４ ３ ２ １ 
36．活動の際の安全管理体制が整っている ４ ３ ２ １ 
問 3．あなたと地域との関わりに関する以下の内容について、どの程度当てはまると思いますか？ 
下記の１．から 14.のすべての項目について、あてはまる番号に○（マル）印をつけてください。 
 大いに 
そう思う 
まあ 
そう思う 
あまりそう 
思わない 
まったく 
そう思わない 
１．地域の人々は信頼できる ４ ３ ２ １ 
２．地域の人々は、大半が正直な人だと思う ４ ３ ２ １ 
３．地域の人々は、お互いに良い関係を築いている ４ ３ ２ １ 
４．地域で生活していると、不安に感じることがある ４ ３ ２ １ 
５．あなたが困っているとき、地域の人々は助けてくれる ４ ３ ２ １ 
６．近所の人から地域に関する相談を受けることがある ４ ３ ２ １ 
７．地域における行政の取り組みは上手くいっている ４ ３ ２ １ 
８．地域で行なっている活動に関心がある ４ ３ ２ １ 
９．地域のために役に立つことをしたい ４ ３ ２ １ 
10．地域での活動によく参加している ４ ３ ２ １ 
11．地域での活動に関する話し合いによく参加している ４ ３ ２ １ 
12．地域での活動のために、物質的（金銭・現物等）支援をする ４ ３ ２ １ 
13．地域で問題が起きたときに、解決のために協力する ４ ３ ２ １ 
14．地域のルールを守らないことは良くない ４ ３ ２ １ 
問 4．あなたは次の方々とどの程度の頻度でおつきあい（電話・メールでの連絡を含む）をされていますか？ 
下記の 1．から 19．すべての項目について、当てはまる番号に○（マル）印をつけてください。 
 週に 2 日以
上 
週に 1 日以下 
月に 2 日以上 
月に 1 日以下 
年に 2 日以上 
年に 1日以下 
１．近隣の住民 ４ ３ ２ １ 
２．友人・知人 ４ ３ ２ １ 
３．親類 ４ ３ ２ １ 
次ページへ続きます。引き続き、ご回答願います☛ 
  
 
週に 2 日以
上 
週に 1 日以
下 
月に 2 日以
上 
月に 1 日以下 
年に 2 日以上 
年に 1日以下 
４．自治会関係者 ４ ３ ２ １ 
５．高齢者団体（老人会等）関係者 ４ ３ ２ １ 
６．女性団体（婦人会等）関係者 ４ ３ ２ １ 
７．子ども団体（子ども会等）関係者 ４ ３ ２ １ 
８．ＰＴＡ関係者 ４ ３ ２ １ 
９．地域の商工業者組織（商工会・商工会議所）関係者 ４ ３ ２ １ 
10．文化活動団体関係者 ４ ３ ２ １ 
11．あなたが所属する地域スポーツクラブの会員 ４ ３ ２ １ 
12．他の地域スポーツクラブ関係者 ４ ３ ２ １ 
13．行政のスポーツ担当職員 ４ ３ ２ １ 
14．スポーツ推進委員（旧、体育指導委員） ４ ３ ２ １ 
15．市町村競技団体関係者 ４ ３ ２ １ 
16．スポーツ少年団関係者 ４ ３ ２ １ 
17．レクリエーション活動団体関係者 ４ ３ ２ １ 
18．各種学校関係者 ４ ３ ２ １ 
19．公共スポーツ施設職員 ４ ３ ２ １ 
問 5.あなたはクラブ運営において、以下の内容にどの程度当てはまりますか？下記の 1．から 5.すべての項目につ
いて、当てはまる番号に○（マル）印をつけてください。 
 大いに 
そう思う 
まあ 
そう思う 
どちらでも 
ない 
あまりそう 
思わない 
まったく 
そう思わない 
１．現在の活動から達成感を得ている ５ ４ ３ ２ １ 
２．自分の能力は現在の活動に活かせている ５ ４ ３ ２ １ 
３．現在の活動はおもしろく、今後も続けていきたい ５ ４ ３ ２ １ 
４．いつも忙しく活動ができることは良いことだ ５ ４ ３ ２ １ 
５．今後さらに難しい活動に取り組みたい ５ ４ ３ ２ １ 
問 6．あなたが所属しているクラブの運営について、要望・意見などありましたら、ご自由にお書きください。 
 
 
問 7．あなた自身についておうかがいいたします。 
・性  別           １．男性   ２．女性 
・年  齢           （        ）歳 
・現居住地域の居住年数     （        ）年 
・クラブ運営に携わっている年数 （        ）年 
・職  業    １．クラブマネジャー（有給）  ２．農林漁業  ３．自由業・商工自営 
         ４．勤め人（正規の社員、職員） ５．勤め人（嘱託・パート・アルバイト） 
  ６．専業主婦          ７．退職・無職 
         ８．その他（                       ） 
ご協力、誠に有難うございました。皆様のご多幸と益々のご活躍をお祈り申し上げます 
